
様式１

国土交通省

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名

0001 社会資本整備総合交付金 1,753,870 2,074,539 2,054,930 一部改善

・省内の手続きを円滑化し、交付申請から交付決定ま
での期間の短縮等、手続きの迅速化を図るべき。
・地方公共団体の配分に係る予見性を高めるため、
重点配分分野等の配分方針を可能な限り早く地方公
共団体に示すべき。
・交付金の執行実績データについて、体系的かつ効
率的に収集できる仕組みとなるよう、関係通知の見直
し等を行うべき。

1,439,530 1,505,575 66,045 - 執行等改善

予算監視・効率化チームの所見を踏まえ、社会資
本整備総合交付金の執行において、省内の手続き
を円滑化し、交付申請から交付決定までの期間の
短縮等、手続きの迅速化を図るとともに、支援対
象の選択と集中という視点を踏まえ、地方公共団
体の配分に係る予見性を高める観点から、重点配
分分野を明らかにする等配分方針を事前に、より
明確化する方向で運用改善を行うこととする。ま
た、活動実績の把握の観点から、社会資本整備総
合交付金の執行実績データの体系的かつ効率的な
収集のため、関係通知の見直しに着手することと
する。

要求額のうち重点要求
215,929百万円

大臣官房 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計

（項）社会資本総合整備事業費
　（大事項）社会資本総合整備事業に必要な
経費
（項）離島振興事業費
　（大事項）社会資本総合整備事業に必要な
経費
　（大事項）奄美群島社会資本総合整備事業
に必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）社会資本総合整備事業に必要な
経費
（項）沖縄開発事業費
　（大事項）社会資本総合整備事業に必要な
経費

56,645 14,379 11,864 - - - - 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興社会資本総合
整備事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
社会資本総合整備事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興離島振興事業
費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
社会資本総合整備事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興北海道開発事
業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
社会資本総合整備事業に必要な経費

- - - 146,230 204,104 57,874 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）社会資本総合整備事業費
　（大事項）社会資本総合整備事業に必要な
経費
（項）離島振興事業費
　（大事項）社会資本総合整備事業に必要な
経費
　（大事項）奄美群島社会資本総合整備事業
に必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）社会資本総合整備事業に必要な
経費

14,541 757 727 - - - - 大臣官房 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興社会資本総合
整備事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
社会資本総合整備事業に必要な経費

執行等改善

予算監視・効率化チームの所見を踏まえ、社会資
本整備総合交付金の執行において、省内の手続き
を円滑化し、交付申請から交付決定までの期間の
短縮等、手続きの迅速化を図る。また、活動実績
の把握の観点から、社会資本整備総合交付金の執
行実績データの体系的かつ効率的な収集のため、
関係通知の見直しに着手することとする。

・省内の手続きを円滑化し、交付申請から交付決定ま
での期間の短縮等、手続きの迅速化を図るべき。
・交付金の執行実績データについて、体系的かつ効 執行等改善

予算監視・効率化チームの所見を踏まえ、社会資
本整備総合交付金の執行において、省内の手続き
を円滑化し、交付申請から交付決定までの期間の
短縮等、手続きの迅速化を図る。また、活動実績一部改善

会計区分 項・事項評価結果 所見の概要
Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

行政事業レビュー点検結果の平成２５年度予算概算要求への反映状況調

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0002
社会資本整備総合交付金（全国防災）（東日
本大震災関連）

大臣官房 37 総合的な国土形成を推進する

0003
社会資本整備総合交付金（復興）（東日本大
震災関連）

平成24年度以降は復興庁で
予算計上

一部改善

・省内の手続きを円滑化し、交付申請から交付決定ま
での期間の短縮等、手続きの迅速化を図るべき。
・交付金の執行実績データについて、体系的かつ効
率的に収集できる仕組みとなるよう、関係通知の見直
し等を行うべき。

- - - (26,676) (43,465) (16,789) - 
復興庁参事官
（予算会計担

当）
- -

東日本大震災
復興特別会計

（項）東日本大震災復興事業費
　（大事項）社会資本総合整備事業に必要な
経費
　（大事項）離島社会資本総合整備事業に必
要な経費

0004 国土交通本省施設整備 35 35 1 一部改善 必要最小限の修繕に限定し、重点化 33 30 ▲3 - 執行等改善

計画的修繕を行うべき宿舎が廃止し予定宿舎と
なったため宿舎分は廃止、庁舎分については引き
続き必要な予算を計上し、適切な予算執行に努め
る。

大臣官房 - - 一般会計
（項）国土交通本省施設整備費
　（大事項）国土交通本省施設整備に必要な
経費

0005 国土管理情報通信基盤の整備計画策定経費 10 10 10 抜本的改善

検討業務の原則内製化を図り、職員では実施が不
可能または、著しく困難なものに限って外部委託
を行うよう、経費の使途を見直しコストダウンを
図る。
また、発注に当たっては、競争性・透明性をより
高めた選定方法への改善をする。

9 9 - - 執行等改善

チーム所見を踏まえて、職員では実施が著しく困
難なものに限って外部委託を行うよう業務内容を
精査し、経費の使途を見直して要求額に反映させ
た。
また、支出先については、企画競争により競争性
の確保に努めており、今後も競争性の確保に努め
る。

大臣官房 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）災害情報整備推進費
　（大事項）災害時における情報伝達手段等
の整備に必要な経費

0006 公共事業におけるVFM最大化経費 55 55 54 抜本的改善

この事業の成果によって公共事業のコストがどう
縮減されたかとの観点からこの事業による効果の
検証を十分に行う。
また、発注に当たってはコストを精査の上縮減を
図るとともに、より競争性・透明性の高い発注先
の選定方法へ改善する。

52 51 ▲1 ▲1 縮減

チームの所見を踏まえ、業務内容を精査して検討
項目を絞り込み、要求額に反映。また、支出先に
ついては、企画競争により競争性の確保に努めて
おり、今後も競争性の確保に努める。

大臣官房 30
社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的
な推進に必要な経費

0007
低炭素・水素エネルギー活用社会に向けた都
市システム技術の開発

120 120 111 廃止
一定の成果を得られる見込みであることから、24年度
をもって廃止

100 - ▲100 - 廃止 ２４年度をもって廃止 大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経
費

0008
社会資本の予防保全的管理のための点検・監
視技術の開発

175 175 169 廃止
一定の成果を得られる見込みであることから、24年度
をもって廃止

179 - ▲179 - 廃止 ２４年度をもって廃止 大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経
費

0009
地震動情報の高度化に対応した建築物の耐震
性能評価技術の開発

90 90 89 廃止
一定の成果を得られる見込みであることから、24年度
をもって廃止

97 30 ▲67 ▲67 段階的廃止

・東北地方太平洋沖地震で観測したデータを分析
することにより、超高層建築物の耐震性能評価技
術を高度化するために必要な予算を計上する。
・本事業は、外部有識者による「中間評価」にお
いて、延長は妥当であると評価されている。
・技術開発の成果は、地盤特性に応じた建築物設
計用地震力に関する技術基準等へ反映する。
・なお、平成２５年度で本事業は廃止する。

大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経
費

率的に収集できる仕組みとなるよう、関係通知の見直
し等を行うべき。

改
の把握の観点から、社会資本整備総合交付金の執
行実績データの体系的かつ効率的な収集のため、
関係通知の見直しに着手することとする。

改
震災関連） 予算計上
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0010
高度な国土管理のための複数の衛星測位シス
テム（マルチGNSS）による高精度測位技術の
開発

100 100 95 一部改善

技術開発の成果の活用の見通しをより明確化した
上で、予算を計上、執行するものとする。
また、発注に当たってはコストを精査の上縮減を
図るとともに、競争性、透明性の高い発注先の選
定方法の導入を図る。

100 120 20 - 執行等改善

・技術開発の成果は、「公共測量作業規則の準
則」への反映や地震時の地殻変動把握等への適用
指針案の作成するための必要な予算を計上する。
・支出先については、価格競争や企画競争により
競争性の確保に努めており、今後も競争性の確保
に努める。
・業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ
検討項目、調査対象範囲等について十分検討を
行っており、今後も効率的な執行に努める。

大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経
費

0011
中古住宅流通促進・ストック再生に向けた既
存住宅等の性能評価技術の開発

68 68 63 一部改善

技術開発の成果の活用の見通しをより明確化した
上で、予算を計上、執行するものとする。
また、発注に当たってはコストを精査の上縮減を
図るとともに、競争性、透明性の高い発注先の選
定方法の導入を図る。

72 155 83 - 執行等改善

・劣化状況等を踏まえた既存住宅の性能を効率的
に評価する技術を開発し、現況検査基準等へ反映
することとし、そのために必要な予算を計上す
る。
・支出先については、価格競争や企画競争により
競争性の確保に努めており、今後も競争性の確保
に努める。
・業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ
検討項目、調査対象範囲等について十分検討を
行っており、今後も効率的な執行に努める。

大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経
費

0012 建設技術の研究開発等共通経費 85 88 80 一部改善

発注に当たってはコストを精査の上縮減を図ると
ともに、競争性・透明性の高い発注先の選定方法
の導入を図る。
なお、24年度から一部事業を廃止し重点化したこ
とは評価できる。

35 37 2 - 執行等改善

・引き続き、必要な予算を計上し、適切な執行に
努める。
・支出先については、価格競争や企画競争により
競争性の確保に努めており、今後も競争性の確保
に努める。
・業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ
検討項目、調査対象範囲等について十分検討を
行っており、今後も効率的な執行に努める。

大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経
費

0013 研究開発の評価等経費 8 8 5 現状通り
過去のチーム所見どおりに見直されており、引き
続き適切な執行を図られたい。

9 8 ▲1 ▲1 縮減
・引き続き、技術研究開発課題の評価に必要な予
算を計上し、適切な執行に努める。

大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経
費

0014 建設技術の研究開発助成経費 250 250 247 一部改善

技術研究開発の成果反映状況を踏まえ、更なる実用
化促進のため重点化を図ってきたことは評価できる。
引き続き緊急性の高いものに重点化する視点を持っ
て改善を図る。

270 270 - - 執行等改善

・公募テーマについては、過年度の助成課題の実
用化状況や科学技術基本計画等を踏まえ、必要
性・緊急性の高いものに重点化を図った上で、必
要な予算を計上する。

大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経
費

12 12 12 - - - - 一般会計

- - - 12 - ▲12 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）災害情報整備推進費
　（大事項）災害時における情報伝達手段等
の整備に必要な経費

廃止

緊急性の高いものから実施されるよう重点化を図
る。また、発注に当たってはコストを精査の上縮
減を図るとともに、競争性、透明性の高い発注先
の選定方法の導入を図る。

事業完了に伴い廃止。
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

0015
通信の途絶を生じさせない効果的な防災通信
回線の構築

一部改善 10大臣官房

182 182 26 - - - - 一般会計

- - - 30 26 ▲4 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究の開発の推進に必要な
経費

0017 独立行政法人土木研究所（運営費交付金） 8,540 8,540 8,540 一部改善

引き続き、事業については民間企業や大学との役
割分担を明らかにし、真に国が行うべき分野に限
定するとともに、社会的要請や緊急性の高いもの
に重点化する視点を持って見直しを図る。また、
引き続き、発注に当たってはコストを精査の上縮
減を図るとともに、競争性・透明性の高い発注先
の選定方式の導入を進める。

8,464 8,108 ▲356 - 執行等改善
コストの縮減、研究業務その他業務全体を通じた
効率化等

大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）独立行政法人土木研究所運営費
　（大事項）独立行政法人土木研究所運営費
交付金に必要な経費

0018 独立行政法人土木研究所（施設整備） 482 483 455 一部改善

引き続き、他機関との重複の排除等の取組を進め
る。また、引き続き、発注に当たってはコストを
精査の上縮減を図るとともに、競争性・透明性の
高い発注先の選定方式の導入を進める。

458 544 86 - 執行等改善 コストの縮減、施設整備業務における効率化等 大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）独立行政法人土木研究所施設整備費
　（大事項）独立行政法人土木研究所施設整
備に必要な経費

0019
独立行政法人土木研究所（施設整備）（東日
本大震災関連）

2,234 602 575 廃止 事業完了に伴い廃止 - - - - - 廃止 大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）独立行政法人土木研究所施設整備費
　（大事項）独立行政法人土木研究所施設整
備に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興独立行政法人
土木研究所施設整備費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
独立行政法人土木研究所施設整備に必要な経
費

0020 独立行政法人建築研究所（運営費交付金） 1,745 1,745 1,745 一部改善

引き続き、真に国が行うべき分野への限定、緊急
性の高いものへの重点化を図ること。また、引き
続き、発注に当たってはコストを精査の上縮減を
図るとともに、競争性・透明性の高い発注先の選
定方式の導入を進める。

1,733 1,710 ▲23 - 執行等改善

引き続き、真に国が行うべき分野への限定、緊急
性の高いものへの重点化を図り、発注に当たって
はコストを精査の上縮減を図るとともに、競争
性・透明性の高い発注先の選定方式の導入を進め
る。

大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）独立行政法人建築研究所運営費
　（大事項）独立行政法人建築研究所運営費
交付金に必要な経費

事業の実施に当たり求めていた効果が十分に得ら
れたのか、当該事業による効果の検証を十分に行
う。

大臣官房 技術研究開発を推進する41

・平成２３年度補正で採択した課題については、
平成２５年度早期に事後評価を行うなど、当該事
業による効果の検証を行う。
・平成２４年度に新規採択した課題を平成２５年
度に継続するために必要な予算を計上する。
・なお、平成２５年度で本事業は廃止する。

災害に強い国土づくりに資する技術の開発・
導入の推進

一部改善0016 段階的廃止
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0021 独立行政法人建築研究所（施設整備） 96 43 43 一部改善
引き続き、発注に当たってはコストを精査の上縮
減を図るとともに、競争性・透明性の高い発注先
の選定方式の導入を進める。

91 86 ▲5 - 執行等改善
引き続き、発注に当たってはコストを精査の上縮
減を図り、競争性・透明性の高い発注先の選定方
式の導入を進める。

大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）独立行政法人建築研究所施設整備費
　（大事項）独立行政法人建築研究所施設整
備に必要な経費

0022
独立行政法人建築研究所（施設整備）（東日
本大震災関連）

346 117 117 廃止 事業完了に伴い廃止 - - - - - 事業完了に伴い廃止 大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興独立行政法人
建築研究所施設整備費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
独立行政法人建築研究所施設整備に必要な経
費

0023
民間資金等を活用した官庁施設の運営に必要
な経費

1,467 1,467 1,467 現状通り
　PFI事業者との契約に基づき、引き続き計画的に
執行する。

1,331 1,196 ▲135 - -
　PFI事業者との契約に基づき、引き続き計画的に
執行する。

官庁営繕 - - 一般会計
（項）国土交通本省共通費
　（大事項）民間資金等を活用した官庁施設
の運営に必要な経費

0024 官庁営繕費 17,783 23,745 23,433 一部改善
　引き続き予算の重点化に取り組む。コスト縮減
については、具体的な取組を明らかにしていくこ
と。

16,842 20,087 3,245 - 執行等改善

　25年度要求にあたっては、国民生活の安全・安
心の確保に資するため、首都直下型地震、東海・
東南海・南海地震等に備えた官庁施設の地震対策
の推進により、防災拠点となる官庁施設等の安全
性の確保、中央省庁の業務継続のための設備の機
能強化を図ること等に重点化する。
　なお、事業実施にあたっては、引き続き公共事
業コスト改善プログラムにもとづく取組みを行
う。

官庁営繕 44
環境等に配慮した便利で安全な官庁施
設の整備・保全を推進する

一般会計

（項）官庁営繕費
　（大事項）環境等に配慮した便利で安全な
官庁施設の整備に必要な経費
　（大事項）民間資金等を活用した官庁営繕
に必要な経費

0025 官庁施設の適正な保全等の推進に必要な経費 99 99 96 一部改善
　入札契約の透明性、競争性の確保について改善
が見られているが、引き続き取り組むこと。

111 111 - - 執行等改善
　引き続き、業務内容の明確な競争参加者への伝
達、評価項目の適切な設定等、入札契約の透明性
や競争性の確保についての取り組みを行う。

官庁営繕 44
環境等に配慮した便利で安全な官庁施
設の整備・保全を推進する

一般会計
（項）官庁施設保全等推進費
　（大事項）官庁施設の適正な保全等の推進
に必要な経費

14,618 3,554 3,050 - - - - 一般会計

（項）官庁営繕費
　（大事項）環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整
備に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興官庁営繕費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る環境等に配慮
した便利で安全な官庁施設の整備に必要な経費

- - - 3,739 6,468 2,729 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）官庁営繕費
　（大事項）環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整
備に必要な経費

0027 建設機械施工における環境対策の推進 16 16 14 一部改善

入札内容については、第三者機関の審査により、一
定の透明性・競争性の向上が見られるものの、入札
参加企業が少ないため、参加条件の緩和などを行
い、より一層の入札方法の見直しを図るべき。

10 9 ▲1 - 執行等改善
予算執行については、引き続き参加条件の緩和・
見直し等を行い、競争性の向上を図る。

総合政策局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計
（項）地球温暖化防止等対策費
　（大事項）地球温暖化防止等の環境の保全に必要な経費

執行等改善
環境等に配慮した便利で安全な官庁施

設の整備・保全を推進する

　25年度要求にあたっては、引き続き、官庁施設
の復旧を行うとともに、国民生活の安全・安心の
確保に資するため、首都直下型地震、東海・東南
海・南海地震等に備えた官庁施設の地震・津波対
策の推進により、防災拠点となる官庁施設等の安
全性の確保を図ること等に重点化する。
　なお、事業実施にあたっては、引き続き公共事
業コスト改善プログラムにもとづく取組みを行
う。

0026 官庁営繕費（東日本大震災関連） 官庁営繕 44一部改善
　予算の重点化に取り組む。コスト縮減について
は、具体的な取組を明らかにしていくこと。

0028 社会資本分野における環境対策の推進 15 15 14 抜本的改善
国が行うべき事業範囲を明確にする必要がある。又、
事業内容の重点化を図るとともに事業効果の検証を
十分に行うべき。

92 77 ▲15 ▲15 縮減

チーム所見を踏まえ、地球温暖化対策における重
要性かつ有効性に留意しつつ、まち・住まい・交
通の一体的創エネ・蓄エネ・省エネ化に関する事
業を集中的かつ効率的に実施するために一本化
し、特に、地域の特性を活かした再生可能エネル
ギー等のベストミックスを実現するためのコー
ディネート・構想策定支援に関する経費を要求す
ることとした。また、事業の最終年度である生物
多様性保全に関する事業については、取組効果の
検証及び今後の取組に向けた考察を事業内容とし
て要求することとした。

総合政策局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計
（項）地球温暖化防止等対策費
　（大事項）地球温暖化防止等の環境の保全に必要な経費

0029 建設分野における循環型社会構築の推進 21 21 20 一部改善
事業内容を効果的に活用するよう事業手法の検討に
努め、事業成果の普及について十分検証するべき。

17 21 4 - -
事業成果の普及については調査終了後に十分な検
証を行う。

総合政策局
土地・建設産業

局
9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計

（項）地球温暖化防止等対策費
　（大事項）地球温暖化防止等の環境の保全に必要な経費

0030 建設機械施工における技術の向上の推進 27 27 24 一部改善
事業効果の十分な検証が必要である。又、入札参加
企業が少ないことから、入札条件の緩和など、より一
層競争性の向上を図るべき。

19 9 ▲10 - 執行等改善
予算執行については、参加条件の緩和を行い、競
争性の向上を図る。また、一定の事業成果が得ら
れた段階で適切に検証を行う予定である。

総合政策局 30
社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的な推進に必要
な経費

0031 建設分野における国際展開の推進 147 147 137 一部改善
トップセールスの展開など事業の重点化は図られてい
るが、受注獲得に繋がる有効な事業手法に改善する
べき。

13 13 - - 執行等改善
事業の重複を避けつつ、施策相互の連携を高め、
より受注獲得に繋がる有効な重点国での施策の実
施を図る。

総合政策局 32 建設市場の整備を推進する 一般会計
（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の推進に必要な経費

0032 建設分野における国際協力、連携の推進 117 117 114 一部改善

現地調査等の実施による情報収集等、一定の取組は
行われているが、具体的なインフラプロジェクトの案件
形成の促進が図られるように実効性のある事業手法
に改善するべき。

226 403 177 - 執行等改善

「インフラ海外展開推進のための有識者懇談会」
における指摘等を踏まえ、海外インフラプロジェ
クトの具体的な案件の形成・受注獲得の取組を強
化するため、我が国技術・システムの優位性を効
果的に発信するためのモデルプロジェクトの認
定・支援事業を新規事項として要求するととも
に、案件形成・受注獲得の促進の項目を特に重点
的に要求している。

総合政策局 43 国際協力、連携等を推進する 一般会計
（項）国際協力費
　（大事項）国際協力に必要な経費

0033
国土形成計画の推進に資する総合交通体系に
関する調査

14 14 12 抜本的改善

事業内容の絞り込みによる重点化はされているもの
の、事業成果の検証が不十分であるため、より実効
性のある事業手法の検討が必要である。又、入札条
件を見直し競争性の向上を図るべき。

12 14 2 - 執行等改善

　チーム所見を踏まえ、事業成果の検証を十分に
行い、よりニーズの高い東海、東南海・南海地震
の防災対策強化（推進）地域の対象地方自治体へ
の技術的支援に係る情報提供と当該地域における
活用状況のフォローアップを行い、実効性を向上
させる予定である。また、予算執行については、
参加条件を緩和し競争性の向上を図る。

総合政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に関する経費

0034 総合交通分析システムに関する調査 50 50 7 廃止
分析システムの十分な活用が図られていないことから
事業廃止とする。

28 - ▲28 ▲28 廃止 廃止 総合政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に関する経費
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0035 全国幹線旅客純流動調査 45 45 42 廃止
調査内容が十分活用されていないため事業廃止とす
る。

15 - ▲15 ▲15 廃止 廃止 総合政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に関する経費

0036
ユニバーサル社会に対応した高齢者、障がい
者等の歩行者移動支援の推進

70 70 68 抜本的改善
今までの事業成果の検証が不十分であるため、今後
の普及方法も含め実効性のある事業手法に見直すべ
き。

59 64 5 - 執行等改善

チーム所見を踏まえ、事業成果の検証を十分に行
い、低コストの歩行者移動支援サービス導入方法
を地方公共団体等に情報提供することにより、今
後の普及を促進することとした。

総合政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に関する経費

0037 社会資本の施設横断的な取組強化の推進 8 8 7 廃止
事業終了のため事業廃止とするが、取りまとめられた
指針の事業効果について検証するべき。

6 - ▲6 - 廃止

 （「社会資本整備審議会・交通政策審議会 社会
資本メンテナンス戦略小委員会」における議論の
方向性を踏まえ,社会資本の適確な維持管理・更新
に向けた本格的な取組方策について検討を進め
る。）

総合政策局 30
社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的な推進に必要
な経費

0038
官民連携による民間資金を最大限活用した成
長戦略の推進

712 712 702 一部改善

事業内容について重点化が図られているが、顕在化
した課題について有効な事業手法を検討するととも
に、入札参加企業が増加するよう競争性の向上を図
るべき。

594 594 - - 執行等改善

約９割の地方公共団体においてPFIの活用がなされ
ていないことを鑑み、官民連携の潜在的案件や
ニーズの発掘、官側ニーズと民間アイディアとの
マッチング支援といった官民連携事業の推進に係
る検討調査の拡充を図る。
また、先導的事業等について、実現可能性調査だ
けではなく、実際にPPP/PFI事業化しようとする場
合に必要となる手続等に係る調査に対する支援の
拡充を図る。
さらに、多数の業務発注が発生する中で、業務毎
の説明会の開催・発注の分散化により、入札参加
企業の増加を図る。

総合政策局 30
社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的な推進に必要
な経費

0039 総合的なバリアフリー社会の形成の推進 44 44 33 一部改善
引き続き、効率的な事業運営を行うことにより、より
少ないコストで同等以上の成果を出すことができるよ
う改善するべき。

39 37 ▲2 - 執行等改善
バリアフリーについて具体的な課題や求められる
対策の精査を行い、必要性の高い取り組みに重点
化を図った。

総合政策局 3 総合的なバリアフリー化を推進する 一般会計

（項）総合的バリアフリー推進費
　（大事項）総合的なバリアフリー社会の形成
の推進に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）総合的なバリアフリー社会の形成
の推進に必要な経費

0040 国連環境計画拠出金 13 13 13 現状通り
国際約束で決められた分担金を支出しなければな
らないことから、現状通りとする。

12 12 - - -
現状、執行経過については報告を受けているが、
引き続き効率的な執行を求めていく。

総合政策局 4
海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・
再生・形成、海洋廃棄物処理、海洋汚
染防止を推進する

一般会計
（項）海洋環境対策費
　（大事項）海洋・沿岸域環境の保全等の推進
に必要な経費

0041 国連開発計画拠出金 11 11 11 現状通り
国際約束で決められた分担金を支出しなければな
らないことから、現状通りとする。

10 10 - - -
現状、執行経過については報告を受けているが、
引き続き効率的な執行を求めていく。

総合政策局 4
海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・
再生・形成、海洋廃棄物処理、海洋汚
染防止を推進する

一般会計
（項）海洋環境対策費
　（大事項）海洋・沿岸域環境の保全等の推進
に必要な経費

0042 海洋・沿岸域環境の保全等の推進 13 13 12 一部改善
引き続き、事業内容の重要性、必要性を精査すると
ともに、調査項目等については真に必要な内容を行
い、予算の効果的な執行を図るべき。

12 62 50 - 執行等改善

引き続き、事業内容を精査するともに、真に必要
な項目等について調査を行い予算の効果的な執行
を図る。なお、平成25年度は海洋の利活用にかか
る調査等を実施することとしていることから、増
額要求となっている。

総合政策局 4
海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・
再生・形成、海洋廃棄物処理、海洋汚
染防止を推進する

一般会計

（項）海洋環境対策費
　（大事項）海洋・沿岸域環境の保全等の推進
に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）海洋・沿岸域環境の保全等の推進
に必要な経費

0043 地球温暖化防止等の環境の保全 18 18 14 一部改善
今後も引き続き一般競争入札を行い、競争原理に

10 9 ▲1 執行等改善
今後も引き続き一般競争入札を行うことにより、

総合政策局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計

（項）地球温暖化防止等対策費
　（大事項）地球温暖化防止等の環境の保全に
必要な経費

0043 地球温暖化防止等の環境の保全 18 18 14 一部改善
よる適正な執行を図るべき。

10 9 ▲1 - 執行等改善
効率的な執行に取り組む。

総合政策局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）地球温暖化防止等の環境の保全に
必要な経費

0044 運輸安全マネジメント制度の充実・強化 48 48 35 一部改善

公共交通機関等の安全性の向上はきわめて重要な
課題であるが、運輸安全マネジメントは、本来な
らば事業者自らが推進すべきものであって、制度
が定着したあかつきには国の直接実施から脱却さ
せるという観点を常に持ってこれを推進するべき。
また、民間の活力を活用する等の工夫を行うべき。

36 41 5 - 執行等改善
指摘を踏まえ、民間の活力を活用するべく、官民
連携の協議会により制度の普及・啓発を図る取組
を本年度から進めているところ。

総合政策局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計

（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0045 大都市交通センサス実施経費 129 129 55 抜本的改善
調査手法の見直しに関し、インターネット回答の
促進、回収率の向上等によるコスト削減に向けた
更なる検討を進めるべき。

76 - ▲76 - - - 総合政策局 33
市場・産業関係の統計調査の整備・活
用を図る

一般会計
（項）国土交通統計調査費
　（大事項）国土交通統計に必要な経費

0046 全国貨物純流動調査実施経費 9 9 9 一部改善

平成23年度行政事業レビューの指摘事項を踏ま
え、企画競争から一般競争へ入札方式の変更がな
されているが、次回実施の際に事業効果の検証が
十分にできるよう、活用状況の把握等を継続的に
実施すべき。

- - - - - - 総合政策局 33
市場・産業関係の統計調査の整備・活
用を図る

一般会計
（項）国土交通統計調査費
　（大事項）国土交通統計に必要な経費

0047 国土交通統計 594 594 472 一部改善

昨年度も一部の統計調査の見直しが行われている
が、統計がより活用されるよう、引き続き各関係機関
等と連携しつつ、政策・社会的ニーズへの対応、統計
品質の向上等を進めるべき。また、今後とも調査の効
率化、一般競争入札の適切な実施を図るべき。

590 583 ▲7 ▲7 縮減
チームの所見を踏まえ、統計品質の維持・向上に
留意の上、要求額の精査・見直しを行った。

総合政策局 33
市場・産業関係の統計調査の整備・活
用を図る

一般会計

（項）国土交通統計調査費
　（大事項）国土交通統計に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）国土交通統計に必要な経費

0048
次世代地域公共交通システムに関する技術開
発

20 20 19 廃止
本事業については、初期の目的を達成する見込み
であり、平成23年度限りで事業廃止とする。

- - - - -
事業計画通り、初期の目的を達成したと認められ
ることから、平成23年度で終了する。

総合政策局 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経費

0049
海上ナビゲーションシステムに関する技術開
発

20 20 19 廃止
本事業については、初期の目的を達成する見込み
であり、平成23年度限りで事業廃止とする。

- - - - -
事業計画通り、初期の目的を達成したと認められ
ることから、平成23年度で終了する。

総合政策局 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経費

0050
（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構基礎
的研究等勘定運営費交付金

270 270 270 廃止

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月7日閣議決定）において、平成
24年度以降に「法人の事業としては廃止、真に必
要なものについては国で実施する。」とされてい
ることを踏まえ適切に対処すべき。国で実施すべき
真に必要な事業について、検討すべき。

210 - ▲210 ▲210 廃止

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月7日閣議決定）において、平成
24年度以降に「法人の事業としては廃止、真に必
要なものについては国で実施する。」とされてい
ることを踏まえ廃止する。

総合政策局 41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支
援機構運営費
　（大事項）独立行政法人鉄道建設・運輸施設
整備支援機構運営費交付金に必要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0051 交通関係国際会議等に必要な経費 51 51 41 一部改善

企画競争の公示期間延伸、一般競争の導入が図ら
れているが、競争性のある契約方式の活用の徹底、
公示期間のさらなる延伸等、予算の効率的な使用を
更に進めるべき。

48 82 34 - 執行等改善
平成24年度から企画競争の公示期間をさらに延長
して実施することを決定した。

総合政策局 43 国際協力、連携等を推進する 一般会計
（項）国際協力費
　（大事項）国際協力に必要な経費

0052
国際交通分野における途上国の経済活性化と
我が国企業競争力強化のための支援

734 734 666 一部改善

企画競争の公示期間延伸、一般競争の導入が図ら
れているが、競争性のある契約方式の活用の徹底、
公示期間のさらなる延伸等、予算の効率的な使用を
更に進めるべき。

888 969 81 - 執行等改善
平成24年度から企画競争の公示期間をさらに延長
して実施することを決定した。

要求額のうち重点要求185百
万円

総合政策局 43 国際協力、連携等を推進する 一般会計
（項）国際協力費
　（大事項）国際協力に必要な経費

0053 アジアにおける環境対策等支援事業 48 48 40 廃止

企画競争の公示期間延伸、一般競争の導入が図ら
れているが、予算の効率的使用の観点から、国際
社会における交通連携のニーズをさらに把握し
て、効果的、重点的な事業展開を進めるべき。

47 - ▲47 ▲47 廃止
効果的、重点的な事業展開という観点から本事業
を廃止する。

総合政策局 43 国際協力、連携等を推進する 一般会計
（項）国際協力費
　（大事項）国際協力に必要な経費

0054 モーダルシフト等推進事業 107 107 88 一部改善
昨年度の指摘を踏まえた改善がなされており、今
後も優先的に行うべき事業を精査し、事業の重点
化を図るべき。

93 74 ▲19 - 執行等改善
これまでの実績を踏まえ、本制度においてニーズ
がより高く、CO2排出削減量の多い運行経費補助に
重点化する。

総合政策局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計

（項）地球温暖化防止等対策費
　（大事項）地球温暖化防止等の環境の保全に
必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）地球温暖化防止等の環境の保全に
必要な経費

0055 地域公共交通確保維持改善事業 30,530 26,406 24,646 一部改善

効果的な予算執行を図るために構築した事業評価
制度について、より実効性のあるものとなるよう、事業
評価の手法等について地域に対する適切な助言を実
施すべき。

30,578 31,078 500 - 執行等改善
チーム所見を踏まえ、本省及び地方運輸局等は事
業評価に関して地域に適切な助言を行うよう努め
る。

総合政策局 27
地域公共交通の維持・活性化を推進す
る

一般会計

（項）地域公共交通維持・活性化推進費
　（大事項）地域公共交通の維持・活性化の推
進に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）地域公共交通の維持・活性化の推
進に必要な経費

810 810 412 - - - - - - 総合政策局 27
地域公共交通の維持・活性化を推進す
る

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興地域公共交通維
持・活性化推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る地
域公共交通の維持・活性化の推進に必要な経費

- - - (2,574) (2,980) (406) - 執行等改善
チーム所見を踏まえ、被災地域の生活交通のニー
ズ把握等を適切に行われるよう適切にサポートを
行う。

復興庁参事官
（予算会計担

当）
－ －

東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
　（大事項）地域公共交通の維持・活性化の推
進に必要な経費

0057
公共事業の多段階事業評価の導入に関する調
査検討

2 2 1 廃止
本事業の執行にあたっては、引き続き、競争性・透明
性の高い契約方式とし、より少ない予算で十分な政策
効果の実現を図るべき。

2 - ▲2 ▲2 廃止 廃止することとした。 総合政策局 30
社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的な
推進に必要な経費

438 59 47 - - - - - - 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興総合的物流体系
整備推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る総
合的物流体系整備の推進に必要な経費

0056
地域公共交通確保維持改善事業（東日本大震
災関連）

平成24年度以降は復興庁で
予算計上

一部改善

特定被災地域公共交通調査事業の実施に当たって
は、効果的に事業を推進するため、地域のニーズ把
握を適切に行うよう、地方公共団体等に対し適切に助
言、サポートすべき。

438 59 47 般会計
（項）東日本大震災復旧・復興地方運輸行政推
進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る総
合的物流体系整備の推進に必要な経費

- - - 14 610 596 - 執行等改善

大規模災害の発生時において、早期に物流機能を
回復できるよう、また、発生直後においても、円
滑な支援物資物流の構築できるよう、特定流通業
務施設、広域物資拠点施設のうち特に対策が必要
となる施設に対して、重点的かつ緊急的に支援を
実施する。

東日本大震災
復興特別会計

（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0059 災害対策等緊急事業 27,028 28,587 6,304 一部改善
本事業が有効に活用されるよう、引き続き、関係機関
への周知に努めるとともに、災害発生後、短期間での
予算配分が可能となるよう事務の効率化に努める。

21,300 19,170 ▲2,130 - 執行等改善

　本事業の制度について、年間を通じて随時、省
内の関係部局、関係する他省庁、地方公共団体に
対し、パンフレット等を用いて説明会を実施する
等、本事業が有効に活用されるよう関係機関への
周知を行う。
　また、実施計画の作成に当たって、必要なポイ
ントが事業計画書に明確に記載できるよう、事業
主体に対して、制度の手引きの作成・配布や実施
計画の作成前の事前相談等を通じて、短期間での
予算配分が可能となるよう取り組む。

国土政策局 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計
（項）災害対策等緊急事業推進費
　（大事項）災害対策等緊急事業の推進に必
要な経費

0060 官民連携基盤整備推進調査費 445 445 175 一部改善

本事業が有効に活用されるよう、関係機関への周知
に努める。また、政策目的に照らして真に必要なも
の、緊急性の高いものから実施されるよう、調査内容
の精査・重点化を図る。

727 654 ▲73 - 執行等改善

　本事業の制度のパンフレット作成・配布やＨＰ
を通じた広報等を行い、本事業が有効に活用され
るよう、関係機関への周知を行う。また、政策目
的に照らして真に必要なもの・緊急性の高いもの
を実施するよう、要綱に基づき、調査内容の精
査・重点化に取り組む。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）官民連携基盤整備推進調査費
　（大事項）官民連携基盤整の実施を推進す
るための調査に必要な経費

大規模災害発生時における物流機能の維持・早期復
旧、緊急支援物資の円滑な輸送等の確保を早急に進
める観点から、事業の計画的かつ効率的な執行を図
るべき。

総合政策局
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

19一部改善0058
災害に強い物流システム構築事業（東日本大
震災関連）

5/50



様式１
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平成２４年度 平成２５年度
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補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

3,886

（項）離島治水事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）治水事業等の財源の社会資本整備事業特別会計治水勘定へ繰入れ
に必要な経費
（項）離島港湾整備事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）港湾整備事業等の財源の社会資本整備事業特別会計港湾勘定へ繰
入れに必要な経費
（項）離島空港整備事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）空港整備事業の財源の社会資本整備事業特別会計空港整備勘定へ
繰入れに必要な経費

（項）東日本大震災復旧・復興離島振興事業費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る治山事業に必要な経費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る戸別所得補償実施円滑化基盤整備事
業に必要な経費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る農地等保全事業に必要な経費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る農山漁村地域整備事業に必要な経費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る水産基盤整備に必要な経費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る社会資本総合整備事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興離島農業生産基盤保全管理・整備事業費食料安
定供給特別会計へ繰入
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る農業生産基盤保全管理・整備事業の
財源の食料供給特別会計国営土地改良事業勘定へ繰入れに必要な経費

一般会計

東日本大震災
復興特別会計

（項）離島治水事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）治水事業等の財源の社会資本整備事業特別会計治水勘定へ繰入れ
に必要な経費
（項）離島港湾整備事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）港湾整備事業等の財源の社会資本整備事業特別会計港湾勘定へ繰
入れに必要な経費
（項）離島空港整備事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）空港整備事業の財源の社会資本整備事業特別会計空港整備勘定へ
繰入れに必要な経費
（項）航空機燃料税財源離島空港整備事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）航空機燃料税財源の空港整備事業に係る社会資本整備事業特別会
計空港整備勘定へ繰入れに必要な経費
（項）離島道路整備事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）道路整備事業の財源の社会資本整備事業特別会計道路整備勘定へ
繰入れに必要な経費
（項）離島振興事業費
　（大事項）治山事業に必要な経費
　（大事項）水道施設整備に必要な経費
　（大事項）廃棄物処理施設整備に必要な経費
　（大事項）農業生産基盤保全管理・整備事業に必要な経費
　（大事項）戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業に必要な経費
　（大事項）農地等保全事業に必要な経費
　（大事項）農山漁村地域整備事業に必要な経費
　（大事項）森林整備事業に必要な経費
　（大事項）水産基盤整備に必要な経費
　（大事項）社会資本総合整備事業に必要な経費
（項）離島農業生産基盤保全管理・整備事業費食料安定供給特別会計へ繰入
　（大事項）農業生産基盤保全管理・整備事業の財源の食料安定供給特別会計
国営土地改良事業勘定へ繰入れに必要な経費
（項）離島治山事業費国有林野事業特別会計へ繰入
　（大事項）治山事業の財源の国有林野事業特別会計へ繰入れに必要な経費

▲1,021 - 

（項）離島振興事業費
　（大事項）水道施設整備に必要な経費
　（大事項）水産基盤整備に必要な経費
　（大事項）社会資本総合整備事業に必要な
経費

- - - 

- 2,109 

32 

0062

- 

離島振興事業（東日本大震災関連）

1,779 75 

- 

-

- 

- 国土政策局－

－ 国土政策局 39 離島等の振興を図る

39 離島等の振興を図る

一般会計0061 離島振興事業 41,839 48,911 48,193 37,744 現状通り

離島振興事業を構成する各種の公共事業について
は、各所管において事業の重点化など必要な見直
しを行うこととするが、離島振興計画に基づく事
業については引き続き国土交通省に一括計上する
仕組みとして、離島に係る公共事業の総合性の確
保、計画的かつ効率的な事業執行を図る。

36,723 

現状通り

離島振興事業を構成する各種の公共事業について
は、各所管において事業の重点化など必要な見直
しを行うこととするが、離島振興計画に基づく事
業については引き続き国土交通省に一括計上する
仕組みとして、離島に係る公共事業の総合性の確
保、計画的かつ効率的な事業執行を図る。

- 1,777

0066
豪雪地帯の個性ある活性化推進等に要する経
費

24 24 24 廃止
豪雪地帯対策特別措置法の改正の趣旨を踏まえ、事
業を廃止した上で、政策目的に照らして真に必要な、
より実効性のある仕組みへの見直しを行う。

28 - ▲28 ▲28 廃止 － 国土政策局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計
（項）都市・地域づくり推進費
　（大事項）都市・地域づくりの推進に必要
な経費

0067 半島地域振興等に必要な経費 50 50 50 一部改善
成果実績の向上を目指して、引き続き、事業内容の
重点化を図るとともに、政策目的実現のためにより実
効性のある仕組みへ見直しを図る。

47 42 ▲5 - 執行等改善

事業の実施に当たっては、各地域へのヒアリング
等を行うことにより、多くの半島地域において応
用可能な調査内容に重点化する。また、外部有識
者による事前評価を行い、実効性のある成果が得
られるようにする。

国土政策局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計
（項）都市・地域づくり推進費
　（大事項）都市・地域づくりの推進に必要
な経費

0068
集落活性化推進経費（集落活性化推進事業費
補助金）

340 327 321 一部改善
引き続き、地域が真に必要なもの、効果の高いものへ
の重点化を図るほか、今後のニーズの拡大を踏まえ
てより効果的な仕組みとなるよう見直しを図る。

340 431 91 - 執行等改善

条件不利地域において真に必要とされ、高い効果
が見込まれる、当該事業で整備する拠点施設を核
とした地域活動の維持・発展に資する取組みを支
援するなど、効率的に地域のニーズに対応できる
仕組みとなるよう見直しを行った。

国土政策局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計
（項）都市・地域づくり推進費
　（大事項）都市・地域づくりの推進に必要
な経費

0069 土地利用計画の利活用に関する経費 36 36 30 一部改善
引き続き、利用者ニーズ等を踏まえて、国民に提供す
る情報の内容の改善を図る。

35 30 ▲5 ▲5 縮減
本事業について、利用者ニーズを踏まえて、国民
に提供する情報の内容を改善するよう努める。

国土政策局 31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場の環境整備等の推進
に必要な経費

現状通り ▲16,315 

奄美振興事業を構成する各種の公共事業について
は、各所管において事業の重点化など必要な見直
しを行うこととするが、奄美群島振興計画に基づ
く事業については引き続き国土交通省に一括計上
する仕組みとして、奄美群島に係る公共事業の総
合性の確保、計画的かつ効率的な事業執行を図
る。

一般会計
（項）東日本大震災復旧・復興離島振興事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る奄美群島
農業生産基盤保全管理・整備事業に必要な経費

繰入れに必要な経費
（項）航空機燃料税財源離島空港整備事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）航空機燃料税財源の空港整備事業に係る社会資本整備事業特別会
計空港整備勘定へ繰入れに必要な経費
（項）離島振興事業費
　（大事項）奄美群島治山事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島水道施設整備に必要な経費
　（大事項）奄美群島廃棄物処理施設整備に必要な経費
　（大事項）奄美群島農業生産基盤保全管理・整備事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島農山漁村地域整備事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島森林整備事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島水産基盤整備に必要な経費
　（大事項）奄美群島社会資本総合整備事業に必要な経費
（項）離島農業生産基盤保全管理・整備事業費食料安定供給特別会計へ繰入
　（大事項）農業生産基盤保全管理・整備事業の財源の食料安定供給特別会計
国営土地改良事業勘定へ繰入れに必要な経費
（項）離島治山事業費国有林野事業特別会計へ繰入
　（大事項）治山事業の財源の国有林野事業特別会計へ繰入れに必要な経費

一般会計－-

- 

0064 奄美振興事業

- - - 

- - ▲124 

19,967 19,644 国土政策局 離島等の振興を図る

- 

奄美振興事業を構成する各種の公共事業について
は、各所管において事業の重点化など必要な見直し
を行うこととするが、奄美群島振興計画に基づく事業
については引き続き国土交通省に一括計上する仕組
みとして、奄美群島に係る公共事業の総合性の確
保、計画的かつ効率的な事業執行を図る。

国土政策局

39- 17,109 

- 

16,315 - 

- 

（項）離島振興事業費
　（大事項）奄美群島社会資本総合整備事業に必要な
経費

東日本大震災
復興特別会計

39 離島等の振興を図る- －現状通り0065 奄美振興事業（東日本大震災関連）

214 0 0

124
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0070 土地分類調査 90 90 88 一部改善
利用者ニーズの検証を継続し、事業の成果がどの程
度活用されるかに着目し、改善を図る。

81 79 ▲2 - 執行等改善 引き続き利用者ニーズの検証を行う。 国土政策局 34 地籍の整備等の国土調査を推進する 一般会計
（項）国土調査費
　（大事項）国土調査に必要な経費

0071 水系調査 15 15 12 廃止
他部局が整備・提供してる情報で代替不可能かどう
かを検証し、代替不可能でない場合には、事業を廃止
する。

14 - ▲14 ▲14 廃止 － 国土政策局 34 地籍の整備等の国土調査を推進する 一般会計
（項）国土調査費
　（大事項）国土調査に必要な経費

0072 水基本調査 4 4 4 一部改善

広くインターネット等で情報提供をしている。全国で毎
年数百箇所の深井戸が新たに掘削されており、我が
国唯一のデータベースである全国地下水資料台帳
に、これらの新たな情報の追加を継続していく必要は
あるが、利用者ニーズを踏まえたデータに重点化を図
る。

4 18 14 - 執行等改善

利用者ニーズを踏まえ、新たに各種地下水利用計
画策定や地盤沈下対策等に資する基礎資料とし
て、地下水の流れを地図上に表すための調査・検
討に必要な予算を要求する。
利用者ニーズの検証についても、引き続き行う。

国土政策局 34 地籍の整備等の国土調査を推進する 一般会計
（項）国土調査費
　（大事項）国土調査に必要な経費

0073 国土形成計画等の主要戦略の具体化 66 66 58 廃止
平成25年度には国土形成計画の決定から5年を経過
することを踏まえ、事業を廃止した上で、計画の実現
を確実なものとするための取組への見直しを行う。

56 - ▲56 ▲56 廃止

本事業については平成24年度で終了し、調査成果
の活用に努め、平成25年度以降は国土形成計画の
実現を確実なものとするための取り組みを推進す
る。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

76 76 68 - - - - 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興国土形成推進
費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
総合的な国土形成の推進に必要な経費

- - - 40 40 - - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0075 多様な主体の理解の促進 11 11 7 一部改善

内容に見合った安価な会場を借りるなどの経費の削
減がなされている。
アンケート等による効果検証の結果を活用して、引き
続き、より広く、よりわかりやすい情報提供を図る。

11 9 ▲2 ▲2 縮減

より広く、わかりやすい情報提供に向けて、アン
ケート結果の活用やテーマの選定など、多数かつ
多様な参加者の確保につながるフォーラム・研究
会の開催に努める。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0076 国土形成計画等の進捗管理 96 96 71 一部改善

広域地方計画の進捗管理とのデータの融通等を通じ
て、引き続き予算執行の効率化を図るとともに、契約
方法の見直し後の予算執行状況を踏まえ、予算要求
を見直す。

90 83 ▲7 ▲4 縮減

　調査項目の重点化や広域地方計画の進捗管理と
のデータの融通、継続事業の統合等によりコスト
の縮減を図るとともに、予算執行状況を踏まえ予
算を4百万円減額して要求することとした。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

競争性の高い契約方式の導入等による事業実施の
効率化については、現在の取組を継続する。

調査項目の重点化や既存のデータの活用を図る等
により予算の効率的な執行に努めるとともに 契

（項）国土形成推進費

災害に強い国土の形成の緊急性に鑑み、検討内容の
優先順位を厳に精査し、重点化を図るとともに、検討
結果に基づく施策の速やかな実現を図る。

執行等改善
調査項目について、優先度の高いものへの重点化
を図るとともに、より具体的なアウトプットが得
られるように努める。

0074
災害に強い国土構造への再構築に関する検討
（東日本大震災関連）

総合的な国土形成を推進する一部改善 国土政策局 37

0077 国土形成計画等の基礎的・長期的検討 157 157 142 一部改善
効率化に いては、現在の取組を継続する。
国土をめぐる状況の長期展望を行うに当たって真に
必要な調査が実施できるよう、引き続き事業実施内容
の精査を行う。

120 123 3 - 執行等改善
により予算の効率的な執行に努めるとともに、契
約方法の見直し等により更なる競争性の向上に努
める。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0078 国土形成計画等に係る学官連携の推進 43 43 31 一部改善 引き続き研究内容について精査し、重点化を図る。 33 29 ▲4 - 執行等改善 引き続き研究テーマについて精査する。 国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

184 184 168 88 - ▲88 ▲88 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興国土形成推進
費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る総
合的な国土形成の推進に必要な経費
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

- - - 62 51 ▲11 ▲11 
東日本大震災
復興特別会計

（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0080 国土数値情報の仕様設計等 85 85 79 一部改善

引き続きデータ整備項目について、国土計画の策定・
推進に資するなど優先度、緊急度の高いデータへの
重点化を図り、その内容を具体的に明らかにしてい
く。

66 61 ▲5 - 執行等改善
国土計画・地方振興等における諸課題を踏まえ、
国土政策上緊急性の高い情報に対象を重点化す
る。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0081 国土数値情報の整備及び更新 211 211 197 一部改善

予算の執行率については大幅な改善が確認される。
今後も、必要な予算額の精査を継続する。
データ整備項目・内容の選定について、引き続き政策
的な優先度や緊急度を勘案した重点化を図る。

213 169 ▲44 - 執行等改善

引き続き可能な限り効率化を図りつつコスト削減
につとめた上で所要額を計上する。
データ整備項目・内容については、政策上の必要
性を勘案し、喫緊の課題に対応したデータに絞
り、そのデータを国民に提供していく。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0082 国土利用の分析に資する土地利用情報整備等 145 145 104 廃止 予定通り廃止されている。 - - - - - 平成23年度に予定通り廃止した。 国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

縮減

　東北圏広域地方計画については、23年度補正予
算、24年度予算で実施した調査成果等を踏まえ今
年度中に見直しを行うこととしており、本事業に
おける調査成果が速やかに反映されるものであ
る。また、東北圏以外の広域地方計画について
は、23年度補正予算、24年度予算により総点検を
実施し、本年9月末～年内中に各圏域ごとに点検結
果を公表する予定にしており、その点検結果を踏
まえ、各圏域毎に災害に強い地域づくりに向けた
具体的な取組を進めていくこととしている。
　なお、東北圏広域地方計画については、政策効
果の大きい広域連携プロジェクトの実現につなが
る調査項目に重点化することで、効果的かつ効率
的な予算執行を図ることとし、東北圏を除く広域
地方計画の総点検業務は24年度内に全て完成させ
ることとしていることから24年度限りとし、予算
を99百万円減額し要求することとした。

抜本的改善0079 防災国土づくりの推進（東日本大震災関連）
災害に強い国土の形成の緊急性に鑑み、調査成果を
実際のプロジェクトに速やかに反映させるなど、効果
的な施策として効率的に執行できるよう努める。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0083
国土数値情報等を利用・管理するシステムの
拡充

49 49 38 一部改善
引き続き、登録するデータをニーズの高い最新のもの
に重点化するとともに、システム改良は必要最小限と
なるよう内容を精査する。

46 42 ▲4 ▲3 縮減
引き続き、登録するデータをニーズの高い最新の
ものに重点化するとともに、システム改良は内容
を精査し、必要最小限とする。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0084 首都機能の移転に関する調査等 29 29 29 一部改善

引き続き最小限必要な事業規模とするべく重点化を
図るとともに、東日本大震災を受けた首都機能のバッ
クアップの議論等にも資することができるよう、必要な
調査を効率的に実施する。

14 13 ▲1 ▲2 縮減
少ない予算で十分な政策効果を得るよう、調査項
目の重点化を図る等により予算を減額して要求す
ることとした。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0085 国の行政機関等の移転施策に関する調査 9 9 9 廃止
国の行政機関等の移転の促進に関しては、既に長年
にわたって調査を継続しており、廃止する。

9 - ▲9 ▲9 廃止 － 国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0086 広域地方政策の推進 107 107 91 抜本的改善

総合情報サイト構築費については、ページビュー数な
どの活用度を補足するなど、客観的な成果検証を実
施すべき。
その他の内容については、広域地方計画等の実現の
ため真に必要な項目となっているかを検証し、重点化
を図る。

62 23 ▲39 ▲37 縮減

　総合情報サイト構築費については、各地域が地
域づくりを進めるうえで真に必要となる情報コン
テンツを整理し、情報共有システムとしての活用
度等の向上を図り、客観的な成果検証を行う。ま
た、その他の事業についても東アジアとの連携推
進など地域のニーズが高い項目に重点化し、少な
い予算で十分な政策効果を得るよう予算を37百万
円減額して要求することとした。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0087 むつ小川原開発推進調査 7 7 7 一部改善
東日本大震災を踏まえた議論に資することができるよ
う、引き続き内容の重点化を図る。

6 6 - - 執行等改善

引き続き真に必要な政策課題に重点化（東日本大
震災以降、再生可能エネルギーの利用拡大、低炭
素社会への移行に向けた高まりが見られることか
ら、むつ小川原地域・同開発地区における、国内
の環境、エネルギー等に係る研究開発施設の立地
可能性等）を図る。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0088 経済協力開発機構等拠出金 39 39 39 一部改善
引き続き、拠出金による成果が政策目的に合致する
よう調整を図るとともに、得られた成果の有効活用を
図る。

36 34 ▲2 - 執行等改善

２５年度概算要求に当たっては、拠出金による事
業が、当局の政策目的に合致するよう、拠出先と
の密接な連絡及び報告確認を行うことによって、
より一層の調整を図るとともに、関係する国際会
議等に積極的に参加すること等を通じて、加盟国
の国土政策担当者との連携を強化するとともに加
盟国の国土政策に係る知見を深め、政策立案能力
の向上や国際協力に向けた有効活用を図る。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0089 国土政策に関する国際調査 31 31 24 一部改善
調査テーマの選定について、国土政策の企画、立案
に必要不可欠なものに重点化を図る等、予算の効果
的な執行の観点から不断の見直しを行う。

29 23 ▲6 - 執行等改善

２５年度概算要求に当たっては、世界の経済社会
情勢の変化動向を踏まえて、調査内容の重点化を
図ること等により、予算の効果的な執行になるよ
う努める。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0090 地域づくり・人づくり推進 123 123 95 抜本的改善
成果目標の達成状況を踏まえて、より効果的な事業
手法や政策手段がないかを検討し、より実効性のあ
る仕組みへと見直しを図る。

107 96 ▲11 ▲11 縮減

「新しい公共」の担い手による地域づくり活動環
境の整備に関する制度的枠組みの検討に重点化し
て調査を進めているところであるが、地域金融機
関等と中間支援組織の連携強化に向けた制度的枠
組みの調査検討等、地域内の資金循環を支える仕
組みの構築へと、より一層の重点化を図る。

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要
な経費

0091
地域づくりコーディネート支援（東日本大震
災関連）

198 198 82 廃止
被災地において低下している行政サービスの機能の
回復に合わせ、実施計画に従って、本事業を廃止す
る。

- - - - - － 国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興国土形成推進
費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
総合的な国土形成の推進に必要な経費

0092
地理空間情報の活用の推進に係る総合的課題
に関する検討

71 71 71 一部改善

平成24年3月27日に閣議決定された新たな地理空間
情報活用推進基本計画に基づき、国が実施すべき必
要性に留意しつつ、民間事業者や自治体から提起さ
れる新らたな政策課題への新規事業について、引き
続き真に有為なもの、緊急性の高いものを精査し重
点化を図る。
過年度の成果を利用して、より少ない予算で十分な政
策効果の実現を図る。

69 70 1 - 執行等改善

自治体等から提起されている課題と、過年度に
行った調査の結果を精査して、地理空間情報の統
合・集約や、個人情報の取扱に関する課題など自
治体等が真に必要とする項目に重点化を図る。

国土政策局 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計
（項）地理空間情報整備・活用推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用の推
進に必要な経費

0093 位置参照情報の整備 50 50 39 一部改善

データを適宜インターネットで提供するなど、引き続き
ユーザの利便性の向上を図る。一般競争入札が導入
済みであり、効率的に執行されているが、引き続きコ
スト縮減に向けた取組を継続。

48 43 ▲5 ▲5 縮減
民間事業者による最新の見積もりを踏まえ、引き
続きコストを縮減する。

国土政策局 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計
（項）地理空間情報整備・活用推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用の推
進に必要な経費

0094 GISポータルサイトの運用等 50 50 40 一部改善

引き続き、ユーザの利便性を高めることを目的にポー
タルサイトを運用していく。一般競争入札が導入済み
であり、効率的に執行されているが、引き続きコスト縮
減に向けた取組を継続。

45 41 ▲4 ▲5 縮減
民間事業者による最新の見積もりを踏まえ、引き
続きコストを縮減する。

国土政策局 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計
（項）地理空間情報整備・活用推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用の推
進に必要な経費

0095
産学官連携による地理空間情報高度活用の推
進

100 100 100 一部改善

産学官の連携を密にすることにより、効果の高い事業
に重点化が図られている。
定型的な業務については、調査の質を確保しつつ、
引き続き競争性の高い契約方式を導入することによ
り、より少ない予算で十分な政策効果を得るよう見直
しを図る。

85 84 ▲1 - 執行等改善
引き続き定型的な業務については、競争性の高い
契約方式を導入する。

国土政策局 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計
（項）地理空間情報整備・活用推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用の推
進に必要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0096 離島地域の振興に必要な経費 50 50 49 抜本的改善

離島振興法の改正の趣旨を踏まえつつ、国が調査を
実施する必要性を厳格に精査した上で、官民連携の
推進など新たな担い手による自発的、戦略的な取組
を促すなど、引き続き地域ポテンシャルを引き出す効
果の高い調査に重点化を図る。交流事業（アイラン
ダー）や専門展示会（フーデックス）については、各年
度の目標を明確に設定するなど、実効性の確保を図
る。

53 54 1 ▲17 縮減

離島振興法の改正の趣旨を踏まえつつ、国が調査
を実施する必要性を厳格に精査し、一定の成果を
得た「離島の活力再生支援事業」及び「専門展示
会（フーデックス）出展支援」を廃止するなど
し、地域ポテンシャルを引き出す効果の高い調査
に重点化を図った。

国土政策局 39 離島等の振興を図る 一般会計
（項）離島振興費
　（大事項）離島振興に必要な経費

0097
離島振興特別事業に必要な経費（離島振興特
別事業費補助金）

198 231 200 廃止
離島振興法の改正の趣旨を踏まえ、事業を廃止した
上で、政策目的に照らして真に必要な、より実効性の
ある仕組みへの見直しを行う。

178 - ▲178 ▲178 廃止 － 国土政策局 39 離島等の振興を図る 一般会計
（項）離島振興費
　（大事項）離島振興に必要な経費

0098
離島振興特別事業に必要な経費（離島振興特
別事業費補助金）（東日本大震災関連）

100 100 4 廃止
事業実績が極めて少ないことに鑑み、予算の効率的
な執行の観点から、事業を廃止することが適当。

- - - - - － 国土政策局 39 離島等の振興を図る 一般会計
（項）東日本大震災復旧・復興離島振興費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
離島振興に必要な経費

0099 奄美群島の振興開発調査に要する経費 27 27 27 一部改善

成果目標の達成に向けて、成果指標が順調に推移し
ており、現在の取組を継続していく。
事業の実施に当たっては、引き続き、より少ない予算
で十分な政策効果を得るよう見直しを図る。

26 21 ▲5 ▲5 縮減
事業内容を見直し、コスト縮減を行い、より少な
い予算で奄美群島の自立的発展につながる事業を
推進する。

国土政策局 39 離島等の振興を図る 一般会計
（項）離島振興費
　（大事項）奄美群島の振興開発に必要な経
費

0100
奄美群島の振興開発に要する経費（奄美群島
振興開発調査費等補助金）

83 83 83 抜本的改善

引き続き、国が支援を行う必要性及び本制度による
支援を行う必要性を厳格に精査した上で、奄美群島
地域の主体的・自立的な取組につなげる政策目的に
照らして真に必要なもの、効果の高いものから採択さ
れるよう、採択基準における優先順位の明確化を図
るとともに、事業の重点化を図る。

91 201 110 - 執行等改善

本事業では、これまで個々の市町村で行う取組を
中心に支援してきたが、今後は、より群島一体と
なった主体的・自立的な発展に繋がる取組を中心
に支援する。
具体的には、群島全体の自立的発展への効果が高
い分野（農業、観光、情報通信等）に関し、群島
12市町村が共同で実施する場合に重点化するな
ど、支援対象の選択と集中を図ることとする。ま
た、支援する取組の効果を事前に明確化するとと
もに、その事後評価を行うことにより、本事業の
奄美群島振興開発への成果を検証する。

国土政策局 39 離島等の振興を図る 一般会計
（項）離島振興費
　（大事項）奄美群島の振興開発に必要な経
費

0101
奄美群島産業振興等に必要な経費（奄美群島
産業振興等補助金）

304 314 310 一部改善

国が支援を行う必要性、本制度による支援を行う必要
性及び政策目的に照らして効果の高いものから採択
されるよう重点化する観点から、雇用創出と災害対策
の観点から効果の高い事業への重点化が図られてい
る。
引き続き政策目的に照らして真に必要なもの、効果の
高いものから採択されるよう、事業の重点化を図る。

501 451 ▲50 - 執行等改善
政策目的に照らして事業効果の把握を厳格に行
い、より一層、雇用創出と災害対策の観点から事
業効果の高い事業に重点化する。

国土政策局 39 離島等の振興を図る 一般会計
（項）離島振興費
　（大事項）奄美群島の振興開発に必要な経
費

0102 小笠原諸島の調査に要する経費 21 21 21 一部改善
調査を国が直接行う必要性を十分検討しつつ、政策
目的に照らして真に必要なもの、緊急性の高いものへ
の重点化を図る

15 15 - ▲1 縮減

「小笠原諸島振興開発特別措置法」は平成26年３
月に期限を迎えるため、新たな「小笠原諸島振興
開発基本方針」の策定に向けた調査に重点化し、

国土政策局 39 離島等の振興を図る 一般会計
（項）離島振興費
　（大事項）小笠原諸島の振興開発に必要な
経費の重点化を図る。

事業費の縮減を図った。
経費

0103
小笠原諸島の振興開発に要する経費（小笠原
諸島振興開発費補助金）

118 118 118 一部改善
引き続き、国が支援を行う必要性を厳格に精査した上
で、事業内容について不断の見直しを図る。

111 130 19 ▲5 縮減
本土から1,000㎞離れた小笠原諸島島民の安心・安
全のため、医療環境整備の支援に対して重点化し
た。

国土政策局 39 離島等の振興を図る 一般会計
（項）離島振興費
　（大事項）小笠原諸島の振興開発に必要な
経費

0104
小笠原諸島振興開発事業に必要な経費（小笠
原諸島振興開発事業費補助）

1,240 1,111 1,066 一部改善
事業内容について、引き続き、政策目的に照らして真
に必要なもの、緊急性の高いものに重点化を図る。

862 951 89 ▲251 縮減

平成23年６月の世界自然遺産登録を踏まえて、世
界自然遺産としての価値の維持・増進を図るた
め、環境保全に関する事業（植生回復等）に重点
化した。

国土政策局 39 離島等の振興を図る 一般会計
（項）離島振興費
　（大事項）小笠原諸島の振興開発に必要な
経費

532 - - - - - - 一般会計
（項）東日本大震災復旧・復興離島振興費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る小
笠原諸島の振興開発に必要な経費

- - - 680 748 68 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）離島振興費
　（大事項）小笠原諸島の振興開発に必要な
経費

0106 奄美群島園芸振興に必要な経費 104 104 100 一部改善

平成24年度予算において施設整備費の縮減により重
点化が図られている。
引き続き、特殊な事情を有する奄美群島地域の基幹
産業である農業の振興を図る政策目的に照らして、
農作物の高付加価値化や農業所得拡大など事業効
果が高いものから採択されるよう、採択基準における
優先順位を明確化し、事業の重点化を図る。

73 90 17 - 執行等改善
付加価値の高い農作物や農業所得の拡大に繋がる
事業に重点化する。

国土政策局 39 離島等の振興を図る 一般会計
（項）奄美群島園芸振興費
　（大事項）奄美群島園芸振興に必要な経費

0107
用地取得の円滑・迅速化と用地補償の適正化
に関する検討経費

17 17 13 一部改善
公共事業の効果の早期発現を図るため、引き続き
公共用地取得に関する効果的な運用上の工夫を考
察すること。

16 15 ▲1 - 執行等改善
公共用地の取得に関し、効果的な運用について検
討を行う。

土地・建設産業
局

30
社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的な
推進に必要な経費

0108 土地白書作成等経費 19 19 13 抜本的改善

土地月間を中心に土地政策の基本理念等に対する
国民の理解を深めるために行っている普及啓発事
業については、社会経済情勢の変化等を踏まえ、
効果を検証した上で廃止すべき。

17 19 2 ▲1 縮減

本事業における活動経費により実施していた土地
月間に係る普及啓発事業については廃止すること
とし、今後は、社会経済情勢の変化等を踏まえた
上、土地についての基本理念に関する国民の理解
を深めるよう適切な措置を講じていくこととす
る。

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

0105
小笠原諸島振興開発事業に必要な経費（小笠
原諸島振興開発事業費補助）（東日本大震災
関連）

国土政策局 39 離島等の振興を図る現状通り
小笠原諸島振興開発における津波対策施設整備の
重要性・緊急性に鑑み、事業の総合性を確保しつつ、
予算の速やかな執行を図る。

- －
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0109 土地取引の円滑化に関する経費 21 21 20 一部改善
東日本大震災の被災自治体のニーズに対応した取
組は評価する。被災自治体以外の利用者のニーズ
も含め、情報内容を引き続き精査すること。

19 19 - - 執行等改善
提供する情報内容について、被災自治体以外の
ニーズも踏まえつつ、土地取引の実態把握に資す
るものか精査を行う。

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

0110 都道府県地価調査等経費 7 7 7 一部改善
前回の指摘を踏まえデータ集計の一部内製化を
図ったことは評価する。引き続き業務の内製化を
検討すること。

6 6 - - 執行等改善
データ集計等に係る定型的業務の内容を見直し経
費削減を行う。

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

0111 土地基本調査経費 74 74 69 一部改善

基幹統計としての土地基本調査結果の精度（回収
率・有効回答率等）を上げるため、国と地方の役
割分担を見直すなどにより、効率的・効果的に調
査を実施すること。

146 758 612 - 執行等改善

土地基本調査結果の精度（回収率・有効回答率
等）を上げるため、国と地方の役割分担を見直す
などにより、効率的・効果的な調査の実施につい
て検証した。その結果、会社法人については国の
方が回収率が高かったことなどを踏まえ、国と都
道府県との役割分担の見直しを行い、会社法人は
国、会社以外の法人は都道府県の担当とし、回収
率の向上や結果精度の向上を図る。

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

0112 土地関連統計調査経費 35 35 35 一部改善

発注方法の見直し等によるコスト削減は評価する。統
計調査の内容について、土地政策の企画・立案を行う
際に有効な基礎資料となっているのかについて点検
し、必要な見直しを行うべき。

35 35 - - 執行等改善

統計調査の内容について、土地政策の企画・立案
を行う際に有効な基礎資料となっているのかにつ
いて点検、見直しを行い、土地基本調査の結果と
の接続や整合を図り、ストック（構造）とフロー
（動態）が一体的に把握できるようにするなど、
より有効な調査となるよう改善する。

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

355 355 349 309 649 340 - 
要求額のうち重点要求340百
万円

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

- - - (10) (10) (-) - 
平成24年度以降は復興庁で
予算計上

復興庁参事官
（予算会計担

当）
- -

東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
　（大事項）不動産市場の環境整備等の推進に必要な
経費

0114
マクロ経済政策と連携した土地政策推進のた
めの不動産動向指標等の構築

55 55 51 一部改善
不動産動向指標については、利用者のニーズを十
分確認した上で、情報提供内容の精査を行い作成
すること。

62 102 40 - 執行等改善

不動産価格の動向指標については、平成24年度に
試験運用を開始した後、指数を公表するホーム
ページでユーザーの意見を受け付ける等により、
情報提供内容の精査を図る。

要求額のうち重点要求60百
万円

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

一部改善

引き続きアンケート調査票の回収率向上に取り組むと
ともに、提供する情報の内容について、ユーザーの
ニーズの高い事項等に絞り込むなど、必要な見直しを
行うこと。

執行等改善

・アンケート調査票の回収率向上に向けて、制度
の周知を目的とした取引価格情報提供制度に係る
資料配布業務、疑義照会・問い合わせ対応等を行
うコールセンターの設置、電子回答の導入による
回答方法の多様化・簡素化等に取り組む。
・被災県への聞き取りにより把握された被災地の
復興に向けて求められる情報等のニーズを踏ま
え、アンケート項目の見直しを行う。

0113 取引価格等土地情報の整備・提供推進経費

0115
土地市場の変化を踏まえた土地政策実現のた
めの経費

56 56 53 一部改善
本事業で実施している調査が国民にとって役立つ情
報となっているのかについて点検し、必要な見直しを
行うべき。

36 41 5 - 執行等改善
過年度調査の活用実績等を踏まえた調査内容の精
査を行うとともに、情報提供方法についても記載
内容の平易化を行う等の改善を行う。

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

0116
土地の有効利用に向けた土壌汚染関連情報の
整備・提供経費

10 10 8 廃止
土地の有効利用に向けた土壌汚染関連情報の整
備・提供経費については、データベースの更新等
の維持管理業務を内製化したことに伴い廃止。

- - - - -

土地の有効利用に向けた土壌汚染関連情報の整
備・提供経費については、データベースの更新等
の維持管理業務を内製化したことに伴い廃止し
た。

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

0117 地価公示 3,746 3,746 3,741 抜本的改善
他の土地評価制度との関係を整理した上で、標準
地の地点数の絞り込みを行い、より効率的に事業
を執行すべき。

3,741 3,363 ▲378 ▲378 縮減
現行26,000地点から10％以上の削減を行う。更
に、外部有識者による委員会を設置し、制度面の
あり方まで含めた抜本的な検討を行う。

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

0118 主要都市における高度利用地の地価分析調査 83 83 83 一部改善
引き続き、情報の提供内容や調査対象地区等の見直
しを行い、より効率的・効果的に事業を執行すべき。

83 83 - - 執行等改善
情報の提供内容の拡充を図る。また、調査対象地
区を見直して東日本大震災の被災県を中心に７地
区を再配置し、地価動向の的確な把握に努める。

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

0119 鑑定評価制度の充実のための検討経費 4 4 4 廃止
土地を取り巻く諸情勢の変化に伴って生じる様々
な制度的課題の検討の中で一体的に検討すること
が効果的であるため、廃止。

9 - ▲9 ▲5 廃止

本事業は廃止し、鑑定評価制度の課題等の検討
は、土地を取り巻く諸情勢の変化に伴って生じる
様々な制度的課題の検討の中で一体的に検討する
こととする。

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

0120
鑑定評価の適正性の確保のためのモニタリン
グ経費

10 10 9 現状通り
不動産鑑定評価法及び不動産鑑定評価基準に基づ
き、引き続き効果的なモニタリング、立入検査を
実施する。

9 8 ▲1 - -
引き続き効果的なモニタリング、立入検査を実施
する。

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

0121 不動産市場の整備の推進 49 49 39 廃止 事業目的を達成したため、廃止。 - - - - - -
土地・建設産業

局
31

不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整備等推進に
必要な経費

0122 建設業許可処理システム等の整備の推進 240 240 226 現状通り
建設業許可システム等を利用し、許認可の厳正か
つ迅速な審査及び効果的な指導監督を行う。

251 230 ▲21 - - -
土地・建設産業

局
32 建設市場の整備を推進する 一般会計

（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の推進に必要
な経費
（項）地方整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の推進に必要
な経費

0123 建設関連業の新たな役割と一層の活用の推進 14 14 12 現状通り
建設関連業者の登録・審査事務の効率化を図るた
め、建設関連業者登録システムを安定的に運用す
る。

14 14 - - 現状通り-
建設関連業者の登録・審査事務の効率化を図るた
め、建設関連業者登録システムを安定的に運用す
る。

土地・建設産業
局

32 建設市場の整備を推進する 一般会計
（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の推進に必要
な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0124 建設業における法令遵守の徹底 138 138 119 一部改善
前回の指摘を踏まえ、より効率的・効果的な仕組
みへ改善していることは評価する。業務発注方法
等についても必要な見直しを行うこと。

127 118 ▲9 - 執行等改善

　建設業取引適正化センター設置業務について
は、建設業に係るトラブル解決という業務の特性
上、企画競争とすることが適当であるが、これま
でも競争参加条件の緩和、公示情報のホームペー
ジ掲載などを行ってきている。今後も、参加者の
検討時間を十分に確保するための公示期間の延長
や、地方整備局等関係機関のホームページに公示
情報の掲載を依頼するなどの見直しを行い、競争
性担保のため十分な応札参加者を確保するよう努
める。

土地・建設産業
局

32 建設市場の整備を推進する 一般会計

（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の推進に必要
な経費
（項）地方整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の推進に必要
な経費

0125 入札・契約制度の適正化の推進 4 4 1 一部改善
業務の一部内製化について引き続き検討し、最小
限の外部委託とすべき。

5 5 - - 執行等改善

平成23年度において内製化したところ、各地方公
共団体等においては入力・回答作業が極めて煩雑
となり、初めて５自治体が未回答となるなど、調
査結果の継続性や信頼性にも支障が生じた。ま
た、国においても集計過程において、重複回答や
未回答等のエラーチェックが困難を極め、約1,900
調査対象機関の集計作業にも支障が生じ公表時期
が大幅に遅れたことから、こうした課題を含め内
製化については引き続き検討する。また平成２４
年度からはシステムの賃貸借及び保守を含めた必
要最小限の発注としている。

土地・建設産業
局

32 建設市場の整備を推進する 一般会計
（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の推進に必要
な経費

0126
成長戦略の担い手たる建設産業の育成と事業
転換の促進

216 216 204 一部改善
本事業を利用した建設企業等から事業成果等を確
実にフィードバックし、その結果を踏まえて、新
事業展開等をより効果的に促進すること。

171 209 38 - 執行等改善

本事業を利用した建設企業からの事業成果等の
フィードバックを行いつつ、本事業において協力
体制構築のための協定を締結した都道府県・金融
機関からの本事業に対する指摘等を含め、新事業
展開等をより効果的に促進する。

土地・建設産業
局

32 建設市場の整備を推進する 一般会計
（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の推進に必要
な経費

0127 建設業における労働・資材対策の推進 33 33 22 一部改善
一般競争入札の落札率が継続的に低い事業につい
ては、予算の見積額を検証すること。

53 98 45 - 縮減

一般競争入札の落札率が継続的に低い「建設資
材・労働力の需給安定化対策の推進」について、
過去に低価格で契約した業者から取得した見積額
を参考に予算額を算定し、縮減を図った。（H24：
13.68百万円→H25要求：13.27百万円（▲0.41百万
円））

土地・建設産業
局

32 建設市場の整備を推進する 一般会計

（項）国土交通統計調査費
　（大事項）国土交通統計に必要な経費
（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の推進に必要
な経費

0128 地籍調査 12,049 12,176 11,752 一部改善

前回の指摘を踏まえ、取引等の機会を捉えた効率
的・効果的な地籍整備の取組を実施していること
は評価する。これらの取組が確実に成果を上げる
ことが確認できるようなフォローアップの仕組み
を確立すべき。

11,727 11,649 ▲78 - 執行等改善

地籍調査以外の測量成果を活用した効率的・効果
的な地籍整備を進めるため、平成25年度には関係
省庁と連携を図りながら、民間測量の活用につい
てこれまで以上に成果を上げる仕組みを確立する
等、取引等の機会を捉えた地籍整備の成果を確実
に上げるよう取り組むとともに、その成果を所定
の手続きの下で地籍整備の進捗として毎年度把握
し、確認する。

土地・建設産業
局

34 地籍の整備等の国土調査を推進する 一般会計
（項）国土調査費（一般会計）
　（大事項）国土調査に必要な経費

0129 基準点測量等 474 474 452 一部改善

基準点の効率的・効果的な設置を図るため、地籍
調査の実施主体である市町村との調整を十分に行
い 通常の基準点より設置コストが低い補助基準

379 379 - - 執行等改善
市町村と調整を十分に行い、コストが低い補助基
準点を設置する等、可能な限り効率的・効果的な

土地・建設産業
局

34 地籍の整備等の国土調査を推進する 一般会計
（項）国土調査費

（大事項）国土調査に必要な経費い、通常の基準点より設置コストが低い補助基準
点の設置を促進すること。

基準点の設置につとめる。
局 （大事項）国土調査に必要な経費

0130 建設業における技能移転の推進 21 21 12 廃止 事業目的を達成したため、廃止。 - - - - - -
土地・建設産業

局
43 国際協力、連携等を推進する 一般会計

（項）国際協力費
　（大事項）国際協力に必要な経費

0131
復興円滑化のための土地の所有者情報調査の
支援（東日本大震災関連）

63 63 55 廃止 事業目的を達成したため、廃止。 - - - - -
本事業は平成23年度単年度事業であり、また事業
目的を達成したため、平成24年度以降については
廃止とする。

土地・建設産業
局

31
不動産市場の整備や適正な土地利用の
ための条件整備を推進する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興不動産市場整備
等推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る不
動産市場の環境整備等の推進に必要な経費

30 30 17 - - - - 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興建設市場整備推
進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る建
設市場の環境整備の推進に必要な経費

- - - 13 13 - - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の推進に必要
な経費

0133
被災地の解体工事の適切な実施（東日本大震
災関連）

50 50 10 廃止 事業目的を達成したため、廃止。 - - - - - -
土地・建設産業

局
32 建設市場の整備を推進する 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興建設市場整備推
進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る建
設市場の環境整備の推進に必要な経費

復旧・復興工事現場の状況変化を的確に把握し、現
場の状況を踏まえて効果的に調査を実施すべき。

執行等改善

復旧・復興工事現場の状況変化を的確に把握する
ため、今年度は定期的に実態調査を実施すること
とした。
また、建設工事の発注ロットの拡大の可能性や、
下請負契約を含めた施工形態に変化が生じること
が予想されるため、これらについても調査項目を
設定するなど、建設企業に対するアンケート内容
の一部見直しを行い、現場の状況把握をより適切
に行えるよう、取り組む。

土地・建設産業
局

32
復旧・復興工事における現場配置技術者の実
態調査・適正化等（東日本大震災関連）

一部改善0132 建設市場の整備を推進する
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
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平成２３年度
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平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

1,847 1,021 589 - - - - 一般会計

（項）国土調査費
　（大事項）国土調査に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興国土調査費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る国
土調査に必要な経費

- - - 1,771 2,913 1,142 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）国土調査費
　（大事項）国土調査に必要な経費

- - - (740) (583) (▲157) - 
平成24年度以降は復興庁で
予算計上

復興庁参事官
（予算会計担

当）
- -

東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
　（大事項）国土調査に必要な経費

0135 国営公園等事業 26,022 24,294 23,550 一部改善

○直轄事業
国営公園維持管理については、市場化テストの全
面導入など引き続き入札手続きの見直しや業務の
効率化により、開園面積の増加に伴う予算増加の
抑制を図る。
○補助事業
平成22年度より、地方公共団体向けの事業につい
ては、原則、社会資本整備総合交付金により地方
公共団体が実施すべき事業となった。また、平成
23年度からは都道府県事業の一部が地域自主戦略
交付金で措置されている。過年度設定国債の歳出
化分については、引き続き適正な執行を図る。地
方公共団体以外に対する事業については、東日本
大震災の教訓を踏まえた全国的な防災対策の促進
等政策課題を明確にし、重点化を図る。

23,323 22,169 ▲1,154 ▲227 縮減

○直轄事業
　国営公園維持管理について、市場化テストの全
面導入など引き続き入札手続きの見直しや業務の
効率化により、開園面積の増加に伴う予算増加を
抑制し、面積当たりの維持管理について、22年度
要求比で20%の縮減を図る。

○補助事業
　過年度設定国債の歳出化分について適正な執行
を図るとともに、地方公共団体以外に対する事業
については、地震災害時に避難地や防災活動拠点
として活用出来る防災公園の整備に限定。

要求額のうち特別重点要求
544百万円

都市局

7

8

11
40

良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史
的風土の再生等を推進する
良好な水環境・水辺空間の形成・水と
緑のネットワークの形成、適正な汚水
処理の確保、下水道資源の循環を推進
する
住宅・市街地の防災性を向上する
北海道総合開発を推進する

一般会計

(項)国営公園等事業費
 (大事項)良好で緑豊かな都市空間の形成等のための国
営公園等事業に必な経費
(項)都市水環境整備事業費
 (大事項)都市水環境整備事業等に必要な経費
(項)都市公園防災事業費
 (大事項)都市公園防災事業に必要な経費
(項)北海道開発事業費
 (大事項)良好で緑豊かな都市空間の形成等のための国
営公園等事業に必要な経費

0136 まちづくり関連事業 15,929 12,023 11,927 抜本的改善

・平成22年度より、地方公共団体向けの事業について
は、原則、社会資本整備総合交付金により地方公共
団体が実施すべき事業となった。また、平成23年度か
らは都道府県事業の一部が地域自主戦略交付金で
措置されている。
・地方公共団体以外の事業に対する支援について
は、引き続き適正な執行を図るとともに、東日本大震
災の教訓を踏まえた防災対策、国際競争力の強化等
に重点化するとともに、計画的な都市の低炭素化・都
市機能の集約化が促進される仕組みにしていく。
・「国際競争拠点都市整備事業」について、大規模災
害時の安全・都市機能維持、都市の低炭素化も考慮
の上、国際競争力の強化という成長戦略の実現に資
する事業に重点化する方向で必要な見直しを行うとと

14,115 21,006 6,891 - 執行等改善

・地方公共団体以外の事業に対する支援について
は、引き続き適正な執行を図るとともに、支援対
象の選択と集中の観点から防災対策、国際競争力
の強化等、優先度の高い事業に支援を重点化す
る。
 また、防災・省エネまちづくり緊急促進事業にお
いて集約都市開発事業を支援対象事業に追加し、
低炭素まちづくりに資する事業に対する支援を強
化することで、計画的な都市の低炭素化や都市機
能の集約化の促進を図る。
・「国際競争拠点都市整備事業」について、国際
競争力の強化を更に進めるため、物流コストの低
減による企業の国際競争力強化に資する事業とし
て物流拠点の整備・再整備等を推進するための新
たなメニューを創設し、重点的かつ集中的に支援
を行う。
 物流拠点の整備が適切と認められる地域における
大規模物流拠点等の整備・再整備等への支援によ
り 物流の効率化が図られることで 都市の低炭

要求額のうち特別重点要求
1,280百万円
重点要求5,584百万円

都市局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計

(項)都市再生・地域再生整備事業費
　(大事項)都市再生・地域再生整備事業に必要な経費
(項)都市・地域交通整備事業費
　(大事項)都市・地域交通整備事業に必要な経費

被災地の早期復興や津波想定地域等の防災力の向
上など、地域のニーズに合った効率的・効果的な
事業執行を図ること。

一部改善

被災地における土地境界の明確化を推進するた
め、復興庁と国土交通省で連携し、引続きニーズ
の把握に努めるとともに、国直轄の仕組みを利用
しながら、被災地の復興のために事業推進を図
る。
また、震災の教訓を踏まえ、全国の防災関連事業
と連携した地籍整備（国直轄の官民境界本調査
や、市町村等が行う地籍調査等）を推進する。

執行等改善

34 地籍の整備等の国土調査を推進する

0134
土地境界の明確化の推進（東日本大震災関
連）

土地・建設産業
局

する事業に重点化する方向で必要な見直しを行うとと
もに、事前／事後の事業効果の検証を徹底する。

り、物流の効率化が図られることで、都市の低炭
素化にも寄与する。また、このような拠点が大規
模災害時に果たすべき広域的な防災機能の整備等
についても支援を行う。加えて、認定された事業
等に対する支援とすることにより事前の評価の徹
底を図るほか、事後の事業検証を着実に実施す
る。

0137 都市防災関連事業 2,847 2,908 1,084 一部改善

特殊地下壕の全体像を把握した上で、計画的に対
応すべき。また、事業が進まない原因を検討し、
事業実施方法を工夫すべき。危険箇所の情報の開
示のあり方を検討すべき。

400 400 - - 執行等改善

・対策が必要な特殊地下壕の全体像を明らかにす
るとともに、平成２８年度までに人命に関わるも
のは埋め戻し事業を完了し、それ以外のものにつ
いては最低限の安全を確保するという観点で地方
公共団体に年次計画を策定させる。対策が必要な
特殊地下壕の全体像と、そのうち平成25年度に対
策を講ずるものを把握し概算要求に反映させ、年
度内には特殊地下壕の状況に応じた対策の年次計
画策定を完了する。
・人命に関わることから埋め戻しの対応を行うも
のと、入口の閉鎖等の措置で対応するものとに仕
分け、対応にメリハリをつけることを基本として
事業実施方策等の検討を行う。
・周辺住民の安全確保や事業促進の観点から特殊
地下壕の詳細位置等の情報公開、周辺小中学校、
自治会への周知など情報伝達を含めて情報開示の
方法を検討する。

都市局 11 住宅・市街地の防災性を向上する 一般会計

（項）河川等災害復旧事業費
　（大事項）河川等災害復旧事業に必要な経費
（項）河川等災害関連事業費
　（大事項）河川等災害関連事業に必要な経費

0138 都市等災害復旧事業（東日本大震災関連） 60,836 51,528 4,978 廃止

・国営公園災害復旧事業及び都市災害復旧事業
は、被害把握を安全側で見たこと、復興まちづく
り事業の一環で行うものにシフトしたこと等から
結果的に執行率は低くなったものの、東日本大震
災で被害を受けた都市施設等の復旧を行う事業で
あり、事業の目的も明確であり復旧後の施設につ
いても十分に活用されており、事業目的、資金の
流れ、活動実施状況等についていずれも特段の問
題はない。
・復旧事業についても当然過大な積算にならない
ようにする一方で、事業の性格上不足が生じるこ
ともないように、被災公共団体の状況にも配慮し
つつ、今後とも被害状況の正確な把握に努めるも
のとする。

- - - - - － 都市局 - - 一般会計

（項）河川等災害復旧事業費
　（大事項）河川等災害復旧事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興河川等災害復旧事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興河川等災害復旧事業
に必要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

10,654 10,654 5,442 12,315 - 都市局
社会資本整備
事業特別会計

業務勘定

(項)都市開発資金貸付金
　(大事項)都市開発資金貸付けに必要な経費

- - - - - 一般会計
(項)都市再生・地域再生整備事業費
　(大事項)都市再生・地域再生整備事業に必要な経費

0140 大都市圏政策の推進 99 99 87 廃止 平成２４年度予算で既に廃止されている。 - - - - - － 都市局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要な経費

0141 近郊緑地における管理活動推進 12 12 12 廃止 平成２４年度予算で既に廃止されている。 - - - - - － 都市局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推進に必要な経費

0142 明日香村歴史的風土創造的活用事業交付金 150 150 150 一部改善

 引き続き村が主体的に取り組もうとしている目標
の達成のための事業・評価の把握をより厳格に行
うことにより、重点的・効果的な事業の執行を図
る。

150 150 - - 執行等改善

明日香村における歴史的風土の創造的活用の推進
の観点から、事業効果の把握・評価を厳格に行う
ことにより、重点的・効果的な事業の執行を図
る。

都市局 7
良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史
的風土の再生等を推進する

一般会計
(項)緑地環境対策費
 (大事項)緑地環境の保全等の対策に必要な経費

0143 都市局地球環境問題等総合調査等経費 26 26 25 一部改善

 ・国連気候変動枠組条約における我が国の国益に
資する観点から、国連報告資料の作成に直接役立
つ算定方法の精度の向上及び報告対象の拡充につ
ながる検討に重点化を図るとともに、東日本大震
災後のエネルギー需給の課題も踏まえ、平成２５
年度で確実に成果をまとめるものとする。
・企画競争による発注は適切である。引き続き不
断の改善検討を行う。

21 26 5 - 執行等改善

国連報告資料の作成及び国連審査に役立つ温室効
果ガス吸収量の算定方法の精度の向上を実施す
る。また、東日本大震災後のエネルギー需給の課
題も踏まえ、報告対象の拡充につながる検討とし
て、都市公園以外の土壌係数の検討等を重点的に
実施する。また、企画競争においては、引き続
き、競争性・透明性等を高める取組を実施してい
く。

都市局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計
(項)地球温暖化防止等対策費
 (大事項)地球温暖化防止等の環境の保全に必要な経費

0144 先導的都市環境形成促進事業 476 673 623 抜本的改善

・先導的都市環境形成事業費補助金については、
低炭素まちづくりを推進するという政策目的に照
らして先導性の高い事業が採択されるよう、戦略
的な目標や優先順位を採択基準として具体的に設
定して、重点化を図る。社会実験・実証実験等実
施支援は廃止し、モデル事業の補助対象となる先
導プロジェクトは、低炭素まちづくり計画を策定
している地方公共団体における事業に絞り、その
成果等を受けて他地域がそれに誘導されるよう調
査を構成すべき。特に、コンパクトシティ化につ
ながるプロジェクトを支援する方向で見直しを行
うべきである。
・調査費の執行については企画競争により発注さ
れており、適切である。調査内容については、低
炭素まちづくり計画の策定に直接活用できるもの
に重点化すべきである

773 1,693 920 - 執行等改善

・先導的都市環境形成促進事業費補助金に関して
は、外部の有識者からなる会議において事業実施
地区の検討等を行い、先導性、必要性について確
認した上で配分を実施し、事業の重点化を図って
きたところ。さらに今回の所見を踏まえ、支援対
象の選択と集中の観点から、社会実験・実証実験
等支援は廃止、モデル事業支援対象となる先導的
プロジェクトについては低炭素まちづくり計画
等、低炭素まちづくりや集約型都市構造の実現の
ための計画に基づく事業に絞り込むとともに、省
エネルギー効果の確認などを事業認定の際の要件
とすることにより、補助事業の重点化を図る。
　これに加え、新たなモデル事業支援において、
コンパクトシティの形成を促進する先導的な取組
を重点的に支援する方向で制度要求等を行う。
・直轄調査については、モデル事業支援の実施結
果を踏まえつつ、未利用・再生可能エネルギー利
用の普及・啓発に向けたガイドラインを作成する

要求額のうち特別重点要求
800百万円

都市局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計

(項)地球温暖化防止等対策費
　(大事項)地球温暖化防止等の環境の保全に必要な経
費

執行等改善

・提出されている特別会計法の改正案が成立した
場合には、貸付事業については一般会計に計上す
る。
・貸付対象事業の緊急度、優先度を踏まえた精査
を厳格に行い、防災、国際競争力強化等に必要な
貸付業務を行う。

▲12,315 - 0139 都市開発資金貸付事業 25 都市再生・地域再生を推進する一部改善

・社会資本整備特別会計を原則として一般会計に
統合する特別会計法の改正案が提出されており、
成立した場合には貸付事業については一般会計に
計上する。
・都市開発資金の貸付に関しては、緊急度、優先
度を踏まえた精査を厳格に行い、防災、国際競争
力強化等に必要な貸付業務を行うものとする。

に重点化すべきである。 用の普及・啓発に向けたガイドラインを作成する
など、低炭素まちづくり計画策定への技術面から
の支援につながるものを実施する。

0145 都市局市街地防災推進費 54 54 53 廃止

・一旦廃止し、東日本大震災の被災状況の教訓を
踏まえた安全・安心なまちづくり方策の検討を早
急に行うべきである。具体的には、過年度の成果
も踏まえ、津波防災、液状化対策、造成宅地の滑
動崩落等の課題に対応する。
・企画競争による発注は適切である。引き続き不
断の改善検討を行う。

53 - ▲53 ▲53 廃止

一旦廃止し、東日本大震災の教訓を踏まえ、地方
公共団体における事前復興まちづくり計画の策定
やまちづくりを通じた津波被害軽減策の実施に資
することを目的に、減災まちづくりに関する推進
方策検討調査を実施する。
  また、今後発生が予想される大地震に対する宅
地の安全性や、降雨等によって発生する土砂災害
も含めた総合的な宅地の安全性を確保することを
目的に、総合的な宅地の安全性評価に関する検討
調査を実施する。

都市局 11 住宅・市街地の防災性を向上する 一般会計
（項）住宅・市街地防災対策費
　（大事項）住宅・市街地の防災性の向上に必要な経
費

0146 都市局景観形成推進費 8 8 8 廃止  平成２４年度予算で既に廃止されている。 - - - - - － 都市局 21
景観に優れた国土・観光地づくりを推
進する

一般会計
(項)景観形成推進費
 (大事項)景観に優れた国土・観光地づくりの推進に必
要な経費

0147 景観・歴史的環境形成総合支援事業 156 458 450 廃止

・当該事業については、２４年度予算において既
に廃止されている。
・平成２３年度レビュー結果を踏まえ、地方の主
体的取組を支援する方策として、歴史的風致維持
向上推進等調査（事業番号１０１５）を創設し
た。

- - - - - － 都市局 21
景観に優れた国土・観光地づくりを推
進する

一般会計
(項)景観形成推進費
 (大事項)景観に優れた国土・観光地づくりの推進に必
要な経費

0148 地域活性化推進経費 19 19 18 抜本的改善

・地域活性化による都市・地域づくりについて、
国が調査を実施する必要性を厳格に精査した上
で、低炭素まちづくり・コンパクトシティ化の過
程で、官民連携の推進など新たな担い手による自
発的、戦略的な取組を促すなど、地域ポテンシャ
ルを引き出し、生活環境を維持する効果の高い調
査に重点化を図る。
・過年度の成果を踏まえた調査については、平成
２５年度までに確実に成果をまとめるべきであ
る。
・企画競争による発注は適切である。引き続き不
断の改善検討を行う。

57 46 ▲11 ▲11 縮減

国が調査を行う必要性を精査し、地域ポテンシャ
ルを引き出す効果の高い調査に重点化を図ったう
えで、国としての支援方策、推進方策を検討する
ための調査を行う。また、企画競争においては、
引き続き、競争性・透明性等を高める取組を実施
していく。

都市局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計
（項）都市・地域づくり推進費
　（大事項）都市・地域づくりの推進に必要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0149 国際機関等拠出金 37 37 37 一部改善

引き続き、OECDが国際的な観点から行う都市問題
に関する調査において、国際競争力の強化、地球
温暖化対策、高齢化、防災など我が国が直面する
課題について効果的なテーマが優先的に取り上げ
られるよう、調査研究内容の重点化を図る。

34 33 ▲1 - 執行等改善

我が国が要請するＯＥＣＤの調査内容について、
日本再生戦略に明記された持続可能な地域社会、
高齢化、集約化まちづくりなどの我が国が直面す
る課題への重点化を図った。

都市局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計
（項）都市・地域づくり推進費
　（大事項）都市・地域づくりの推進に必要な経費

0150 防災のための集団移転促進事業に必要な経費 44 44 0 一部改善

・東日本大震災の被災地における復興関連事業以
外については、東海地震、南海トラフ地震等が想
定される地域での津波防災地域づくりのための活
用を念頭に置きつつも当初予算計上については当
面現状通りとし、災害の発生等により具体的な支
出が必要となった場合には、随時適切に対応すべ
きである。
・特に事前防災に活用するに当たっては、社会
的・経済的コストに見合う事業効果があるか、よ
り効率的な防災対策がないか十分に検証される仕
組みとすべきである。

44 44 - - 執行等改善

東海地震、南海トラフ地震等が想定される地域の
地方自治体において、事業の実施を検討している
が、まだ、具体的な事業の実施についての相談等
は無い状況であり、引き続き地方自治体と意見交
換等を行い、改善点等について検討を進める.

都市局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計
（項）都市・地域づくり推進費
　（大事項）都市・地域づくりの推進に必要な経費

0151
まちづくり計画策定担い手支援経費
（民間都市再生推進事業費補助金）

154 154 95 廃止 平成２４年度予算で既に廃止されている。 - - - - - － 都市局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計
（項）都市・地域づくり推進費
　（大事項）都市・地域づくりの推進に必要な経費

0152 都市再生推進調査経費 136 136 136 抜本的改善

・国が調査を行う必要性を厳格に精査し、人口減
少・超高齢社会の到来、地球環境問題への対応な
ど、我が国全体の都市政策の転換・再構築を図る
という政策目的に照らして、低炭素まちづくり、
都市の国際競争力の強化の観点から国が主導的に
検討すべき分野についての調査に重点化を図る。
・企画競争での発注は適切である。引き続き執行
方法の不断の改善検討を行う。

129 87 ▲42 ▲42 縮減

国が調査を行う必要性を精査し、人口減少・超高
齢社会の到来など、我が国全体の都市政策の転
換・再構築を図るという政策目的に照らして、特
に低炭素まちづくり、都市の国際競争力の強化な
ど、国が主導的に検討すべき分野についての調査
に重点化を図る。

都市局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計
（項）都市・地域づくり推進費
　（大事項）都市・地域づくりの推進に必要な経費

0153 都市再生推進経費 171 171 154 抜本的改善

・国が調査を行う必要性を厳格に精査し、地球環
境問題への対応、我が国の民間企業の国際ビジネ
ス機会の拡大による経済成長への貢献等の観点か
ら、新興国等への我が国の環境共生型都市開発の
技術・ノウハウの展開に資する調査に重点化を図
る。
・環境共生型都市開発の海外展開について成果・
目的を明確にし、限られた予算を戦略性を持って
活用し、民間主導で海外展開がされるよう、事業
効果を検証できる仕組みを確立すべきである。
・企画競争による発注については適切である。引
き続き執行方法の不断の改善検討を行う。

245 260 15 - 執行等改善

国が調査を行う必要性を厳格に精査した上で、海
外における優良な都市開発プロジェクトの事業化
を促進するためのＦＳ調査を支援することによ
り、我が国民間コンソーシアムによるプロジェク
トの具体化を図ることとする。

都市局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計
（項）都市・地域づくり推進費
　（大事項）都市・地域づくりの推進に必要な経費

0154 テレワーク推進調査経費 25 25 25 廃止 平成２４年度において既に廃止されている。 - - - - - － 都市局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
（大事項）総合的な国土形成の推進に必要な経費

0155 大都市地域整備戦略の策定経費 20 20 19 廃止 平成２４年度予算において既に廃止されている。 - - - - - － 都市局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
（大事項）総合的な国土形成の推進に必要な経費

0156 都市・地域行政情報データベース運営経費 4 4 4 一部改善

・発注は引き続き一般競争入札とする。
・地方との役割分担を明確にし、国が行うことの
必要性が高く、かつ、効率的な内容に重点化する
とともに、地方公共団体・民間に活用されるデー
タベースとなるよう事前／事後の効果検証を徹底
すべきである。

10 4 ▲6 ▲6 縮減

引き続き一般競争入札を行うことによりコスト削
減に努める。また、効率的な内容の重点化を図る
とともに、事前／事後の効果検証の徹底に努め
る。

都市局 42 情報化を推進する 一般会計
（項）情報化推進費
　（大事項）情報化の推進に必要な経費

0157

まちづくり関連事業
（被災状況や地元の意向に応じた市街地復興
パターンに対応する復興手法の検討調査）
（東日本大震災関連）

7,130 7,130 6,980 廃止

・平成２４年度予算に計上されていない。
・企画競争による発注については適切である。
・調査結果を活用して策定された地方公共団体の
復興計画について、住民との合意形成、柔軟な見
直しを通じて、早期の事業化等が進むよう、引き
続き人的支援等を積極的に展開するものとする。
・国直轄の調査については震災直後の特別な措置
であり、今後は、原則として地方公共団体の自主
的取組を支援するものとする。

- - - - - － 都市局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計
（項）都市再生・地域再生整備事業費
（大事項）都市再生・地域再生整備事業に必要な経費

100 100 100 - - - - 都市局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計

(項)東日本大震災復旧・復興都市再生・地域再生整備
事業費
　(大事項)東日本大震災復旧・復興に係る都市再生・
地域再生整備事業に必要な経費

- - - (100) (32) (▲68) (▲68) 
復興庁参事官
（予算会計担

当）
- -

東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
　(大事項)都市再生・地域再生整備事業に必要な経費

一部改善

・企画競争による発注については適切である。
・国が調査を実施する必要性を厳格に精査した上
で、被災自治体と連携を密にし、検討成果が具体
的な事業に活用される観点から必要な調査費を計
上するとともに、対策に適切に反映されるように
すべきである。

縮減

液状化対策推進事業は今回の復興に際し新たに創
設され、これまでに事業化の例がないことから、
予算監視・効率化チームの所見を踏まえ、円滑か
つ迅速な被災地の復興に向けて国において対策工
法の適用対象の考え方や技術基準の提示等を通じ
た支援を行うこととしており、検討状況について
は随時被災自治体に対する情報提供、総括的なマ
ニュアルとして取りまとめ公表することとしてい
る。また、主要な二つの対策工法について、適用
が困難又は高コストとなる場合等について、その
他の工法の適用可能性も含め検討を進め、被災地
の早急な復興を支援することとしている。

平成24年度以降は復興庁で
予算計上

0158
まちづくり関連事業
（市街地の液状化による宅地防災対策)
（東日本大震災関連）
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0159
まちづくり関連事業
（復興まちづくり人材バンクの構築)
（東日本大震災関連）

10 10 10 廃止

・平成２４年度予算には計上されていない。
・企画競争による発注については適切である。
・構築された人材バンクが活用されるよう、適切
に運用されるようにすべきである。

- - - - - － 都市局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興都市再生・地域再生整
備事業費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る都市再生・
地域再生整備事業に必要な経費

0160
国営公園等事業
（震災復興祈念公園のあり方検討調査）
（東日本大震災関連）

50 50 50 廃止

・平成２４年度予算には計上されていない。
・企画競争による発注については適切である。
・調査結果を踏まえ、地方公共団体が整備する復
興記念公園と関連して国家的な記念事業として国
が行うべき取組を明確にすべきである。

- - - - - － 都市局 7
良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史
的風土の再生等を推進する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興国営公園等事業費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る良好で緑豊
かな都市空間の形成等のための国営公園等事業に必要
な経費

0161
まちづくり関連事業
（津波防災まちづくり推進調査)
（東日本大震災関連）

46 46 46 廃止

・平成２４年度予算には計上されていない。
・企画競争による発注については適切である。
・調査結果が幅広い地域で実際に活用できるよう
にすべきである。

- - - - - － 都市局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興都市再生・地域再生整
備事業費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る都市再生・
地域再生整備事業に必要な経費

0162
まちづくり関連事業
（防災・省エネまちづくり緊急促進事業）
（東日本大震災関連）

- - - 一部改善
・低炭素まちづくりに資する事業に重点化を図る
べきである。

2,007 1,705 ▲302 - 執行等改善

・低炭素まちづくり計画の区域内で実施される集
約都市開発事業を支援対象事業に追加することに
より、低炭素まちづくりに資する事業に対する支
援を強化しつつ、防災性能や省エネルギー性能等
に関する要件を満たした質の高い建築物整備を支

都市局 25 都市再生・地域再生を推進する
東日本大震災
復興特別会計

(項)都市再生・地域再生整備事業費
　(大事項)都市再生・地域再生整備事業に必要な経費

48 48 48 - - - - 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興住宅・市街地防災対策
費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る住宅・市街
地の防災性の向上に必要な経費

- - - 10 - ▲10 ▲10 
東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・市街地防災対策費
（大事項）住宅・市街地の防災性の向上に必要な経費

269,837 288,067 286,797 269,606 - ▲269,606 
社会資本整備
事業特別会計

治水勘定

（項）都市水環境整備事業費
　（大事項）都市水環境整備事業に必要な経費
（項）北海道都市水環境整備事業費
　（大事項）都市水環境整備事業に必要な経費
（項）離島都市水環境整備事業費
　（大事項）都市水環境整備事業に必要な経費
（項）河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）北海道河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）離島河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）沖縄河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）北海道総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）離島総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費、奄美群
島総合流域防災事業に必要な経費
（項）沖縄総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費

廃止 11

0164 河川改修事業

一連の調査結果を下に、都市交通施設における帰
宅困難者の受け入れや経路網評価のあり方につい
て整理などが進み、今年度で本事業の内容は概ね
終了、一定の成果が見込まれることから、廃止す
る。

0163
災害時における都市交通施設の有効活用に関
する調査経費（東日本大震災関連）

住宅・市街地の防災性を向上する都市局廃止

・企画競争による発注については適切である。
・今年度中早期に成果をまとめ、調査結果が首都
圏始めとする大都市で実際に活用できるようにす
べきである。

一部改善

事業の優先順位付けを徹底し、より一層効果的・効率
的な予算配分を図るとともに、事業評価をより厳格に
行い、事業の効果的実施や透明性の確保を図る。ま
た、自治体への技術的な支援やソフト施策を強化す
る。

- 執行等改善

・災害の起こりやすさや想定される被害の程度等
を勘案し、事業を重点化する。
・事業再評価の際、河川整備計画に基づき、上下
流、左右岸のバランスを図り段階的に整備を進め
ることを、様々なリスク軽減効果を示しつつ分か
りやすく説明する。加えて、その際、当面の段階
的な整備（５～７年程度）に関しても、より一層
効率的・効果的な予算配分となるよう事業の優先
順位付けを行うとともに、費用対効果分析を含む

水管理・国土保
全局

12

8

水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

良好な水環境・水辺空間の形成・水と
緑のネットワークの形成、適正な汚水
処理の確保、下水道資源の循環を推進

する

84 84 76 - 227,820 227,820 

※322,770百万円

要求額のうち重点要求
72,458百万円

一般会計

（項）離島振興事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）都市水環境整備事業に必要な経費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）都市水環境整備事業費
　（大事項）都市水環境整備事業等に必要な経
費
（項）河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）沖縄開発事業費

（大事項）河川整備事業に必要な経費

2,011 3,351 3,342 5,000 - ▲5,000 
社会資本整備
事業特別会計

治水勘定

（項）河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）北海道河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費

- - - - 4,639 4,639 ※6,368百万円 一般会計

（項）河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費

水管理・国土保
全局

12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す

る

順位付けを行うとともに、費用対効果分析を含む
総合的な事業評価を実施する。
・自治体への技術的な支援やソフト施策の強化に
ついて行政経費で必要額を要求している。

する

既存の河川管理施設の改良事業 抜本的改善
河川管理施設の状況をデータベースの整備も含め適
切に把握すべき。その上で、優先順位や採択の基準
を明確にして事業を実施すべき。

- 執行等改善

・河川管理施設の状況を適切に把握するため、来
年度中の運用を目標として、河川管理施設の台帳
を含む河川維持管理データベースの作成を進め
る。
・作成を進めているデータベースのデータを活用
し、採択基準を明らかにした上で、災害発生時の
影響や改良の緊急性等により具体的な優先順位を
明確化する。

0165
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

185,748 172,228 168,469 140,576 - ▲140,576 
社会資本整備
事業特別会計

治水勘定

（項）河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）北海道河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）離島河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）沖縄河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）多目的ダム建設事業費
　（大事項）多目的ダム建設事業に必要な経費
（項）北海道多目的ダム建設事業費
　（大事項）多目的ダム建設事業に必要な経費
（項）沖縄多目的ダム建設事業費
　（大事項）多目的ダム建設事業に必要な経費
（項）電気事業者等工事費負担金還付金
　（大事項）電気事業者等工事費負担金の還付に必要
な経費

4,845 4,206 3,700 198 94,416 94,218 ※12,3395百万円 一般会計

（項）離島振興事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
　（大事項）多目的ダム建設事業に必要な経
費
（項）都市水環境整備事業費
　（大事項）都市水環境整備事業等に必要な
経費
（項）河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）多目的ダム建設事業費
　（大事項）多目的ダム建設事業に必要な経
費
（項）電気事業者等工事費負担金還付金
　（大事項）電気事業者等工事費負担金の還
付に必要な経費
（項）沖縄開発事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
　（大事項）多目的ダム建設事業に必要な経
費

148,048 152,709 151,740 140,459 - ▲140,459 
社会資本整備
事業特別会計

治水勘定

（項）都市水環境整備事業費
　（大事項）都市水環境整備事業に必要な経費
（項）河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）北海道河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）離島河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業費に必要な経費
（項）沖縄河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）北海道総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）離島総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島総合流域防災事業に必要
な経費

引き続き「ダム事業費等監理委員会」の適切な運
営等を通じてコスト縮減を行うとともに、検証対
象のダム事業については、「今後の治水対策のあ
り方に関する有識者会議」の中間とりまとめに基
づき、個別ダムの検証を進める。

水管理・国土保
全局

120166 ダム建設事業 抜本的改善

「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」の中
間とりまとめに基づき、個別ダムの検証を早急に進め
るとともに、検証対象外のダム事業についても、「ダム
事業費等監理委員会」の適切な運営等を通じてコスト
縮減に努める。

- 執行等改善
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

河川・ダムの維持管理事業 一部改善

河川管理施設の状況をデータベースの整備も含め適
切に把握する。また、今後もできるだけコスト抑制を図
るとともに、長寿命化やライフサイクルコストを意識し
た計画的な点検整備等を続ける。

- 執行等改善

・河川管理施設の状況を適切に把握するため、来
年度中の運用を目標として、河川管理施設の台帳
を含む河川維持管理データベースの作成を進め
る。
・河川管理施設においては、定期的に部品交換等
を実施する手法を改め、点検結果等から劣化状態
を把握し最適な時期に更新を実施することによ
り、ライフサイクルコストを意識した管理に努め
ていく。
・増大している老朽化河川管理施設のうち、著し
い劣化等により 機能に重大な支障が生じ 洪水

水管理・国土保
全局

12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

0167

- - - - 131,792 131,792 

 ※145,035百万円

要求額のうち特別重点要求
1,110百万円

一般会計

（項）離島振興事業費
　（大事項）河川整備事業費に必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）都市水環境整備事業費
　（大事項）都市水環境整備事業に必要な経費
（項）河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）沖縄開発事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費

84,202 87,241 86,942 78,050 - ▲78,050 
社会資本整備
事業特別会計

治水勘定

（項）砂防事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費
（項）北海道砂防事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費
（項）離島砂防事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島砂防事業に必要な経費
（項）沖縄砂防事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費
（項）総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）北海道総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）離島総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島総合流域防災事業に必要
な経費
（項）沖縄総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費

10 10 8 - 62,187 62,187 

 ※85,772百万円

要求額のうち特別重点要求
150百万円、重点要求10,838
百万円

一般会計

（項）離島振興事業費
　（大事項）奄美群島砂防事業に必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）砂防事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費
（項）総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）沖縄開発事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費

い劣化等により、機能に重大な支障が生じ、洪水
被害を助長するおそれがあるなど、故障した場合
に影響が大きいもの等について優先的かつ計画的
に更新・補修を行うなど、戦略的な維持管理・更
新を推進する。
・なお、次年度から新たに管理移行予定のダムに
ついては、その必要額を要求している。

0168 砂防事業 一部改善
事業の優先順位付けを徹底し、より一層効果的・効率
的な予算配分を図る。また、自治体への技術的な支
援やソフト施策を強化する。

- 執行等改善

・災害の起こりやすさや想定される被害の程度等
を勘案し事業の優先順位付けを行い、効果的、効
率的な予算配分を図る。
・自治体への技術的な支援やソフト施策の強化に
ついて行政経費で必要額を要求している。

水管理・国土保
全局

12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

16/50



様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

7,837 8,495 8,489 7,037 - ▲7,037 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

社会資本整備
事業特別会計

治水勘定

（項）砂防事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費
（項）離島砂防事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島砂防事業に必要な経費
（項）沖縄砂防事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費
（項）総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）北海道総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）離島総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島総合流域防災事業に必要
な経費
（項）沖縄総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費

- - - - 5,892 5,892 ※7,638百万円 一般会計

（項）離島振興事業費
　（大事項）奄美群島砂防事業に必要な経費
（項）北海道開発業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）砂防事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費
（項）総合流域防災事業費
　（大事項）総合流域防災事業に必要な経費
（項）沖縄開発事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費

0170 急傾斜地崩壊対策事業 605 828 811 一部改善

急傾斜地崩壊対策等事業調査費は、引き続き本事業
に予算を計上して適正に実施する。社会資本整備総
合交付金による事業の実施については、災害時要援
護者施設が立地する箇所の重点的な整備を推進す
る。また、自治体への技術的な支援やソフト施策を強
化する。

16 16 - -  執行等改善

 ・災害時要援護者関連施設を保全する事業につい
ては採択要件に特例を設け、事業の促進を図って
いる。
・社会資本整備総合交付金等による事業にあたっ
ては、危険箇所における災害時要援護者関連施設
の立地抑制の強化を図っている。（厚生労働省と
連携し、都道府県に対し文書通知済み）

水管理・国土保
全局

12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計

（項）急傾斜地崩壊対策等事業費
　（大事項）急傾斜地崩壊対策等事業に必要
な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）急傾斜地崩壊対策事業に必要な
経費
（項）住宅防災事業費
　（大事項）住宅防災事業に必要な経費

0171 海岸事業 10,408 9,710 9,656 一部改善

沖ノ鳥島に関しては、我が国の極めて重要な国土とし
て、適切な維持管理による徹底的な保全に努める。そ
の他の事業についても、事業評価をより厳格に行い、
事業の効果的実施や透明性の確保を図る。また、自
治体への技術的な支援やソフト施策を強化する。

9,652 10,173 521 -  執行等改善

 ・沖ノ鳥島については、引き続き適切な維持管理
により国土の保全を図る。
・地方負担の負担者である都道府県への意見聴取
等、厳格な事業評価を実施する。
・災害の起こりやすさや想定される被害の程度等
を勘案し、事業の優先順位付けを行い、効果的、
効率的な予算配分を図る。
・自治体への技術的な支援やソフト施策の強化に
ついて行政経費で必要額を要求している。

要求額のうち重点要求1,602
百万円

水管理・国土保
全局

13

4

津波・高潮・侵食等による災害の防
止・減災を推進する
海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・
再生・形成、海洋廃棄物処理、海洋汚
染防止を推進する

一般会計

（項）海岸事業費
　（大事項）海岸事業に必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）海岸事業に必要な経費

0172 河川等災害復旧事業 471 079 229 836 196 619 現状通り
より迅速な対応を進めるために、自治体や各機関との
連携強化を図り より効率的・効果的な実施に努め 50 359 50 362 3 - -

 ・被災を受けた地域における復旧については、査
定の大幅な簡素化や設計・積算が容易な標準設計
の設定等 査定決定の迅速化を図るとともに自治

水管理・国土保
全

- - 一般会計

（項）河川等災害復旧事業費
　（大事項）河川等災害復旧事業に必要な経
費

等 害 連事 費

地すべり対策事業 一部改善
事業評価の充実を図るべき。また、引き続き、早期発
見・早期対応等によるコストダウンに努めるとともに、
自治体への技術的な支援やソフト施策を強化する。

- 執行等改善
水管理・国土保

全局
0169

・事業評価マニュアルの見直しを行い、改訂した
マニュアルを公開し、事業評価の充実を図ってい
る。
・地域住民等による地すべりの早期発見の為の取
り組み事例を収集・分析し、効果的事例について
他の都道府県において実施するよう引き続き要請
する。
・自治体への技術的な支援やソフト施策の強化に
ついて行政経費で必要額を要求している。

0172 河川等災害復旧事業 471,079 229,836 196,619 現状通り 連携強化を図り、より効率的 効果的な実施に努め
る。

50,359 50,362 3 の設定等、査定決定の迅速化を図るとともに自治
体や各機関との連携し、早期復旧に努める。
・事業実施にあたり、コスト縮減等を行う。

全局
般会計

（項）河川等災害関連事業費
　（大事項）河川等災害関連事業に必要な経
費

0173 下水道事業 11,157 18,784 18,564 一部改善

地方公共団体向けの事業については、社会資本整備
総合交付金の活用により地方公共団体において実施
する。ただし、過年度国債や地方公共団体以外に対
する事業については、引き続き下水道事業に予算を
計上して適正に執行する。社会資本整備総合交付金
による事業の実施については、緊急性の高い安全対
策・環境対策に重点化を図るとともに、未普及対策に
ついては、地域の実状に応じて施設規模の縮小や他
の汚水処理施設の整備によることも含めた計画の見
直しを的確に行うことにより、事業の一層の重点化・
効率化を図る。また、自治体への技術的な支援やソフ
ト施策を強化する。

5,799 6,227 428 - 執行等改善

日本再生戦略等を踏まえ、国として実施する必要
性の高いものに重点化し、事業の効率化を図る。
なお、未普及対策については、都道府県構想の見
直しを進め、事業の一層の重点化・効率化を図っ
た。

要求額のうち特別重点要求
1,978百万円

水管理・国土保
全局

8

11
12

良好な水環境・水辺空間の形成・水と
緑のネットワークの形成、適正な汚水
処理の確保、下水道資源の循環を推進
する
住宅・市街地の防災性の向上
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計

（項）下水道事業費
　（大事項）適正な汚水処理の確保等のため
の下水道事業に必要な経費
（項）下水道防災事業費
　（大事項）下水道防災事業に必要な経費

17/50



様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

77,200 12,014 10,502 52,258 - ▲52,258 - 

12

8

水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る
良好な水環境・水辺空間の形成・水と
緑のネットワークの形成、適正な汚水
処理の確保、下水道資源の循環を推進
する

社会資本整備
事業特別会計

治水勘定

（項）東日本大震災復旧・復興河川整備事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る河川整備
事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興北海道河川整備事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る河川整備
事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興砂防事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る砂防事業
に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興総合流域防災事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る総合流域
防災事業に必要な経費
（項）東日本大震災復興河川整備事業費
　（大事項）東日本大震災復興に係る河川整備事業に
必要な経費
（項）東日本大震災復興北海道河川整備事業費
　（大事項）東日本大震災復興に係る河川整備事業に
必要な経費
（項）東日本大震災復興砂防事業費
　（大事項）東日本大震災復興に係る砂防事業に必要
な経費

199,780 48,434 6,609 - - - - 

13

4

津波・高潮・侵食等による災害の防
止・減災を推進する
海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・
再生・形成、海洋廃棄物処理、海洋汚
染防止を推進する

一般会計

(項)東日本大震災復旧･復興海岸事業費
　(大事項)東日本大震災復旧･復興に係る海岸
事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧･復興河川等災害復旧
事業費
　（大事項）東日本大震災復旧･復興に係る河
川等災害復旧事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧･復興河川等災害関連
事業費
　（大事項）東日本大震災復旧･復興に係る河
川等災害関連事業に必要な経費

- - - (156,444) (308,461) (152,017) - 
平成24年度以降は復興庁で
予算計上

復興庁参事官
（予算会計担

当）
- -

東日本大震災
復興特別会計

（項）東日本大震災災害復旧等事業費
　（大事項）河川等災害復旧事業に必要な経費
　（大事項）河川等災害関連事業に必要な経費
（項）東日本大震災復興事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
　（大事項）砂防事業に必要な経費

- - - - 37,873 37,873 - 
水管理・国土保

全局
東日本大震災
復興特別会計

（項）河川整備事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）砂防事業費
　（大事項）砂防事業に必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）河川整備事業に必要な経費
（項）海岸事業費
　（大事項）海岸事業に必要な経費

0175
放射性物質を含む下水汚泥等の適切な処理に
関する調査（東日本大震災関連）

840 840 704 廃止
放射性物質を含む下水汚泥を安全に処理・処分する
ための実証実験を実施する等、本事業の内容は終了
したことから廃止する。

- - - - - －
水管理・国土保

全局

8

11
12

良好な水環境・水辺空間の形成・水と
緑のネットワークの形成、適正な汚水
処理の確保、下水道資源の循環を推進
する
住宅・市街地の防災性を向上する
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興下水道事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
適正な汚水処理の確保等のための下水道事業
に必要な経費

水管理・国土保
全局

0174
河川・海岸等復旧・復興事業（水管理・国土

保全局所管）（東日本大震災関連）
一部改善

早期に本復旧が完了するよう、自治体や各機関との
連携強化を図り、より効率的・効果的な実施に努め

る。
執行等改善

自治体や各機関と連携し、本復旧の速やかな実施
や復興に資する整備を着実に実施するとともに、
今後発生すると想定されている東海、東南海、南
海地震等の大規模地震等への備えを全国で集中的

に実施する。

0176 下水道リスク管理システムの運用経費 6 6 5 一部改善 引き続き効率的な事業実施とコスト縮減に努める。 6 6 - - 執行等改善
競争性の高い発注方式を採用する等、引き続き効
率的な事業実施とコスト縮減に取り組む。

水管理・国土保全局 8

良好な水環境・水辺空間の形成・水と
緑のネットワークの形成、適正な汚水
処理の確保、下水道資源の循環を推進
する

一般会計
(項)水環境対策費
　(大事項)良好な水環境の形成等の推進に必要な経費

0177 下水道分野の水ビジネス国際展開経費 79 79 79 一部改善

海外水ビジネスを推進する上で効果的なテーマへの
重点化を図るほか、競争性の高い発注方式を採用す
る等、引き続き効率的な事業実施とコスト縮減に努め
る。

92 153 61 - 執行等改善

海外水ビジネスを推進する上で効果的なテーマへ
の重点化を図るほか、競争性の高い発注方式を採
用する等、引き続き効率的な事業実施とコスト縮
減に取り組む。

水管理・国土保全局 8

良好な水環境・水辺空間の形成・水と
緑のネットワークの形成、適正な汚水
処理の確保、下水道資源の循環を推進
する

一般会計
(項)水環境対策費
　(大事項)良好な水環境の形成等の推進に必要な経費

0178 日本下水道事業団補助に必要な経費 279 279 279 抜本的改善

昨年度、一昨年度の行政事業レビューの結果のとお
り、当該法人が現在行っている事業に対し国が支出
すべき必然性は認められない。今後のあり方につい
ていまだ検討段階にあるが、早急に方針を示し、行政
事業レビューの中で明らかにすること。

220 127 ▲93 ▲93 縮減

地方公共団体のニーズも踏まえつつ、現行の研修
業務及び試験研究業務に係る補助金については、
段階的な廃止に向けた検討を継続して行うことと
する。

水管理・国土保全局 8

良好な水環境・水辺空間の形成・水と
緑のネットワークの形成、適正な汚水
処理の確保、下水道資源の循環を推進
する

一般会計
(項)水環境対策費
　(大事項)良好な水環境の形成等の推進に必要な経費

0179
下水道処理施設維持管理業者登録システム等
運営経費

3 3 2 現状通り
ただし、今後複数年契約が切れる平成26年度以降に
ついては、よりコストダウンを図り事業実施を効率化
すべき。

2 2 - - - 現状通り 水管理・国土保全局 42 情報化を推進する 一般会計
(項)情報化推進費
　(大事項)情報化の推進に必要な経費

0180 下水熱利用によるまちづくりの推進調査経費 18 18 18 一部改善
昨年度の行政事業レビューの結果を踏まえ、競争性
の高い発注方式がとられているが、引き続き効率的な
事業実施とコスト縮減に努める。

16 16 - - 執行等改善
競争性の高い発注方式を採用する等、引き続き効
率的な事業実施とコスト縮減に取り組む。

水管理・国土保全局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計
(項)地球温暖化防止等対策費
　(大事項)地球温暖化防止等の環境の保全に必要な経
費

0181
下水道における戦略的維持管理の推進に関す
る調査経費

12 12 12 廃止
アセットマネジメントの推進に向けたガイドラインの策
定に向けた検討が進み、一定の成果が見込まれるこ
とから、本事業は廃止する。

11 - ▲11 ▲11 廃止 － 水管理・国土保全局 11 住宅・市街地の防災性を向上する 一般会計
(項)住宅・市街地防災対策費
　(大事項)住宅・市街地の防災性の向上に必要な経費

0182
災害時の復旧段階における下水処理の適正な
管理に関する調査検討経費（東日本大震災関
連）

60 60 60 廃止
下水処理場の段階的な復旧に関する検討を行い、本
事業の内容は終了したことから、廃止する。

- - - - - － 水管理・国土保全局 8

良好な水環境・水辺空間の形成・水と
緑のネットワークの形成、適正な汚水
処理の確保、下水道資源の循環を推進
する

一般会計
(項)東日本大震災復旧・復興水環境対策費
　(大事項)東日本大震災復旧・復興に係る良好な水環
境の形成等の推進に必要な経費

0183
地下水対策及び地下水保全管理調査等に要す
る経費

15 15 15 一部改善
引き続き、観測地点や観測項目の重点化を進めると
ともに、効率的な事業実施とコスト縮減に努め、それ
らの成果をレビューの中で明らかにすること。

15 14 ▲1 ▲2 縮減

地下水観測所や観測項目の重点化の可能性につい
て検討することで、引き続き可能な限りコスト縮
減に努めることとし、平成25年度概算要求額を縮
減した。また、企画競争方式等を採用した業務発
注により効率的な事業実施に努める。

水管理・国土保全局 6
水資源の確保、水源地域活性化等を推
進する

一般会計
(項)水資源対策費
　(大事項)水資源確保等の推進に必要な経費
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0184 水害等統計作成経費 14 14 11 現状通り
統計データの正確性・継続性に留意しつつ、引き続き
効率的な事業実施とコスト縮減に努める。

14 14 - - － 現状通り 水管理・国土保全局 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計
(項)水害・土砂災害対策費
　(大事項)水害・土砂災害の防止・減災の推進に必要
な経費

0185 洪水予報施設運営に必要な経費 20 20 20 現状通り
洪水予報施設の的確な維持管理に留意しつつ、引き
続き効率的な事業実施とコスト縮減に努める。

20 20 - - － 現状通り 水管理・国土保全局 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計
(項)水害・土砂災害対策費
　(大事項)水害・土砂災害の防止・減災の推進に必要
な経費

0186 河川水理調査に必要な経費 42 42 41 現状通り
これまでの知見を活かしつつ、さらに水位、流量、雨
量データ等、調査項目の重点化等を進め、コスト縮減
に努める。

42 42 - - － 現状通り 水管理・国土保全局 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計
(項)水害・土砂災害対策費
　(大事項)水害・土砂災害の防止・減災の推進に必要
な経費

0187 河川水理調査観測所施設経費 9 9 9 現状通り
これまでの知見を活かしつつ、さらにコスト縮減と適
切な施設管理に努める。

9 9 - - － 現状通り 水管理・国土保全局 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計
(項)河川管理施設整備費
　(大事項)河川管理施設整備に必要な経費

0188 洪水予報施設経費 105 105 101 現状通り
これまでの知見を活かしつつ、さらに機器交換等によ
る施設の延命措置を講じるなどコストを縮減し、適切
な施設管理に努める。

100 96 ▲4 - － 現状通り 水管理・国土保全局 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計
(項)河川管理施設整備費
　(大事項)河川管理施設整備に必要な経費

0189
気候変動に対応した水利用の調整制度に関す
る検討経費

            9 9 8 廃止 昨年度の行政事業レビューで廃止。 - - - - - － 水管理・国土保全局 6
水資源の確保、水源地域活性化等を推
進する

一般会計
(項)水資源対策費
　(大事項)水資源確保等の推進に必要な経費

0190
地球温暖化に対応したダム等有効活用検討
(渇水リスクの軽減)経費

            6 6 6 廃止 昨年度の行政事業レビューで廃止。 - - - - - － 水管理・国土保全局 6
水資源の確保、水源地域活性化等を推
進する

一般会計
(項)水資源対策費
　(大事項)水資源確保等の推進に必要な経費

0191
今後の河川利用のあり方を踏まえた新たな安
全対策検討経費

            7 7 6 廃止 昨年度の行政事業レビューで廃止。 - - - - - － 水管理・国土保全局 8

良好な水環境・水辺空間の形成・水と
緑のネットワークの形成、適正な汚水
処理の確保、下水道資源の循環を推進
する

一般会計
(項)水環境対策費
　(大事項)良好な水環境の形成等の推進に必要な経費

0192
小水力発電の促進に向けた河川管理の許可等
のあり方検討経費

           13 13 12 廃止 昨年度の行政事業レビューで廃止。 - - - - - － 水管理・国土保全局 8

良好な水環境・水辺空間の形成・水と
緑のネットワークの形成、適正な汚水
処理の確保、下水道資源の循環を推進
する

一般会計
(項)水環境対策費
　(大事項)良好な水環境の形成等の推進に必要な経費

0193
国際的な水害対策の高度化に関する調査・検
討経費

            4 4 3 廃止
「洪水に関する気候変化の適応策検討ガイドライン」
の策定を進める等、一定の成果が見込まれることか
ら、本事業は廃止する。

4 - ▲4 - 廃止 － 水管理・国土保全局 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計
(項)水害・土砂災害対策費
　(大事項)水害・土砂災害の防止・減災の推進に必要
な経費

0194
火山噴火等による大規模土砂災害の減災・緊
急対策強化経費

            6 6 6 廃止
大規模土砂災害の減災対策の検討等が進み、一定
の成果が見込まれることから、本事業は廃止する。

6 - ▲6 - 廃止 － 水管理・国土保全局 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計
(項)水害・土砂災害対策費
　(大事項)水害・土砂災害の防止・減災の推進に必要
な経費

0195
海岸保全施設のアセットマネジメント手法の
検討経費

            8 8 8 廃止 昨年度の行政事業レビューで廃止。 - - - - - － 水管理・国土保全局 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計
(項)水害・土砂災害対策費
　(大事項)水害・土砂災害の防止・減災の推進に必要
な経費

0196 低潮線の保全に要する経費 55 55 54 抜本的改善
低潮線の状況把握が必要な箇所の絞り込みを図った
り、関係機関との協働を進める等、一層の効率的な事
業実施とコスト縮減に努める。

55 55 - - 執行等改善
低潮線保全区域の状況変化をより確実かつ効率的
に確認等できるよう、関係機関との連携をさらに
深める。

水管理・国土保全局 4
海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・
再生・形成、海洋廃棄物処理、海洋汚
染防止を推進する

一般会計
(項)海洋環境対策費
　(大事項)海洋・沿岸域環境の保全等の推進に必要な
経費

0197
総合的な土砂管理における新たな解析手法等
に関する検討経費

9 9 8 廃止
土砂生産量の推定手法の検討等が進み、一定の成
果が見込まれることから、本事業は廃止する。

7 - ▲7 - 廃止 － 水管理・国土保全局 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計
(項)水環境対策費
　(大事項)良好な水環境の形成等の推進に必要な経費

0198
局地的大雨におけるリスク監視・予測手法検
討経費

10 10 9 廃止
局地的大雨によるリスクの簡便な予測手法の検討等
が進み、一定の成果が見込まれることから、本事業は
廃止する。

10 - ▲10 - 廃止 － 水管理・国土保全局 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計
(項)水害・土砂災害対策費
　(大事項)水害・土砂災害の防止・減災の推進に必要
な経費

0199
特殊な土石流に関する氾濫シミュレーション
技術の開発検討経費

8 8 7 廃止
特殊な土石流の予測シミュレーション技術の開発等が
進み、一定の成果が見込まれることから、本事業は廃
止する。

8 - ▲8 - 廃止 － 水管理・国土保全局 12
水害・土砂災害の防止・減災を推進す
る

一般会計
(項)水害・土砂災害対策費
　(大事項)水害・土砂災害の防止・減災の推進に必要
な経費

0200
水資源開発施設等の補修、震災対策（東日本
大震災関連）

350 350 83 現状通り
引き続き、工事コストの縮減に努めつつ、水供給の重
要性に鑑み、施設の安全性の確保に万全を期すこと
とする。

- - - - -
水管理・国土保
全局　水資源部

- - 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興水資源開発事
業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
水資源確保を図るための農業生産基盤保全管
理・整備事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興河川整備事業
費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
河川整備事業に必要な経費

6
水資源の確保、水源地域活性化等を推
進する

0201 水資源開発事業 一部改善
「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方
針」も踏まえて、より一層の事業の効率化を図る。

執行等改善

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方
針」の検討と整合も図りつつ、主務省と調整を行
いながら、各事業が計画的かつ効率的に進められ
るよう努めて参りたい。

43,282 
要求額のうち特別重点要求

10百万円
一般会計

（項）水資源開発事業費
　（大事項）水資源開発の促進に必要な経費
　（大事項）水資源確保を図るための水道施
設整備に必要な経費
　（大事項）水資源確保を図るための工業用
水道事業に必要な経費
　（大事項）水資源確保を図るための農業生
産基盤整備・保全事業に必要な経費
（項）治水事業費等社会資本整備事業特別会
計へ繰入
　（大事項）水資源開発事業の財源の社会資
本整備事業特別会計治水勘定へ繰入れに必要
な経費

52,348 36,770 27,219 26,888 ▲331 - 
水管理・国土保
全局　水資源部
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0202 水供給システムの安全・安心確保に係る経費 12 12 9 一部改善
引き続き予算の効率的な使用に努めるとともに、ガイ
ドラインが真に有効なものとなるよう想定される効果
をケーススタディ等を通じて検証すること。

16 - ▲16 - -

引き続き公的施設の利用を行うなど効率的な予算
執行に努める。また、危機管理に関するガイドラ
インが十分有効となるよう関係省等からなる検討
会を設置し、多様な関係者による広域的かつ具体
的なケーススタディや検証を行うほか、広域的な
地域における応急支援等に必要となる危機管理体
制の構築に向けた検討を実施する。

水管理・国土保
全局　水資源部

6
水資源の確保、水源地域活性化等を推
進する

一般会計
（項）水資源対策費
　（大事項）水資源確保等の推進に必要な経
費

0203
気候変動に対応した水量・水質一体管理のあ
り方に関する調査経費

21 21 14 
一部改善

引き続き予算の効率的な使用に努めるとともに、最新
の科学的データや有識者の知見も十分得つつ、政策
効果の高い結果を提示するとともに、その活用方法に
ついても提案すること。

19 11 ▲8 - 執行等改善

引き続き予算の効率的な執行に努める。また、有
識者による検討会を開催し、最新の科学的データ
を用いた有用な意見交換を行い、また必要な知見
を十分得て分析・整理を行う。政策効果の高い結
果をＨＰで効果的に提示するとともに、その活用
方法についても検討を進める。

水管理・国土保
全局　水資源部

6
水資源の確保、水源地域活性化等を推
進する

一般会計

（項）水資源対策費
　（大事項）水資源確保等の推進に必要な経
費

0204
世界的水資源問題を踏まえた我が国の対応方
策検討調査経費

51 51 45 一部改善

引き続き予算の効率的な使用に努めるとともに、我が
国の水ビジネスの国際展開について実効性のあるプ
ランが提示できるよう水資源機構の技術と知見を活
用するとともに関係機関との連携を図ること。

46 34 ▲12 - 執行等改善

引き続き効率的な予算執行に努める。また、我が
国の水ビジネスの国際展開のために実効性のある
プランが提示できるよう、調査内容の重点化と国
際会議の十分な活用を図るとともに、水資源機構
の技術と知見も活用し、関係機関との連携を図
る。

水管理・国土保
全局　水資源部

6
水資源の確保、水源地域活性化等を推
進する

一般会計

（項）水資源対策費
　（大事項）水資源確保等の推進に必要な経
費

0205
地下水対策及び地下水保全管理調査等に要す
る経費

22 22 20 一部改善

引き続き予算の効率的な使用に努めるとともに、地盤
沈下防止要綱地域以外についてもケーススタディを
行い、地盤沈下防止以外の地下水利用と保全に係る
課題を整理し、地下水利用管理指針の検討に反映さ
せること。

31 31 - - 執行等改善

引き続き予算の効率的な執行に努める。また、地
盤沈下防止等対策要綱地域以外においても、現況
の地下水利用における地盤沈下・水位・水質等の
課題と対応策の状況を調査し、それを踏まえつ
つ、総合的な水資源管理の方策としての地下水利
用管理指針の検討に反映させる。

水管理・国土保
全局　水資源部

6
水資源の確保、水源地域活性化等を推
進する

一般会計
（項）水資源対策費
　（大事項）水資源確保等の推進に必要な経
費

0206 水源地域整備計画策定費 6 6 4 廃止

一般的な水源地域振興施策は、初期の目的と達成し
たと思われるところ、これまでの成果のとりまとめを行
い終了することが適当。なお、水源地域対策特別措
置法の施行事務は、水源地対策の一環として引き続
き実施する必要がある。

6 - ▲6 - 廃止

当事業で実施してきた水源地域対策アドバイザー
派遣等の成果をとりまとめ、それを踏まえて従来
の手法の抜本的見直しを行う。
なお、今後、水源地域対策特別措置法の施行事務
等は「水源地域対策基本問題調査費」に集約して
実施することとする。

水管理・国土保
全局　水資源部

6
水資源の確保、水源地域の活性化等を
推進する

一般会計
（項）水資源対策費
　（大事項）水資源確保等の推進に必要な経
費

0207 水源地域対策基本問題調査費 6 6 5 一部改善

引き続き予算の効率的な使用に努めるとともに、水源
地域の現状を調査し、水源地域をとりまく課題を整理
し、水源地域の問題の解決に向けた施策の方向性を
打ち出すこと

5 10 5 - 執行等改善

引き続き予算の効率的な執行に努める。また、急
激な過疎化、高齢化に伴う水源地域における担い
手不足等の現状を踏まえ、流域全体が一体として
水源地域に継続的に人と資金を支援する仕組みづ
くりに向けた調査・検討を実施する。
なお、「水源地域整備計画策定費」において実施

水管理・国土保
全局　水資源部

6
水資源の確保、水源地域の活性化等を
推進する

一般会計
（項）水資源対策費
　（大事項）水資源確保等の推進に必要な経
費

打ち出すこと。
していた水源地域対策特別措置法の施行事務等に
ついては、本事業に集約して実施することとす
る。

0208 水資源の現状把握等に要する経費 27 27 18 一部改善

引き続き、予算の効率的な使用に努めるとともに、水
に関する他の調査とのさらなる連携強化及び業務の
成果が施策に反映されているのか検証可能な仕組み
の構築等について検討した結果を提示すること。

24 24 - - 執行等改善

引き続き、予算の効率的な使用に努める。また、
データの収集・調査に際し、特に東日本大震災を
契機として危機管理に関する調査を行っており、
その場合には他の調査と連携して行うことにより
効率化を図った。これらを含めた調査の成果を
「日本の水資源」として公表しており、自治体等
への情報提供を実施すること等により調査成果の
施策への反映を進めている。

水管理・国土保
全局　水資源部

6
水資源の確保、水源地域活性化等を推
進する

一般会計

（項）水資源対策費
　（大事項）水資源確保等の推進に必要な経
費

0209 広域的な水循環健全化推進調査経費 10 10 9 一部改善

引き続き予算の効率的な使用に努めるとともに、23年
度の試算結果を活かして、ＣＯ２削減やエネルギー消
費量削減に向け、効果的で実効性のある方策を提示
すること。

9 9 - - 執行等改善

引き続き効率的な事業実施を図る。また、平成23
年度の成果を活かしつつ、流域の規模等を考慮し
たCO2削減やエネルギー消費量削減に向け、効率的
で実効性のあるよう調査内容を精査し、モデル地
域における調査を実施。

水管理・国土保
全局　水資源部

6
水資源の確保、水源地域活性化等を推
進する

一般会計

（項）水資源対策費
　（大事項）水資源確保等の推進に必要な経
費

0210 水資源の有効利用等の推進に関する調査経費 11 11 10 一部改善
引き続き予算の効率的な使用に努めるとともに、雨
水・再生水の利用について他省庁等との検討結果を
レビューの中で提示すること。

11 18 7 - 執行等改善

引き続き予算の効率的な執行に努める。また、雨
水・再生水の普及促進のためのガイドラインを策
定するため、他省庁等と連携して雨水利用の効果
を定量的に評価し、その結果を踏まえた雨水利用
の促進のための検討を行う。なお、取りまとめ成
果は今後のレビューにて提示する予定である。

水管理・国土保
全局　水資源部

6
水資源の確保、水源地域活性化等を推
進する

一般会計
（項）水資源対策費
　（大事項）水資源確保等の推進に必要な経
費

0211
日本及び世界の水資源確保のための情報の体
系的な収集・提供システムの整備に要する経
費

13 13 12 廃止
これまでの調査成果をとりまとめ、使いやすい形で提
供すること。

- - - - - 平成23年度までに所要の整備を終えた。
水管理・国土保
全局　水資源部

6
水資源の確保、水源地域活性化等を推
進する

一般会計

（項）水資源対策費
　（大事項）水資源確保等の推進に必要な経
費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

1,167,082 1,294,371 1,286,684 1,156,008 - 
社会資本整備
事業特別会計
道路整備勘定

（項）道路環境改善事業費
　（大事項）道路環境改善事業に必要な経費
（項）北海道道路環境改善事業費
　（大事項）道路環境改善事業に必要な経費
（項）沖縄道路環境改善事業費
　（大事項）道路環境改善事業に必要な経費
（項）道路交通安全対策事業費
　（大事項）道路更新防災等対策事業及び維持に必要な経費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費
　（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費
（項）北海道道路交通安全対策事業費
　（大事項）道路更新防災等対策事業及び維持に必要な経費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費
　（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費
（項）沖縄道路交通安全対策事業費
　（大事項）道路更新防災等対策事業及び維持に必要な経費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費
　（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費
（項）地域連携道路事業費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
（項）北海道地域連携道路事業費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
（項）沖縄地域連携道路事業費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
（項）道路交通円滑化事業費
　（大事項）道路交通円滑化事業に必要な経費
（項）北海道道路交通円滑化事業費
　（大事項）道路交通円滑化事業に必要な経費
（項）沖縄道路交通円滑化事業費
　（大事項）道路交通円滑化事業に必要な経費

- - - - 864,052 

要求額のうち重点要求
187,702百万円

※1,253,200百万円

一般会計

（項）北海道開発事業費
　（大事項）道路環境改善事業に必要な経費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費
　（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
　（大事項）道路交通円滑化事業に必要な経費
（項）道路環境改善事業費
　（大事項）道路環境改善事業に必要な経費
（項）道路交通安全対策事業費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費
　（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費
（項）地域連携道路事業費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
（項）道路交通円滑化事業費
　（大事項）道路交通円滑化事業に必要な経費
（項）沖縄開発事業費
　（大事項）道路環境改善事業に必要な経費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費
　（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
　（大事項）道路交通円滑化事業に必要な経費

217,335 237,785 237,177 215,788 - 予備費使用
社会資本整備
事業特別会計
道路整備勘定

（項）道路交通安全対策事業費
　（大事項）道路更新防災等対策事業及び維持に必要
な経費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必
要な経費
（項）北海道道路交通安全対策事業費
　（大事項）道路更新防災等対策事業及び維持に必要
な経費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必
要な経費
（項）沖縄道路交通安全対策事業費
　（大事項）道路更新防災等対策事業及び維持に必要
な経費

道路事業（直轄・改築）0212 道路局 15
道路交通の安全性を確保・向上する
等

一部改善

道路整備事業の効率性・透明性を高めるため、防災
機能の評価手法をはじめ道路事業の目的、効果に見
合った多様な手法の充実を図るなど、事業評価の改
善の徹底を図る。また、東日本大震災を踏まえ、被災
地の早期の復旧・復興を図るために復興道路・復興
支援道路の整備を促進するとともに、我が国の成長
力・競争力の強化や交通渋滞の緩和、災害に強い
ネットワークの構築、地域の活性化に必要な道路事
業への重点化の徹底を図る。

執行等改善

・防災機能の評価手法をはじめ道路事業の目的、
効果に見合った多様な評価手法の検討
・東日本大震災を踏まえ、被災地の早期の復旧・
復興を図るために復興道路・復興支援道路の整備
等の必要な道路事業の促進
・我が国の成長力・競争力の強化や交通渋滞の緩
和、災害に強いネットワークの構築、地域の活性
化に必要な道路事業への重点化

▲291,956 - 

維持修繕費用の将来推計に関しては、地方公共団
体管理分も含めた社会資本について、実態を把握
した上で維持管理 更新費用の将来推計を実施す な経費

　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必
要な経費

- - - - 222,288 
要求額のうち特別重点要求
6,500百万円

※222,288百万円

一般会計

（項）北海道開発事業費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必
要な経費
（項）道路交通安全対策事業費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必
要な経費
（項）沖縄開発事業費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必
要な経費

73,495 120,654 119,407 51,551 - 予備費使用
社会資本整備
事業特別会計
道路整備勘定

（項）道路環境改善事業費
　（大事項）道路環境改善事業に必要な経費
（項）道路交通安全対策事業費
　（大事項）道路更新防災等対策事業及び維持に必要な経費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費
　（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費
（項）北海道道路交通安全対策事業費
　（大事項）道路更新防災等対策事業及び維持に必要な経費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費
（項）離島道路交通安全対策事業費
　（大事項）奄美群島道路更新防災等対策事業に必要な経費
　（大事項）道路更新防災等対策事業に必要な経費
（項）沖縄道路交通安全対策事業費
　（大事項）道路更新防災等対策事業及び維持に必要な経費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費
（項）地域連携道路事業費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
（項）北海道地域連携道路事業費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
（項）離島地域連携道路事業費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
（項）沖縄地域連携道路事業費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
（項）道路交通円滑化事業費
　（大事項）道路交通円滑化事業に必要な経費
（項）北海道道路交通円滑化事業費
　（大事項）道路交通円滑化事業に必要な経費
（項）沖縄道路交通円滑化事業費
　（大事項）道路交通円滑化事業に必要な経費

- - - - 67,575 一般会計

（項）北海道開発事業費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
（項）道路交通安全対策事業費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費
　（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費
（項）地域連携道路事業費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
（項）道路交通円滑化事業費
　（大事項）道路交通円滑化事業に必要な経費
（項）沖縄開発事業費
　（大事項）道路更新防災対策事業及び維持管理に必要な経費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費

0213 道路事業（直轄・維持管理）

社会資本整備総合交付金の活用による実施を基本と
し、補助事業は真に補助事業として実施することが必
要な地域高規格道路など必要最小限のものに限定す
る。また道路構造の技術的基準が条例委任されてい
ることを踏まえ、地方公共団体がコストの縮減を図り
ながら、地域の実情に応じた道路整備を行うことな
ど、事業実施の効率化を図る。

道路局道路事業（補助等）

道路交通の安全性を確保・向上する

道路交通の安全性を確保・向上する
等

15

道路局

0214 一部改善 - 執行等改善

・地域主権一括法の成立により、道路構造の技術
的基準が条例委任されたことを踏まえ、コストの
縮減などを図りつつ、地域の実情に応じた効率的
な道路整備を促進。

6,500 

16,024 

- 執行等改善

した上で維持管理・更新費用の将来推計を実施す
ることとしており、年度内には推計結果を公表す
る予定。
一者応札の更なる改善に関しては、２４年度に入
札に参加しなかった企業に対して課題等を把握す
る調査を実施したところであり、この結果を基
に、技術者の実績要件を緩和するなど、２５年度
の発注に際して具体的な改善策を講ずる予定。

一部改善
維持修繕費用の将来推計を適切に行い、データの開
示等に取り組むべき。一者応札について更なる改善
を行い、競争性向上にしっかりと取り組むべき。

15
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

95,305 94,233 94,233 88,473 - 
社会資本整備
事業特別会計
道路整備勘定

（項）独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
出資
　（大事項）独立行政法人日本高速道路保有・債務返
済機構出資に必要な経費
（項）道路交通円滑化事業資金貸付金
　（大事項）道路交通円滑化事業資金貸付けに必要な
経費

49,199 11,929 11,845 - 71,152 一般会計

（項）有料道路災害復旧事業費
　（大事項）独立行政法人日本高速道路保有・債務返
済機構有料道路災害復旧事業に必要な経費
（項）独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
出資
　（大事項）独立行政法人日本高速道路保有・債務返
済機構出資に必要な経費
（項）道路交通円滑化事業資金貸付金
　（大事項）道路交通円滑化事業資金貸付けに必要な
経費

80,000 81,144 44,723 80,000 - 
社会資本整備
事業特別会計
道路整備勘定

（項）地方道路整備臨時貸付金
　（大事項）地方道路整備臨時貸付に必要な経費

- - - - ※
※制度延長を要求してお
り、平成25年度要求額は未
定

一般会計
（項）地方道路整備臨時貸付金
　（大事項）地方道路整備臨時貸付に必要な経費

0217 道路災害復旧費 13,171 8,738 7,598 一部改善

災害により被災した道路を迅速・確実に復旧し、道路
交通の機能を速やかに確保することが必要であるこ
とから、東日本大震災における対応状況も検証した上
で、適切な工法を採用すること等により、事業実施期
間の短縮やコスト縮減など事業実施の効率化を図
る。

1,037 1,037 - - 執行等改善

引き続き、過去の施工事例や新技術を活用するな
どし、復旧工法を工夫することで、事業実施期間
の短縮やコスト縮減など事業実施の効率化に努め
る。

道路局 - - 一般会計
（項）河川等災害復旧事業費
　（大事項）河川等災害復旧事業に必要な経費

0218
世界道路協会等の運営に必要な政府会員分担
金

18 18 18 一部改善

道路関係国際機関の活動に継続に参画し、我が国の
技術を積極的に発信していくとともに、道路関係分野
の海外展開への支援を含め、国際機関における活動
成果の我が国道路行政への有効活用を図る。

18 18 - - 執行等改善

本年度の実施に当たっては、予算監視・効率化
チームの所見を踏まえ、執行段階において国際機
関における活動成果の我が国道路行政への有効活
用を図るよう取り組む。

道路局 - - 一般会計
（項）国土交通本省共通費
　（大事項）国際会議等に必要な経費

0219
環境影響評価法改正に伴う道路事業における
環境影響評価の検討業務

17 17 17 廃止

本検証業務については廃止することとするが、本検討
で得られた道路事業における環境影響評価項目の設
定や評価方法の知見を活かし、より効率的かつ円滑
に環境評価手続きが行えるよう見直しを図っていくこ
と。

18 - ▲18 - 廃止
本検証業務については廃止することとするが、本
検討で得られた知見を活用し、より効率的かつ円
滑に環境評価手続きが行えるよう見直しを図る。

道路局 5 快適な道路環境等を創造する 一般会計
（項）道路環境等対策費
　（大事項）道路環境等対策に必要な経費

0220
今後の沿道大気環境対策のための調査検討経
費

23 23 23 一部改善

これまでに得られた道路空間における大気質の発生
要因や大気濃度低減対策の検討結果を踏まえ、効果
的な濃度低減対策について、とりまとめを行い、有効
的な活用を図ること。

18 17 ▲1 - 執行等改善
これまでに得られた検討結果を踏まえ、大気汚染
物質の効果的な濃度低減対策についてとりまとめ
を行い、有効的な活用を図っていくこととする。

道路局 5 快適な道路環境等を創造する 一般会計
（項）道路環境等対策費
　（大事項）道路環境等対策に必要な経費

0215 有料道路事業等 一部改善
有料道路の整備事業の実施主体である首都高速道
路、阪神高速道路、地方道路公社のコスト縮減に向
けた取組みを促し、事業実施の効率化を図る。

道路局
実施主体からH25の事業内容を聴取し、コスト縮減
を含め所要額の精査を行った上で要求。

▲17,321 - 執行等改善

▲80,000 - 執行等改善
・地方公共団体のニーズを的確に把握する等、効
率的な予算執行を図る。

22
国際競争力・地域の自立等を強化する
道路ネットワークを形成する

道路交通の安全性を確保・向上する
等

道路局 150216 地方道路整備臨時貸付金 一部改善

補助事業における地方負担分や直轄事業における地
方の負担金に対し、国が無利子貸付により、時限の
政策支援を行う必要性を踏まえ、地方公共団体の
ニーズを的確に把握し、効率的な予算執行を図る。

的な活用を図ること。

0221 沿道騒音の環境改善に関する対策検討業務 20 20 19 廃止

本検証業務については廃止することとするが、本検討
業務で得られた知見を活かし、まだ環境基準に達成し
ていない特定の地域における対策の促進を図り、新
たな課題等にも対応していくため、対策の見直し等を
図っていくこと。

19 - ▲19 - 廃止

本検証業務については廃止することとするが、本
検討業務で得られた知見を活かし、まだ環境基準
に達成していない地域における騒音対策の促進・
見直し等を図っていくこととする。

道路局 5 快適な道路環境等を創造する 一般会計
（項）道路環境等対策費
　（大事項）道路環境等対策に必要な経費

0222 無電柱化に係るコスト縮減方策検討経費 134 134 129 廃止

本検証業務については廃止することとするが、無電柱
化については、観光の振興、災害の防止等の観点か
ら社会的ニーズは高いものの、厳しい財政状況等の
要因により整備が立ち遅れている。
このような状況を改善していくため、本検討結果を活
かし、効果的な整備手法やコスト縮減策の周知を図
る。

45 - ▲45 - 廃止
一定の成果を得られたため平成24年度をもって廃
止。本検証業務の成果を踏まえた事業実施を促進
していく。

道路局 5 快適な道路環境等を創造する 一般会計
（項）道路環境等対策費
　（大事項）道路環境等対策に必要な経費

0223
道路交通分野における地球温暖化対策検討経
費

11 11 11 廃止

本検証業務については廃止することとするが、本検討
で得られた調査結果を踏まえ、有効な地球温暖化対
策に係る次期計画をとりまとめるとともに、具体的な
地球温暖化対策の実施に向けた取組みを行う。

12 - ▲12 - 廃止

本検証業務については廃止することとするが、こ
れまでの調査で得られた結果を踏まえ、有効な地
球温暖化対策に係る次期計画をとりまとめるとと
もに、具体的な地球温暖化対策に取り組む。

道路局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計
（項）地球温暖化防止等対策費
　（大事項）地球温暖化防止等の環境の保全に必要な
経費

0224 道路橋の予防保全の着実な実施に係る経費 349 370 291 一部改善

H23年度より試行運用されている道路橋データベース
を基に全国の道路管理者が道路橋の点検や補修履
歴から得られる損傷状況等の知見を共有し、効率的
な道路橋のマネジメントサイクルの構築・運用が可能
となるよう検討すること。
また、特に点検が遅れている市町村の予防保全に向
けた取組みへの効果的な支援を図ること。

110 100 ▲10 - 執行等改善

・データベースについては、利活用方法等につい
て地方公共団体とも共有し、効率的な維持管理や
マネジメントサイクル確立に向けて取り組む。
・講習会、研修会を通じて市町村の技術力向上を
図るとともに、市町村が国に対して必要としてい
る支援内容を適宜把握し、効果的な支援を図る。

道路局 15 道路交通の安全性を確保・向上する 一般会計
（項）道路交通安全対策費
　（大事項）道路交通安全対策に必要な経費

0225
自転車ネットワークの安全性評価に係る検討
経費

212 230 221 廃止

本検証業務については廃止することとするが、自転車
走行空間ネットワークに係る技術基準・指針を全国へ
効果的に周知するとともに、本検討で得られた成果を
基に、地域の状況に応じた、きめの細かい自転車利
用環境整備を可能とするガイドラインを作成し、全国
へ効果的に周知すること。

158 - ▲158 - 廃止
一定の成果を得られたため平成24年度をもって廃
止。本検証業務の成果を踏まえた事業実施を促進
していく。

道路局 15 道路交通の安全性を確保・向上する 一般会計
（項）道路交通安全対策費
　（大事項）道路交通安全対策に必要な経費

0226
特殊車両通行許可の観点からの車両の大型化
に関する調査分析経費

10 10 10 廃止 平成２３年度をもって事業廃止 - - - - - － 道路局 15 道路交通の安全性を確保・向上する 一般会計
（項）道路交通安全対策費
　（大事項）道路交通安全対策に必要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
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補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0227
道路交通適正化に向けたLRT等の公共交通利
用促進施策に係る経費

58 58 29 廃止

本検証業務については廃止することとするが、本検討
で得られた課題やケーススタディ、実証実験の検証結
果等を有効に活かし、今後も軌道事業者等のニーズ
を把握しながら、道路管理者と軌道事業者が連携し
安全で安心なLRT等の利用促進を図ること。

69 - ▲69 - 廃止

本検討で得られた成果と併せて、今年度の業務で
得られる成果については、上記軌道事業者等が安
全面において抱えている課題を解決するための対
策に活用されるよう、効果的な情報発信を行うこ
とで、安全で安心なLRT等の利用促進を図ることと
したい。

道路局 29 道路交通の円滑化を推進する 一般会計
（項）道路交通円滑化推進費
　(大事項) 道路交通の円滑化の推進に必要な経費

0228
既存ストックを有効に活用した効率的な踏切
対策に関する検討経費

13 13 12 廃止 平成２３年度をもって事業廃止 - - - - - － 道路局 29 道路交通の円滑化を推進する 一般会計
（項）道路交通円滑化推進費
　(大事項) 道路交通の円滑化の推進に必要な経費

0229 高速道路の無料化に関する社会実験経費 20,000 20,041 19,756 廃止 平成２３年度をもって一時凍結 - - - - - - 道路局 29 道路交通の円滑化を推進する 一般会計
（項）道路交通円滑化推進費
　(大事項) 道路交通の円滑化の推進に必要な経費

0230
道路構造に関する設計基準等における日本規
格の採用促進に関する経費

12 12 12 廃止

本検証業務ついては廃止することとするが、本検討
結果で得られた知見を有効に活用し、特にアジアを中
心とした海外の急速な経済発展、都市の成長を我が
国に取り込むため、日本企業の円滑な海外進出が可
能となるような取組みを実施すること。

19 - ▲19 - 廃止

本年度の実施に当たっては、予算監視・効率化
チームの所見を踏まえ、執行段階において本検討
で得られた知見を有効に活用し海外展開を促進す
る取り組みを実施する。

道路局 32 建設市場の整備を推進する 一般会計
（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の推進に必要な経費

0231 道路空間のオープン化に関する検討調査業務 28 28 28 一部改善

民間事業者が考える道路空間の利活用ニーズの把
握や先行地区の事例調査等の結果を踏まえ、即効性
のある道路空間の利活用を図ることはもちろんのこ
と、道路管理者と民間事業者が中長期的に連携を図
り、両者にとって、よりよい道路空間の利活用が図れ
るよう検討していくこと。

27 27 - - 執行等改善

これまでの調査検討業務で得られた知見を活用
し、道路空間の利活用が推進されるよう検討する
とともに、道路管理者と民間事業者が中長期的に
連携を図り、両者にとって、よりよい道路空間の
利活用が図れるよう検討を行う。

道路局 30
社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的な推進に
必要な経費

302,032 117,944 99,646 185,139 - ▲185,139 

一般会計
社会資本整備
事業特別会計
道路整備勘定

（項）東日本大震災復旧・復興高速道路活用対策費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る高速道路の活用に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興河川等災害復旧事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る河川等災害復旧事業に必要な経費

（項）東日本大震災復旧・復興道路交通安全対策事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る道路更新防災等対策事業及び維持
に必要な経費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る道路交通安全対策事業に必要な経
費
（項）東日本大震災復旧・復興北海道道路交通安全対策事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る道路更新防災等対策事業に必要な
経費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る道路交通安全対策事業に必要な経
費
（項）東日本大震災復旧・復興沖縄道路交通安全対策事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る道路更新防災等対策事業に必要な
経費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る道路交通安全対策事業に必要な経
費
（項）東日本大震災復旧・復興地域連携道路事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る地域連携道路事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興北海道地域連携道路事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る地域連携道路事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興道路交通円滑化事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る道路交通円滑化事業に必要な経費
（項）東日本大震災復興道路交通安全対策事業費
　（大事項）東日本大震災復興に係る維持管理に必要な経費
　（大事項）東日本大震災復興に係る道路交通安全対策事業に必要な経費
（項）東日本大震災復興北海道道路交通安全対策事業費
　（大事項）東日本大震災復興に係る維持管理に必要な経費
　（大事項）東日本大震災復興に係る道路交通安全対策事業に必要な経費
（項）東日本大震災復興沖縄道路交通安全対策事業費
　（大事項）東日本大震災復興に係る道路更新防災対策事業及び維持管理に必
要な経費
　（大事項）東日本大震災復興に係る道路交通安全対策事業に必要な経費
（項）東日本大震災復興地域連携道路事業費
　（大事項）東日本大震災復興に係る地域連携道路事業に必要な経費

東日本大震災

（項）沖縄開発事業費
　（大事項）維持管理に必要な経費
（項）東日本大震災復興事業費
　（大事項）維持管理に必要な経費

（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費

東日本大震災に係る復興関連事業（道路関
係）（東日本大震災関連）

一部改善

東日本大震災の被災地の早期の復興を図るため、三
陸沿岸道路等の復興道路・復興支援道路の整備、法
面・盛り土等の防災対策や橋梁の耐震補強等の道路
の防・震災対策を、関係機関や地元自治体と連携を

図りつつ、迅速に事業を実施すること。

- 執行等改善

・被災地の早期の復興を図るため、三陸沿岸道路
等の太平洋沿岸軸、沿岸部と東北道を結ぶ横断軸
の強化について、民間の技術力を使用した事業推
進体制（事業促進ＰＰＰ）を導入しつつ、重点的

な整備等を推進する。

道路局 15
道路交通の安全性を確保・向上する
等

0232

- - - - 32,900 32,900 
東日本大震災
復興特別会計

（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）維持管理に必要な経費
　（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費
（項）道路交通安全対策事業費
　（大事項）維持管理に必要な経費
　（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費

- - - - (172,248) (172,248)
平成24年度以降は復興庁で
予算計上

復興庁参事官
（予算会計担

当）
- -

東日本大震災
復興特別会計

（項）東日本大震災復興事業費
　（大事項）維持管理に必要な経費
　（大事項）道路交通安全対策事業に必要な経費
　（大事項）地域連携道路事業に必要な経費

0233 公的賃貸住宅の管理等 15,483 15,651 11,666 現状通り
過去のチーム所見どおりに見直されており、引き続き
適切な執行を図られたい。

10,509 9,393 ▲1,116 - -
平成25年度も引き続き本事業に予算を計上して適
切に執行する。

住宅局 1

及び政
策評価
対象外

居住の安定確保と暮らしやすい居住環
境・良質な住宅ストックの形成を図る

一般会計

（項）住宅対策諸費
　（大事項）住宅対策諸費に必要な経費
（項）住宅施設災害復旧事業費
　（大事項）住宅施設災害復旧事業に必要な経費

0234 住宅市街地総合整備促進等事業 26,086 27,575 26,393 抜本的改善

政策課題の緊急度等に応じた重点的な配分だけでは
なく、独立行政法人の役割である民間事業主体の補
完に徹した事業への絞り込みを厳格に行うべきであ
る。

29,112 48,511 19,399 - 執行等改善

・独立行政法人都市再生機構では、平成20年3月に
都市再生事業実施に係る基準を策定し、都市再生
事業の政策的意義、民間のみでは実施困難な要
因、事業の採算性及び民間投資誘導の見込み等が
基準に適合するか検証してきたところ。
・さらに「独立行政法人の事務・事業の見直しの
基本方針」（平成22年12月7日閣議決定）を踏ま
え、事業実施基準をより明確化した新たな基準を
定め、平成23年4月より同基準に基づき、事業の実
施目的を限定し、かつ、具体的な政策実現効果目
標を設定するとともに、妥当性を外部の有識者か
らなる事業評価監視委員会で審議すること等とし
たところ。
・ご指摘と従前からの取り組みを踏まえ、平成25
年度の概算要求では、民間事業主体の補完に徹し
た事業であって、政策課題の緊急度等に応じ真に
必要な事業について要求を行っている。

要求額のうち重点要求
15,000百万円

住宅局 11 住宅・市街地の防災性を向上する 一般会計
（項）住宅防災事業費
　（大事項）住宅防災事業に必要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0235 住宅･建築物安全ストック形成事業 1,000 7,616 3,718 廃止
単独補助金と社会資本整備総合交付金を並立させる
のではなく、社会資本整備総合交付金に一本化すべ
き。

548 - ▲548 ▲ 548 廃止

・地方公共団体向けの補助金については、平成22
年度当初予算から社会資本整備総合交付金に移行
している（資金の流れに記載のある地方公共団体
については、平成21年度事故繰越分の執行）。
・残る補助金は民間等への直接補助であるが、平
成25年度の概算要求では要求を行わないこととし
ている。

住宅局 11 住宅・市街地の防災性を向上する 一般会計
（項）住宅防災事業費
　（大事項）住宅防災事業に必要な経費

0236 住宅･建築物市場環境整備促進事業 41,500 42,003 33,805 抜本的改善

公募の早期化、補助申請手続きの簡素化等により引
き続き適切な執行に取り組む。また、事業件数が相当
数にのぼってきており、個々の事業が適切に執行され
るよう、監理体制の強化を図るべきである。

54,500 54,500 - - 執行等改善

平成24年度において、
・約２ヶ月間の公募開始の早期化
・補助額の上限設定の実施
・補助要件の明確化による審査の合理化及び申請
事務の適正化
を実施するなど、多数の補助申請に対し、事業の
効率的かつ適切な実施に取り組んでいるところ。

住宅局 11 住宅・市街地の防災性を向上する 一般会計
（項）住宅防災事業費
　（大事項）住宅防災事業に必要な経費

0237 住宅金融支援機構 100,734 100,734 99,233 一部改善

平成２２年度予算から所要額を真年度補助金で措置
する方式へ改めた上で、毎年度不要な政府出資金等
を国庫納付してきているが、引き続き、過去に措置さ
れた出資金で国庫納付できる出資金はないか、見直
すべきである。

60,712 47,317 ▲13,395 - 執行等改善

平成２２年度予算から所要額を毎年度補助金で措
置する方式へ改め、毎年度不要な政府出資金等を
国庫納付してきており、引き続き、過去に措置さ
れた出資金で国庫納付等できる出資金はないか検
証を行う。

住宅局

1

2

居住の安定確保と暮らしやすい居住環
境・良質な住宅ストックの形成を図る

住宅の取得・賃貸・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

一般会計

（項）住宅対策諸費
　（大事項）住宅対策諸費に必要な経費
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0238 住宅市場環境整備推進経費 86 86 82 一部改善

住宅政策として必要性の高い調査が効果的に実施で
きるように調査目的の明確化、調査実施の重点化を
図るとともに、調査手法の改善や調達方法の競争性
の拡大等、適切な予算執行に取り組むように見直す。

97 121 24 - 執行等改善

【２３年度事業】
①「住宅市場に係る総合的な調査」、については、住
宅政策としての必要性の高い調査が効果的に実施でき
るように調査目的の明確化、調査実施の重点化を図っ
ている。また、適切な予算執行に取り組むために、調
査経費委託先選定にあたり、一般競争入札等を実施す
ることにより、競争性の確保・支出の削減を図ってい
るところ。
②、③、④については、事業の目的を達成したため、
終了する。
【２４年度事業】
①、②、③については、住宅政策としての必要性の高
い調査が効果的に実施できるように調査目的の明確
化、調査実施の重点化を図っている。また、適切な予
算執行に取り組むために、調査経費委託先選定にあた
り、一般競争入札等を実施することにより、競争性の
確保・支出の削減を図っているところ。
今回の所見を踏まえ、引き続き競争性のある手段によ
る調達や、効率的な調査客体確保の為の制度設計等を
行うことで適切な執行に努めて参りたい。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0239 市街地環境整備推進経費 18 18 18 一部改善

近年の社会経済情勢の変化に対応して調査内容を適
切に見直すとともに、社会的に意義のある調査が効
率的に行われるよう、外部有識者や関係者の意見を
取り入れるなど、調査目的の選定方法を改善する。

30 30 - - 執行等改善

社会的に意義のある調査をより効率的に行うた
め、国民からの要望を受け、外部有識者等の意見
を踏まえた「規制・制度改革」等において、安全
に係わる要望を中心に、早急に方策の検討をする
必要がある事項等を調査対象として選定した。ま
た、今後も、政策効果の高い事業を選定し、より
効率的・効果的な予算執行が可能となるように努
める。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0240 住宅・建築物安全安心対策推進経費 115 115 85 一部改善

多岐にわたる分野をカバーしており、個々の調査検討
が有機的に連携できるよう、全体としての政策目的実
現への貢献を評価可能なものとする必要がある。この
ため、重点分野等を指定した戦略的取組みの導入や
適切なアウトプット指標の導入など、執行管理の仕組
みを見直す。

112 113 1 - 執行等改善

 事業の各項目については、各項目の政策課題の解決に向け
て、適切かつ効率的な取組を実施している。
　例えば、③の項目については、これまで実施した調査を元
に、アスベストに関して建築物の実態調査を行う専門家の育
成プログラムを作成することとした。
　また、⑤の項目については、平成23年度までに実施した調
査を基に、瑕疵保険の新商品を開発するための取組を進める
こととし、平成24年度からは新成長戦略で示された中古住宅
流通・リフォーム市場の倍増に向けて消費者が安心してリ
フォームできる環境整備を図るため、地方公共団体等が活用
できるリフォーム相談ガイドラインの作成や専門家育成プロ
グラムの作成・普及を行うこととした。
　なお、「個々の調査検討が有機的に連携できるよう、全体
としての政策目的実現への貢献を評価可能なものとする必要
がある」というご指摘に対しては、今後事業の分類を再検討
することなどの見直しを行う予定。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0241
民間事業者等の知見を活用した建築基準整備
の推進事業

905 905 898 一部改善
予算管理の観点のみでなく、政策実現に資する効果
の評価が困難であるが、アウトプット指標を適切に設
定して、事業執行を管理できるように見直す。

900 900 - - -

本事業で対象としている調査事項は、住宅・建築物に関する
社会的要請の高い喫緊の政策課題を設定して実施している。
　平成23年度事業においては、平成23年度早期に実施した調
査成果をもとに、たとえば、津波避難ビル等の構造上の要件
に係る指針及び技術基準の整備やエレベーターに関する性能
評価方法の見直しを行った。また、その他にも平成23年度の
調査成果をもとに、平成24年度に東日本大震災での被害を踏
まえたエスカレーターの落下防止対策や建築物における天井
脱落防止対策に関する技術基準の試案を策定してパブリック
コメントを実施した。
　このように本事業の適切な執行により、新たな技術等に対
応した技術基準の整備・合理化やそれに向けた取組の確実な
進捗が図られている。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0242
住宅瑕疵担保責任保険制度の安定的運営の確
保事業

308 308 285 廃止 昨年度の行政事業レビューで廃止。 - - - - - 平成23年度で廃止。 住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0243 住宅消費者への相談体制の整備事業 991 991 987 廃止

リフォームに関する相談体制整備等を図る方策とし
て、イベント、広報、関連サイト支援等、多様な手法で
取り組んでいるが、経常化が懸念されるほか、事業の
相乗効果が期待できないため廃止すべきである。

400 600 200 - 執行等改善

日本再生戦略（平成24年7月31日閣議決定）に掲げられた、
2020年までの中古住宅流通市場・リフォーム市場の規模倍増
の目標を実現・達成するためには、早期に集中的に消費者保
護の図られた市場環境を整備する必要があり、消費者の相談
体制の整備や消費者支援施策の周知・普及促進が必要不可欠
である。また、消費者委員会による「住宅リフォームに関す
る消費者問題への取組についての建議」（平成23年8月26日）
においても、相談体制の整備等について取り組むよう指摘さ
れている。今後市場が活性化することにより消費者トラブル
の増加も懸念されるため、平成25年度以降もリフォーム市場
環境整備事業として消費者の相談体制の整備や消費者支援施
策の周知・普及促進を引き続き実施するよう予算要求を行
う。
なお、経常化が懸念されるとの指摘については、相談体制の
整備に関しては、地域における相談体制の整備状況を見て判
断する必要があると考えているが、その他のイベント等の取
組については、内容を精査しつつ、日本再生戦略等に示され
た目標の達成に向けて集中的に対応すべき期間として今後3年
間に限って実施することとする。
また、事業の相乗効果への指摘については、リフォーム瑕疵
保険や既存住宅売買瑕疵保険等を活用したリフォームの提供
や中古住宅を仲介する民間事業者の取組が始まりつつあると
ころであり、日本再生戦略の実現に向け今後3年間引き続き実
施することにより民間事業者への普及・定着等を図ることと
したい。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0244 建築物の安全確保のための体制の整備事業 340 340 333 一部改善
事業が適切に執行できるか否かを的確に評価できる
よう、適切なアウトプット指標を設定する。

300 300 - - -

構造計算の妥当性の検証により抽出された審査で
留意すべき事項を指定確認検査機関へ通知し、よ
り適確な確認審査の実施に役立てている。また、
大臣認定を取得した防耐火構造等に係る性能確認
試験等による調査分析結果を公表することで、大
臣認定申請企業等の適正な大臣認定取得等の促進
を図っている。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0245 住宅市場技術基盤強化推進事業 1,473 1,473 1,399 一部改善

事業の整理統合を行った上で重点化等を図ってきて
いるが、引き続き、効率化、コスト削減等の適切な執
行が図られるように見直す。また、支援対象となる
個々の事業が全体として特定の政策目的の実現に効
果を上げていることがわかるように、適切なアウトプッ
ト指標の設定等に努める。

1,957 1,956 ▲1 - 執行等改善

御指摘のとおり、今後も引き続き、効率化、コス
ト削減等の適切な執行が図られるように見直すと
ともに、政策目的の実現に対する効果の把握に努
める。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0246 住宅セーフティネット基盤強化推進事業 299 299 247 一部改善
民間事業者等の活動を支援する事業であり、効果的・
効率的な運営を図るために、支援対象を初動期に限
定する等、戦略的に重点化する。

700 450 ▲250 ▲ 250 縮減

本事業については、初動期対応としての役割が一
定程度果たされつつあることを踏まえ、平成25年
度の要求額を縮減することとする。今後もご指摘
を踏まえ、事業の採択に当たっては、戦略的に重
点化を図るなど効率的・効果的な運営を図ってま
いりたい。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0247 木造住宅施工能力向上・継承事業 765 765 733 抜本的改善

過去の指摘を踏まえて、対象の重点化、競争性の向
上、事業後のフォローアップ等をより一層進める。さら
に、政策目的に即した中長期の工程を明確にして、効
果検証可能なアウトプット指標を導入する。さらに、講
習等の参加者に付与するインセンティブの水準を見直
して、自立的な取組へ移行させる。

987 987 - - 執行等改善

平成24年度においては、特定の項目について体系
的な内容で実施するなどして支援対象の選択と集
中を図っている。また、講習会の修了者に対して
修了証を発行しており、その所持が当該参加者の
日常の事業活動においてメリットとなるような仕
組みづくりを検討することとしている。さらに、
中・長期的観点から政策目標に即し、より計画的
に事業内容・工程を明確化しつつ、事業執行管理
を行う仕組みづくりに努める。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0248 既存住宅流通・リフォーム推進事業 1,817 856 856 廃止

適切な事業執行に向けた努力は行われているが、保
険の普及促進等を図るために、必要不可欠な支援ス
キームとはいえず、事業目的と事業スキームとの関
係を抜本的に整理する必要があることから、本事業は
廃止する。

2,000 - ▲2,000 ▲ 2,000 廃止 本事業は平成24年度で廃止する。 住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0249 建築確認手続き円滑化等推進事業 396 396 325 一部改善
周知等への支援としては執行率が低位に止まってお
り、適切な執行を図るため、予算規模の見直し、ある
いは早期の計画的発注等を行う。

200 200 - - 執行等改善

平成23年度においては、本事業の一部の事業につ
いて執行率が低位に止まったが、これらの執行状
況を踏まえ、平成25年度概算要求においては、適
正な予算規模に見直して予算額の縮減を行ってい
るところ。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0250 木造建築基準の高度化推進事業 437 437 417 一部改善
国民的関心も高く、コスト削減等の努力を最大限に発
揮するよう、公募期間の適切な設定、評価過程の透
明性確保等の改善を行う。

550 200 ▲350 ▲ 350 縮減

補助事業の期間は、平成23年～25年度の３ヶ年で
あるが、本事業の性質上、同一の者が行う必要が
あることから、補助事業者の採択については、平
成23年度にまとめて行っている。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

0251 マンション再生環境整備事業 136 136 91 廃止
政策目的と事業内容が結びついておらず、また、事業
の出口戦略がないため、効果の検証が不能であり、
本事業は廃止する。

100 - ▲100 ▲ 100 廃止

予算監視・効率化チームの所見を踏まえて、本事
業は廃止する。今後は、マンションにおける被災
時の対応や外部の専門家を役員として派遣する等
の個別の課題に対して重点的に取り組んでいく。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0252 住宅・建築物環境対策検討経費 54 54 46 一部改善

重点化、競争性確保、コスト縮減等に引き続き取り組
むとともに、調査検討業務としては執行率が低位に止
まっていることに留意して、予算の適正化、あるいは
早期の計画的発注等を行う。

53 53 - - 執行等改善

今回の所見を踏まえ、重点化、コスト縮減等に取
り組むとともに、調査委託先選定にあたり、競争
性のある手段による調達等を引き続き行うことで
適切な執行に努めて参りたい。加えて早期の計画
的発注等の実施により執行率上昇に努める。

住宅局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計
（項）地球温暖化防止等対策費
　（大事項）地球温暖化防止等の環境の保全
に必要な経費

0253 環境・ストック活用推進事業 16,040 10,629 10,342 抜本的改善

省エネ化を進めるための取組みとして、全国の既存
住宅・建築物をすべて支援することは困難であり、既
に一般化している省エネ改修への支援は縮小して、
市場を牽引するモデル的取組への支援を強化するよ
う、事業対象を重点化する。

17,310 21,939 4,629 - 執行等改善
御指摘を踏まえ、省エネ改修への支援は縮小し
て、モデル的取組への支援を強化し、事業対象を
重点化する。

要求額のうち特別重点要求
5,000百万円 住宅局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計

（項）地球温暖化防止等対策費
　（大事項）地球温暖化防止等の環境の保全
に必要な経費

0254 長期優良住宅等推進環境整備事業 200 200 182 廃止

政策目的と手段の整合を図った上で、ゼロベースで事
業自体のあり方を考え直すべき。あらためて既存ス
トックの有効活用の観点から必要な事業があれば長
期優良住宅とは別の仕組みとして実施すべき。

200 - ▲200 ▲ 200 廃止

上記所見、補記記載の平成24年度行政事業レ
ビュー「公開プロセス」のとりまとめ結果及び行
政刷新会議の「横断的な見直しの視点」（他の手
法での対応の検討）を踏まえ、長期優良住宅等推
進環境整備事業を廃止する。

住宅局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計
（項）都市・地域づくり推進費
　（大事項）都市・地域づくりの推進に必要
な経費

170,293 147,547 7,320 - - - - 住宅局

1

2

9

25

及び政
策評価
対象外

居住の安定確保と暮らしやすい居住環
境・良質な住宅ストックの形成を図る

住宅の取得・賃貸・修繕が円滑に行わ
れる住宅市場を整備する

地球温暖化防止等の環境の保全を行う

都市再生・地域再生を推進する

一般会計

（項）住宅対策事業費
　（大事項）住宅対策事業に必要な経費
（項）住宅施設災害復旧事業費
　（大事項）住宅施設災害復旧事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興住宅対策諸費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る住宅対策
諸費に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興住宅防災事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る住宅防災
事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興都市再生・地域再生整
備事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る都市再
生・地域再生整備事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興住宅市場整備推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る住宅市場
の環境整備の推進に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興地球温暖化防止等対策
費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る地球温暖
化防止等の環境の保全に必要な経費

- - - (1,530) (700) (▲830) (▲ 430)
復興庁参事官
（予算会計担

当）
- -

東日本大震災
復興特別会計

（項）東日本大震復興事業費
　（大事項）住宅対策諸費に必要な経費
　（大事項）都市再生・地域再生整備事業に必要な経費

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必要な経費

一部改善

ＵＲの職員派遣への支援については、復興事業の事
務費や委託費の中で対応する本来の形態に戻すこと
として、本事業においては廃止するほか、その他の事
業については、適切な事業執行に努める。

縮減

所見のとおり、ＵＲの職員派遣への支援について
は、復興事業の事務費や委託費の中で対応する本
来の形態に戻すこととして、本事業においては廃
止するほか、その他の事業については、適切な事
業執行に努めることとする。

0255
東日本大震災公的賃貸住宅等復旧・復興事業
（東日本大震災関連）

平成24年度以降は復興庁で
予算計上

206,700 206,700 206,700 - - - - 住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計

（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必
要な経費

（項）東日本大震災復旧・復興住宅市場整備
推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
住宅市場の環境整備の推進に必要な経費

- - - (53,900) (0) (▲53,900) - 
復興庁参事官
（予算会計担

当）
- -

東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
　（大事項）住宅市場の環境整備の推進に必要な経費

0257
東日本大震災住宅金融円滑化緊急対策費補助
金（東日本大震災関連）

15,900 15,900 15,900 一部改善

復興住宅の建設という見通しがたい事態への対応で
はあるものの、必要経費を厳格に管理し、余剰分につ
いては適切に返納する。さらに、想定される事業規模
の把握・精査を適宜行い、事業の中断等、執行管理を
適切に行う。

- - - - -
想定される事業規模の把握・精査を適宜行い、必
要経費を厳格に管理していく。

住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑
に行われる住宅市場を整備する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興住宅市場整備
推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
住宅市場の環境整備の推進に必要な経費

0258
東日本大震災復興・住宅エコポイント（東日
本大震災関連）

72,300 72,300 72,300 一部改善

消費者に直結する支援事業であることに鑑み、市場
の混乱等を引き起こさないよう、事業の中断等、適切
な執行管理を行う。また、事業効果の適切な把握、評
価に努める。

- - - - -
御指摘のとおり、市場の混乱等を引き起こさない
よう、適切な執行管理を行うとともに事業効果の
適切な把握、評価に努める。

住宅局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興地球温暖化防
止等対策費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
地球温暖化防止等の環境の保全に必要な経費

0259 整備新幹線整備事業 70,600 75,017 75,017 現状通り

事業の執行にあたっては、引き続き工事費縮減に努
めるとともに、新規着工区間については、財政規律に
配慮して公共事業関係費やそれに伴う地方負担に過
度に依存しない等、平成23年12月の政府・与党確認
事項を踏まえ適切に対応すること。

70,600 70,600 - - -

事業の執行にあたっては、総合評価方式を導入す
る等、一般競争入札を基本としている。また、国
土交通省に入札・契約結果の報告を求めており、
新規着工区間も含め引き続き入札・契約手続きの
改善を指導し、工事費の縮減に努めていく。

鉄道局 23 整備新幹線の整備を推進する 一般会計
（項）整備新幹線整備事業費
　（大事項）整備新幹線整備事業に必要な経費

0260 都市鉄道利便増進事業 850 4,485 4,485 一部改善

今後、事業の進捗に伴い事業費がピークを迎えること
から、引き続き、適正な入札・契約手続きを実施する
等により工事費の縮減に最大限努力すること。また、
事業の進捗を厳格に管理し、事業完成までの見通し
を明らかにすることにより、真に必要な事業費を精査
すること。

4,900 6,141 1,241 - 執行等改善
引き続き、工法の見直し、シールドマシン機械の
再利用等によりコスト縮減を図った。

鉄道局 26 鉄道網を充実・活性化させる 一般会計
（項）鉄道網整備事業費
　（大事項）鉄道網を充実・活性化させるため
の鉄道整備事業に必要な経費

-0256 一部改善

復興住宅の建設という見通しがたい事態への対応で
はあるものの、必要経費を厳格に管理し、余剰分につ
いては適切に返納する。さらに、想定される事業規模
の把握・精査を適宜行い、予算と執行の乖離の抑制
に努める。

想定される事業規模の把握・精査を適宜行い、必
要経費を厳格に管理していく。

東日本大震災災害復興住宅融資等緊急対策費
補助金（東日本大震災関連）

平成24年度以降は復興庁で
予算計上
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0261 都市鉄道整備事業 21,120 23,163 22,610 一部改善

事業費の繰越額が大きいことから、引き続き、適正な
入札・契約手続を実施する等により、事業費のより一
層の縮減に努めること。また、事業の進捗を厳格に管
理し、事業完成までの見通しを明らかにすることによ
り、真に必要な事業費を精査し、予算額の縮減に努め
ること。

16,436 15,067 ▲1,369 ▲1,369 縮減
所見を踏まえ、総合評価一般競争入札の試行等、
契約・入札手続の改善及び事業進捗の管理を厳格
化し予算額の縮減に努めている。

要求額のうち重点要求6,016
百万円

鉄道局 26 鉄道網を充実・活性化させる 一般会計
（項）鉄道網整備事業費
　（大事項）鉄道網を充実・活性化させるため
の鉄道整備事業に必要な経費

0262 幹線鉄道等活性化事業 782 1,141 1,126 一部改善

事業の執行にあたっては、事業内容・規模・期間が異
なる様々な事業が含まれていることから、各事業毎に
執行面での課題を的確に把握し、進捗の管理を厳格
化するとともに、新規採択にあたっては、限られた予
算の中で政策目的に照らして真に必要なもの、緊急
性の高いものから実施されるよう、優先順位付けや重
点化を図ること。

950 1,548 598 - 執行等改善

所見を踏まえ、事業の進捗状況を把握し、必要な
事業費について要求額に反映させている。
また、新規採択にあたって、必要性などを考慮し
優先度の高い事業について要求している。

鉄道局 26 鉄道網を充実・活性化させる 一般会計
（項）鉄道網整備事業費
　（大事項）鉄道網を充実・活性化させるため
の鉄道整備事業に必要な経費

0263 鉄道駅総合改善事業 300 211 205 一部改善

鉄道駅総合改善事業は、都市側の事業と一体的に連
携して行われるものであるが、一部に事業の遅延等
が見受けられることから、事業効果・効率性がより発
揮されるよう、進捗の管理や調整を厳格化すること。
また、事業効果が適切に検証できるような政策目標
の設定を行うべき。

300 558 258 - 執行等改善

チーム所見を踏まえ、現在継続している事業につ
いては、事業効果や効率性がより発揮されるよ
う、進捗の管理や調整を厳格に行い、１日も早い
事業完成に向け努力する。
事業効果の検証については、個別事業毎に、新規
事業採択時の事前評価により事業目的とその達成
度合い等を評価し、事業の必要性を熟慮したうえ
で採択することに加え、事業完了後に外部有識者
による事後評価を実施し、その達成状況を検証す
ることにより実施している。

鉄道局 26 鉄道網を充実・活性化させる 一般会計
（項）鉄道網整備事業費
　（大事項）鉄道網を充実・活性化させるため
の鉄道整備事業に必要な経費

0264 鉄道施設総合安全対策事業 83 390 266 一部改善

鉄道施設老朽化対策事業は、実施対象事業者が１者
のみとなっていることから、事業者ニーズを適切に踏
まえたものとなっているかどうか、本事業の必要性や
現在の事業手法の妥当性を含め、検証すべき。

83 83 - - 執行等改善

当事業は老朽化が進んでいる大規模構造物に対し
て継続的・集中的な補強工事を行っていることか
ら、現在の事業手法としている。
また、今後も補助対象の募集を継続し、必要性の
優先順位付けを行ったうえで当該制度を積極的に
活用し、単独では事業の実施が困難な中小鉄道事
業者を支えることで、運転保安の維持を図ってい
く。
なお、事業手法において改善点がないかを引き続
き検証していきたい。

鉄道局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計
（項）鉄道安全対策事業費
　（大事項）鉄道安全対策事業費に必要な経費

0265 鉄道防災事業 411 1,226 1,210 一部改善

一般防災事業は、事業実施箇所の選定理由を明確化
するとともに、優先順位付けや重点化を図るべき。ま
た、青函トンネル機能保全について、今後の見通しを
示した上で、予算の重点化・効率化を図るべき。

411 2,111 1,700 - 執行等改善

一般防災事業は計画箇所の選定理由と優先順位の
根拠を明らかにした上で事業採択を行っていると
ころであるが、さらに明確化されるよう配慮して
参りたい。
青函トンネル事業は、海底トンネルにおける維持
管理という特殊性から、見直しを立てにくい事業
であるが、極力今後の見通しを示した上で予算の
重点化・効率化を図っていきたい。

要求額のうち重点要求2,111
百万円

鉄道局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計
（項）鉄道安全対策事業費
　（大事項）鉄道安全対策事業に必要な経費

0266 鉄道防災事業（東日本大震災関連） 903 903 - 一部改善
青函トンネルの機能保全について、今後の見通しを示
した上で、予算の重点化・効率化を図るべき。

- - - - 執行等改善

青函トンネル改修に対する事業費補助について
は、海底トンネルにおける維持管理という特殊性
から見直しを立てにくい事業であるが、極力、今
後の見通しを示した上で、事業の重点化・効率化
を図っていきたい。

鉄道局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興鉄道安全対策事
業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る鉄
道安全対策事業に必要な経費

社会的ニ ズの高い地方鉄道の維持管理コスト低

0267 鉄道技術開発 927 927 916 一部改善

一般鉄道に係る技術開発は、社会的要請・ニーズを
踏まえつつ、鉄道施設等の省エネルギー化、省コスト
化、安全性の向上等、政策的に必要性・重要性・緊急
性の高い事業に重点化すること。

646 669 23 - 執行等改善

社会的ニーズの高い地方鉄道の維持管理コスト低
減に資する技術開発を新たに実施する。
また、旅客の転落事故防止に資する新方式のホー
ムドアや、東日本大震災を踏まえた耐震性向上手
法、節電・省エネ効果が期待される蓄電池電車の
開発等、社会的必要性・重要性・緊急性の高い事
業に引き続き重点化を図った。引き続き、重点化
を図ることにより、コスト縮減に努めていく。
なお、事業選定にあたっては、引き続き評価委員
会において、第三者により必要性等の観点から評
価頂くこととしている。

要求額のうち重点要求392百
万円

鉄道局 4 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経費

0268 整備新幹線建設推進高度化等事業 2,700 2,606 2,606 一部改善

未着工区間における設計施工法等調査については、
従来の未着工３区間が今回新規着工することに伴
い、必要な事項を精査した上で予算額の縮減を図るこ
と。
軌間可変技術調査については、実用化に向けたスケ
ジュール管理を厳格に行うとともに、応札者が限られ
る特殊な事業であっても引き続きコスト縮減に努める
べき

7,020 5,055 ▲1,965 ▲278 縮減

未着工区間における調査については、従来の未着
工３区間に係る工事実施計画の認可を踏まえ、予
算額の縮減を図った。
軌間可変技術調査については、実用化に向けた技
術開発の最終段階として、実際の営業走行を想定
した耐久走行試験を実施するために必要な、新幹
線と在来線の接続線の設置等を行うための予算に
関して重点要求を行った。引き続き、既存施設の
有効活用等により、コスト縮減に努めていく。

要求額のうち重点要求4,500
百万円

鉄道局 23 整備新幹線の整備を推進する 一般会計
（項）整備新幹線建設推進高度化等事業費
　（大事項）整備新幹線建設推進高度化等事業
に必要な経費

0269 踏切保安設備整備 149 149 108 一部改善
限られた予算を有効に活用し、踏切道改良促進法の
目的を早期に達成するよう、不用が生じている理由を
把握・分析し、執行率の向上を図ること。

107 107 - - 執行等改善
チーム所見を踏まえ、不用が生じる原因について
把握・分析し、事業を実施することとした。

鉄道局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0270 新線調査費等 207 207 202 一部改善

新線等調査については、中央新幹線に係る手続き等
の進捗を踏まえて、国が実施する必要がある調査事
項を整理するとともに、調査対象についても社会的要
請・ニーズ等を踏まえ見直しを行うこと。

56 220 164 - 執行等改善
今後の中央新幹線の手続きを踏まえ、大深度地下
での安全・防災対策等必要性が高い調査を実施す
る。

鉄道局 23 整備新幹線の整備を推進する 一般会計
（項）鉄道網整備推進費
　（大事項）鉄道網の充実・活性化の推進に必
要な経費

0271 鉄道整備等基礎調査 125 125 116 一部改善

競争性のある発注方法を徹底するとともに、調査期間
を十分に確保する等、発注方法の改善を図るべき。
また、調査結果の活用についても厳しく検証し、漫然
とした調査が繰り返されることのないようにすべき。

50 135 85 - 執行等改善
調査数が前年より増加したことから増額となった
が、ヒアリング等により調査案件の優先度を精査
し必要最小限額の所要額を要求している。

鉄道局 26 鉄道網を充実・活性化させる 一般会計
（項）鉄道網整備推進費
　（大事項）鉄道網の充実・活性化の推進に必
要な経費

0272 戦傷病者等無賃乗車船等 96 96 96 現状通り

戦傷病者等無賃乗車船等負担金は、戦傷病者特別
援護法（昭和３８年法律第１６８号）の規定等に基づ
く、義務的な経費であるため現状通りとする。

77 59 ▲18 - - チーム所見を踏まえ、現状通りとした。 鉄道局 － － 一般会計
（項）国土交通本省共通費
　（大事項）戦傷病者等無賃乗車船等の国庫負
担に必要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0273 譲渡線建設費等利子補給 328 328 328 現状通り

本補給金の額については借入金の借換に係る金利に
より機械的に決まるものであるため、現状通りとする。
なお、現在対象となっている路線の債務の償還が終
了した際には、事業を廃止すべき。

202 202 - - - チーム所見を踏まえ、現状通りとした。 鉄道局 26 鉄道網を充実・活性化させる 一般会計
（項）鉄道網整備推進費
　（大事項）鉄道網の充実・活性化の推進に必
要な経費

0274
（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構運営
費交付金

252 252 252 抜本的改善
中期目標期間が平成２４年度をもって終了することか
ら、今後、新たなルールに基づき、効率化を図るべ
き。

241 226 ▲15 ▲15 縮減

引き続き経費の削減に向けた取り組みを実施する
ことに加え、給与改定臨時特例法に基づく国家公
務員の給与削減と同等の給与削減相当額を控除す
ることにより縮減を図った。また、チーム所見を
踏まえ、今後策定する新たな中期目標に基づき、
効率化を図ることとする。

鉄道局
26

41

鉄道網を充実・活性化させる

技術研究開発を推進する
一般会計

（項）独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支
援機構運営費
　（大事項）独立行政法人鉄道建設・運輸施設
整備支援機構運営費交付金に必要な経費

0275 鉄道技術基準等 141 141 131 一部改善

昨年のチーム所見を踏まえ、土木関係調査について
は、他の研究成果の活用を図ることとし、平成２４年
度予算において金額の縮減を図っている。
引き続き、漫然とした継続調査とならないよう、調査の
必要性及び発注方法について不断の見直しを行うべ
き。

147 146 ▲1 - 執行等改善

チーム所見を踏まえ、調査の必要性については、
引き続き他の研究成果の活用や調査事項を精査し
優先度を図るとともに、発注方法については、調
査事項を精査したうえで、競争性を高める取り組
みを行う。

鉄道局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計

（項）公共交通安全対策費
　（大事項）公共交通安全対策の技術開発に必
要な経費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0276 鉄道安全対策等 63 63 44 一部改善

地方運輸局の庁費・旅費については、保安監査や保
安連絡会議の実績を踏まえて不断の見直しをすべ
き。
委託調査については、より競争性のある発注方法へ
の改善を図るべき。

62 62 - - 執行等改善

地方運輸局の庁費・旅費については、必要な所要
額としている。
委託調査については、より競争性を高める取り組
みを行う。

鉄道局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計

（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通安全対策の技術開発に必
要な経費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費
　（大事項）鉄道網の充実・活性化の推進に必
要な経費

0277 鉄道安全対策等（東日本大震災関連） 98 98 97 廃止

独力で本格的な調査体制の構築が不可能な被災路
線について国が緊急的に実施した調査であり、継続
的に実施するものではない。

- - - - - ─ 鉄道局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策の技術開発に
必要な経費

0278 幹線鉄道旅客流動実態調査 89 89 88 抜本的改善

次回調査（平成27・28年度）へ向け、競争性のある発
注方式の継続、調査票の回収効率の向上に加え、需
要予測の精度の向上に資する分析・推計方法の工夫
を推進すべき。

- - - - 執行等改善

次回調査（平成27・28年度）へ向け、競争性のあ
る発注方式の継続、調査票の回収効率の向上に加
え、需要予測の精度の向上に資する分析・推計方
法の工夫を推進する。

鉄道局 33
市場・産業関係の統計調査の整備・活
用を図る

一般会計
（項）国土交通統計調査費
　（大事項）国土交通統計に必要な経費

0279 動力車操縦者運転免許管理システム 14 14 3 廃止
必要なシステムの構築が完了したことから平成２３年
度をもって廃止。

- - - - -
必要なシステムの構築が完了したことから平成２
３年度をもって廃止。

鉄道局 33
市場・産業関係の統計調査の整備・活
用を図る

一般会計
（項）国土交通統計調査費
　（大事項）国土交通統計に必要な経費

0280 鉄道施設安全対策事業（鉄道駅耐震補強） 812 812 276 一部改善

本事業は第三セクター又は公益法人経由の補助制度
を廃止し、効率的な執行を図る目的で創設された制
度であるが、執行率が低いこと等から、補助事業者に
対する強力な助言・指導等を含め、政策目的に照らし
て緊急性の高いものから実施されるよう重点化を図る
とともに、事業実施の効率化等を図るための改善を図
るべき。

391 5,154 4,763 - 執行等改善

平成２５年度概算要求では、切迫性や被害の影響
度が高い首都直下地震・南海トラフ地震等の大規
模地震に備え、より多くの鉄道利用者の安全を確
保する観点から、一層の耐震対策の強化に資する
制度に見直すとともに、早期復旧等の観点から優
先的に取り組むものとして各事業者が策定する実
施計画に位置づけられる箇所に重点化して対象と

要求額のうち重点要求5,154
百万円

鉄道局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

することとした。

0281 鉄道施設安全対策事業（災害復旧） 68 68 62 一部改善
災害復旧事業であっても、競争性のある発注方法の
徹底等により、コスト縮減や効率的な事業執行に努め
るべき。

68 68 - - 執行等改善

機会をとらえて競争性のある発注方法を周知して
いるところであり、審査の際にも契約方法の確認
を行っているところであるが、さらに競争性・透
明性の確保と事業費の縮減が図られるよう努めて
参りたい。

鉄道局 － － 一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0282
鉄道施設安全対策事業（鉄道駅耐震補強）
（東日本大震災関連）

- - - 廃止
通常の鉄道駅耐震補強事業との関係を再整理する必
要があることから、一旦廃止とし、社会的要請を踏ま
えて補助メニューの統一化や重点化を図ること。

170 - ▲170 ▲170 廃止 ─ 鉄道局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

東日本大震災
復興特別会計

（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

6,562 3,549 2,477 - - - - 鉄道局 － － 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興公共交通等安全
対策費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興公共交通
等安全対策費

- - - (2,250) (900) (▲1,350) - 
復興庁参事官
（予算会計担

当）
－ －

東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
　（大事項）公共交通安全対策に必要な経費

0284
新たな自動車旅客運送業務の取り組みにおけ
る体制の強化

7 7 5 一部改善

研修については、前回の指摘を踏まえ改善が図られ
た。また全国の各種協議会等への参加についても、
実効性・効率性を高め、経費の合理化に努め、実施す
べき。

7 8 1 - 執行等改善

H25年度については、研修を廃止したことから、協
議会への参加時の助言・情報提供内容等の充実を
図り、実効性を高めることとした。
また、H24年4月に起こった高速ツアーバス事故を
踏まえ、地方高速ツアーバス安全対策会議が開催
され、H25年度においても引き続き開催されること
から、真に必要な事項のみを追加することとし、
必要最低限の概算要求額とした。

自動車局 27 地域公共交通の維持・活性化を推進する 一般会計

（項）地域公共交通維持・活性化推進費
　（大事項）地域公共交通の維持・活性化の推
進に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）地域公共交通の維持・活性化の推
進に必要な経費

0285 環境対応車普及促進対策 22,923 27,069 25,253 一部改善
事業実施に際して、実績価格を踏まえた補助額となる
よう、今後も引き続き見直しに努めるべき。

980 2,532 1,552 ▲41 縮減
実勢価格を踏まえた効率的な要求を行っていると
ころ。

要求額のうち特別重点要求
1,799百万円

自動車局 5 快適な道路環境等を創造する 一般会計
（項）道路環境等対策費
　（大事項）道路環境等対策に必要な経費

0286 次世代大型車開発・実用化促進事業 249 249 237 一部改善

昨年の指摘を踏まえた改善がなされており、今後も引
き続き、競争性のある契約方法を活用するなど実効
性・効率性を高め、経費の合理化に努め、実施すべ
き。

249 249 - - 執行等改善
実効性・効率性を高め、経費の合理化に努めてい
るところ。

自動車局 5 快適な道路環境等を創造する
自動車安全特別
会計自動車検査

登録勘定

（項）業務取扱費
　（大事項）車両の環境対策に必要な経費

執行等改善

事業内容と進捗状況の把握を逐次細かく行い、厳
格な予算管理を指導する。また、復旧方法や施行
順序等にも積極的により効率的な手段を進言する
ことで、適切な予算執行に努めていきたい。

平成24年度以降は復興庁で
予算計上

0283
鉄道施設安全対策事業（災害復旧）（東日本
大震災関連）

抜本的改善
多額の不用・繰越が発生していることから、事業の進
捗を厳格に管理し、事業執行の抜本的な改善に努め
るべき。
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0287
地域交通、物流の革新を促す新たな低炭素実
用車両の開発促進

19 38 37 廃止 本事業は廃止すべきと考える。 - - - - - 自動車局 5 快適な道路環境等を創造する 一般会計
（項）道路環境等対策費
　（大事項）道路環境等の技術開発に必要な経
費

0288
自動車運送事業者によるCO2削減努力の評価
手法、付加価値創出法の開発

17 34 27 廃止 本事業は廃止すべきと考える。 - - - - - 自動車局 5 快適な道路環境等を創造する 一般会計
（項）道路環境等対策費
　（大事項）道路環境等の技術開発に必要な経
費

0289
地球環境対策のための自動車に係る二酸化炭
素等の排出量低減対策及び新燃費目標設定に
関する調査

4 4 4 廃止 本事業は廃止すべきと考える。 4 - ▲4 ▲4 廃止

チーム所見を踏まえ、既存の他事業を活用することに
より必要な調査をより効率的に実施することを検討す
ることとし、本事業については平成24年度で廃止とす
る

自動車局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計
（項）地球温暖化防止等対策費
　（大事項）地球温暖化防止等の環境の保全に
必要な経費

0290 車両の環境対策 109 125 120 一部改善

昨年の指摘を踏まえた改善がなされており、今後も引
き続き、競争性のある契約方法を活用するなど実効
性・効率性を高め、経費の合理化に努め、実施すべ
き。

142 211 69 - 執行等改善
実効性・効率性を高め、経費の合理化に努めてい
るところであるが、２５年度要求において調査項
目を追加したことから増額要求となった。

自動車局 5 快適な道路環境等を創造する
自動車安全特別
会計自動車検査

登録勘定

（項）業務取扱費
　（大事項）車両の環境対策に必要な経費

0291 自動車監査担当官専門研修の実施 2 2 1 廃止
研修のあり方、効率化の観点から自動車局主催の研
修は平成２４年度限りで廃止するべき

1 - ▲1 ▲1 廃止

研修のあり方、効率化の観点から自動車局主催の研
修しての要求は平成２４年度限りで廃止する。ただ
し、自動車監査担当者の研修は重要であると考えて
おり、国土交通大学校と連携して、しっかりと研修は
行っていく。

自動車局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハ
イジャック・航空機テロ防止を推進する

一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0292
ＩＴを活用した運送事業に対する監査体制の
強化

64 64 52 一部改善

利用状況が極端に低いシステム機能を削減するな
ど、運用コストの削減が図られたことから現状を維持
することとする。
また、次期システムにおける新たな機能追加にあたっ
ては、コスト面に配慮したシステム構成や保守体制に
することはもとより、真に必要な機能のみを追加すべ
き。

111 48 ▲63 - 執行等改善

関越道における高速ツアーバス事故を受け、シス
テムの機能追加を行う必要があるが、平成２４年
度の次期システム開発と併せて対応することによ
り、開発コストの縮減を図っているところ。

自動車局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハ
イジャック・航空機テロ防止を推進する

一般会計

（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0293
タクシー運転者登録制度ネットワークシステ
ムの運用

25 25 25 抜本的改善

H25年度については、運用保守及びサーバ等更新時
期にあたるが、システム改修に際し、新たな機能追加
等については、コスト面に配慮し、真に必要な機能の
みを追加すべき。

25 45 20 - 執行等改善

H25年度については、運用保守及びサーバ等更新時
期にあたるが、システム改修に際し、新たな機能
追加等については、コスト面に配慮し、対象地域
の拡充を抑える等の真に必要な機能のみを追加す
ることとし、必要最低限の概算要求額とした。

自動車局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハ
イジャック・航空機テロ防止を推進する

一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0294
新技術に対応した整備技術の高度化促進方策
事業

4 4 2 抜本的改善

平成２２年度、平成２３年度の事業内容を踏まえ、検
討会の開催毎に諸謝金等を算出し、該当者に支出す
る等、支出先や使途についてより明確に把握するなど
抜本的改善を図るべき。

7 4 ▲3 - 執行等改善

借料及び損料について、既存設備を活用すること
として要求を削減した。また、雑役務費の執行に
ついては、一般競争入札を実施することでコスト
削減を図る。

自動車局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハ
イジャック・航空機テロ防止を推進する

一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0295 自動車保安対策 31 31 22 一部改善
昨年の指摘を踏まえた改善がなされているが、引き続
き、滞りなく適切に事業を行うべき。

28 33 5 - 執行等改善
研修実施状況等を勘案しながら十分に精査した上
で、限られた予算の範囲で効率的な研修を実施す
る。

自動車局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハ
イジャック・航空機テロ防止を推進する

一般会計

（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0296 車両の安全対策 238 238 238 一部改善

本事業の実施に当たっては、交通事故死者数等の発
生状況を考慮し、「車両安全対策検討会」などを活用
しつつ、真に必要な調査内容となるよう見直しを行う
こと。

247 387 140 - 執行等改善
平成23年６月にとりまとめられた交政審報告書の
提言に基づき、車両安全対策検討会を活用し、真
に必要な調査に重点化を図った。

自動車局 17 自動車の安全性を高める
自動車安全特別
会計自動車検査

登録勘定

（項）業務取扱費
　（大事項）車両の安全対策に必要な経費

0297 貨物自動車運送秩序改善等対策 2 2 2 一部改善
コスト縮減等による執行率の改善が見られる。今後
は、より効果的な予算執行となるよう、事業を遂行す
るべき。

1 2 1 - 執行等改善
会場借料について、関係者の会議室を利用するなど
の対応により、過積載の防止効果に配慮しつつ、最
小限のコストとなるように、予算要求を行った。

自動車局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハ
イジャック・航空機テロ防止を推進する

一般会計
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0298
トラック運送業におけるパートナーシップ環
境整備事業

7 7 3 一部改善
計画的な会議開催により、執行率の改善が見られた
が、未だ執行率が低いため、会議の確実な開催に努
め、効果的に事業を遂行するべき。

5 5 - - 執行等改善
会議の確実な開催により、効果的に事業を遂行す
る。

自動車局 35 自動車運送業の市場環境整備を推進する 一般会計
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）自動車運送業の市場環境整備の推
進に必要な経費

0299 トラック産業将来ビジョン策定等調査 4 4 1 抜本的改善
震災の影響により、会議の開催回数を減らしたことは
考慮するが、執行率が低いため、会議の確実な開催
に努め、効果的に事業を遂行するべき。

4 3 ▲1 - 執行等改善
突発的な状況に対しても対応できる様に余裕を持った
会議開催計画をたて、会議の確実な開催により、効果
的に事業を遂行する。

自動車局 35 自動車運送業の市場環境整備を推進する 一般会計
（項）自動車運送業市場環境整備推進費
　（大事項）自動車運送業の市場環境整備の推
進に必要な経費

0300
ひき逃げ事故等による被害者に対する保障金
の支払

4,147 4,147 3,455 一部改善

事業費の算出にあたっては、過去の執行状況等を十
分に検証し、その実勢を反映させること。また、事業
の実施にあたっては、引き続き滞りなく適切に行うこ
と。

4,131 4,025 ▲106 ▲105 縮減
事業費の算出にあたり、過去の執行状況の検証を
行い、要求にあたっては実勢を反映させ、真に必
要な事業費を要求した。

自動車局 16 自動車事故の被害者の救済を図る
自動車安全特別
会計保障勘定

（項）保障費
　（大事項）保障金支払等に必要な経費

0301 再保険金及保険金の支払 3,412 3,412 2,663 現状通り 引き続き、滞りなく適切に事業を行うこと。 3,173 1,513 ▲1,660 - -
所要額を精査し、引き続き真に必要な額を要求し
た。

自動車局 － －
自動車安全特別
会計保障勘定

（項）再保険及保険費
　（大事項）再保険金及保険金支払等に必要な
経費

0302 被害者相談等自賠責制度の適正・円滑な執行 720 720 720 一部改善
よりきめ細かな支援を求める被害者のニーズを踏ま
え、事業内容の充実について更なる検討を行い、効
果的な事業の実施に努めること。

720 720 - - 執行等改善

事故相談事業における電話相談アクセス改善など
の取り組みを進めることにより、事業内容の充実
を図り、効果的な事業実施につなげていくことと
している。

自動車局 16 自動車事故の被害者の救済を図る
自動車安全特別
会計自動車事故

対策勘定

（項）自動車事故対策費
　（大事項）自動車事故対策に必要な経費

0303 自動車事故による被害者遺族等に対する支援 108 108 76 一部改善
適切な事業の実施に努めるとともに、制度の不知によ
り加入できない者が生じないよう、事業の周知につい
て効果的に行うこと。

101 87 ▲14 ▲15 縮減

交通遺児の加入状況を踏まえて、事業計画の精査
を行い、要求額の縮減を図った。
なお、効果的な広報の実施を図るため、事業実施
主体の法人のホームページのリニューアルを行う
などの取り組みを進める。

自動車局 16 自動車事故の被害者の救済を図る
自動車安全特別
会計自動車事故

対策勘定

（項）自動車事故対策費
　（大事項）自動車事故対策に必要な経費
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Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
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Ｃのうち
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事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0304 自動車事故による被害者対策の充実 3,508 3,517 3,262 一部改善

自動車事故救急法普及事業については、事業の執行
にあたって、高い効果が見込まれる事業の提案が広く
なされるよう、今後も公募内容等の改善を行い、効果
的な事業の実施に努めていくべき。
その他の事業については、引き続き滞りなく適切に事
業を行うこと。

3,586 3,630 44 - 執行等改善

自動車事故救急法普及事業については、事業が効
果的に実施できるように、今後も公募内容・方法
の見直し等に取り組む。
その他の事業については、引き続き被害者のニー
ズを踏まえつつ滞りなく適切な取り組みを行う。

自動車局 16 自動車事故の被害者の救済を図る
自動車安全特別
会計自動車事故

対策勘定

（項）自動車事故対策費
　（大事項）自動車事故対策に必要な経費

0305 オムニバスタウン整備総合対策等 389 389 306 廃止
既に着手している継続事業に限定して事業を実施し、
完了次第、完全に廃止することとする。

285 - ▲285 ▲285 廃止 H25年度については廃止。 自動車局 16 自動車事故の被害者の救済を図る
自動車安全特別
会計自動車事故

対策勘定

（項）自動車事故対策費
　（大事項）自動車事故対策に必要な経費

0306
自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事
業（事故防止対策支援推進事業）

782 785 734 一部改善

関越道における高速バス事故等を踏まえて、衝突被
害軽減ブレーキ、デジタル式運行記録計、映像記録
型ドライブレコーダー等が事業用自動車の事故防止
対策についてより効果的なものとなるよう、必要に応
じて運用の見直しを行うこと。

811 1,100 289 - 執行等改善
関越自動車道での高速ツアーバス事故等を踏まえ
て、事業用自動車の安全対策を強化するため、所
要の予算を要求。

自動車局 16 自動車事故の被害者の救済を図る
自動車安全特別
会計自動車事故

対策勘定

（項）自動車事故対策費
　（大事項）自動車事故対策に必要な経費

0307 自動車事故を防止するための取組支援 40 40 15 一部改善

事業の執行にあたっては、自動車事故の発生防止対
策として高い効果が見込まれる事業の提案が広くなさ
れるよう、今後も公募内容・方法等の改善を行い、効
果的な事業の実施に努めていくべき。

40 40 - - 執行等改善
事業が効果的に実施できるように、今後も公募内
容・方法の見直し等を行い、自動車事故の発生防
止対策の充実につなげていく。

自動車局 16 自動車事故の被害者の救済を図る
自動車安全特別
会計自動車事故

対策勘定

（項）自動車事故対策費
　（大事項）自動車事故対策に必要な経費

0308 自動車検査登録事務所等の施設の整備 610 614 446 一部改善

今後も引き続き、本特別会計の収支、施設の利用率
等の状況も踏まえつつ、真に必要なものに限って整
備を行っていくべき。
また、事務所等の集約・統合化の可否についても、利
用率等の状況を踏まえつつ、引き続き検討すべき。

609 1,195 586 - 執行等改善

耐震性に問題のある庁舎についても、優先順位を
付けて整備を行う庁舎を絞る等、本特別会計の収
支状況も踏まえ、真に整備が必要な事項について
更に精査を行った。

自動車局 － －
自動車安全特別
会計自動車検査

登録勘定

（項）施設整備費
　（大事項）施設整備に必要な経費

0309
独立行政法人交通安全環境研究所運営費交付
金（一般勘定）

854 854 854 現状通り

開かれた法人として引き続き透明性の確保に努める
ほか、事業の実施に際しては競争入札の活用を徹底
するなど、物件費のコスト縮減を図り、引き続き適正
に業務を行うこと。

753 712 ▲41 - -
競争入札の活用を徹底するなど、物件費のコスト縮減
を図ることとしている。

自動車局 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）独立行政法人交通安全環境研究所運営費
　（大事項）独立行政法人交通安全環境研究所
運営費交付金に必要な経費

0310
独立行政法人交通安全環境研究所施設整備費
（一般勘定）

46 121 115 一部改善
事業の実施に際しては、競争入札の活用を徹底し効
率化を図りつつ、自動車の新技術も適切に評価でき
るような施設に改善すること。

45 135 90 - 執行等改善
競争入札の活用を徹底し効率化を図りつつ、自動車
の新技術も適切に評価できる施設に改善する。

自動車局 41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）独立行政法人交通安全環境研究所施設整
備費
　（大事項）独立行政法人交通安全環境研究所
施設整備に必要な経費

0311
独立行政法人交通安全環境研究所運営費交付
金（審査勘定）

822 822 822 現状通り
物品購入等は競争入札の活用を徹底することにより
コスト縮減を図り、引き続き適正に業務を行うこと。

821 904 83 - -

物品購入等は競争入札の活用を徹底することによ
りコスト削減を図りつつ、自動車の国際基準等の
変更に対応するための真に必要な機器の整備を行
う。

自動車局 17 自動車の安全性を高める
自動車安全特別
会計自動車検査

登録勘定

（項）独立行政法人交通安全環境研究所運営費
　（大事項）独立行政法人交通安全環境研究所
運営費交付金に必要な経費

0312
独立行政法人交通安全環境研究所施設整備費
（審査勘定）

119 119 116 一部改善
事業の実施に際しては、競争入札の活用を徹底し効
率化を図りつつ、自動車の新技術も適切に審査でき
るような施設に改善すること。

119 191 72 - 執行等改善
競争入札の活用を徹底し効率化を図りつつ、自動
車の新技術も適切に審査できる施設に改善する。

自動車局 17 自動車の安全性を高める
自動車安全特別
会計自動車検査

登録勘定

（項）独立行政法人交通安全環境研究所施設整
備費
　（大事項）独立行政法人交通安全環境研究所
施設整備に必要な経費

機器の購入などの際には 引き続き競争性のある 自動車安全特別 （項）自動車検査独立行政法人運営費
0313 自動車検査独立行政法人運営費交付金 892 892 892 現状通り

機器の購入などの際には、引き続き競争性のある契
約方式の徹底活用によりコスト縮減を図る。

883 830 ▲53 - -
機器の購入などの際には、引き続き競争性のある
契約方式の徹底活用によりコスト縮減を図ること
としている。

自動車局 17 自動車の安全性を高める
自動車安全特別
会計自動車検査

登録勘定

（項）自動車検査独立行政法人運営費
　（大事項）自動車検査独立行政法人運営費交
付金に必要な経費

0314
自動車検査独立行政法人運営費交付金（東日
本大震災関連）

18 18 18 廃止
東日本大震災で損傷した施設の復旧は完了してい
るため、本事業は廃止とする。

- - - - -
東日本大震災で損傷した施設の復旧は完了してい
るため、本事業は廃止とする。

自動車局 17 自動車の安全性を高める
自動車安全特別
会計自動車検査

登録勘定

（項）自動車検査独立行政法人運営費
　（大事項）自動車検査独立行政法人運営費交
付金に必要な経費

0315 自動車検査独立行政法人施設整備費 1,419 1,419 1,205 一部改善

今後も引き続き、本特別会計の収支、施設の利用率
等の状況も踏まえつつ、真に必要なものに限って整
備を行っていくべき。
また、事務所等の集約・統合化の可否についても、利
用率等の状況を踏まえつつ、引き続き検討すべき。

1,539 2,407 868 - 執行等改善

事業に支障を来すなど真に整備が必要な事項につ
いて更に精査を行った。
平成２３年度から平成２５年度までの平均額は
1,800百万円であり、平成２２年度と比較して、
917百万円の減額となっている。
平成２５年度においては、庁舎移転及び受検者の
安全確保等の観点から老朽化に伴う、必要不可欠
な改修を実施することから増額となっている。

自動車局 17 自動車の安全性を高める
自動車安全特別
会計自動車検査

登録勘定

（項）自動車検査独立行政法人施設整備費
　（大事項）自動車検査独立行政法人施設整備
に必要な経費

0316
自動車検査独立行政法人施設整備費（東日本
大震災関連）

120 120 103 廃止
東日本大震災で損傷した施設の復旧は完了している
ため、本事業は廃止とする。

- - - - -
東日本大震災で損傷した施設の復旧は完了してい
るため、本事業は廃止とする。

自動車局 17 自動車の安全性を高める
自動車安全特別
会計自動車検査

登録勘定

（項）自動車検査独立行政法人施設整備費
　（大事項）自動車検査独立行政法人施設整備
に必要な経費

0317
独立行政法人自動車事故対策機構運営費交付
金

7,144 7,144 7,144 一部改善

業務運営の効率化を図りつつ、安全指導業務の民間
参入に伴う、安全指導業務から被害者援護業務への
業務の重点化・深度化を図るとともに、自動車アセス
メント業務の円滑な移管に向けた所要の取組みを行
うこと。

6,943 6,923 ▲20 - 執行等改善

業務運営の効率化を図るとともに、安全指導業務
から被害者援護業務への業務の重点化・深度化を
図るとの考えの下、安全指導業務における民間参
入の動向を踏まえつつ、被害者援護業務について
は充実を図っていく。なお、自動車アセスメント
業務については、円滑な移管に向けた所要の取組
みを行い、移管までの間は、引き続き、効率化を
図りながら取り組んでいく。

自動車局 16 自動車事故の被害者の救済を図る
自動車安全特別
会計自動車事故

対策勘定

（項）独立行政法人自動車事故対策機構運営費
　（大事項）独立行政法人自動車事故対策機構
運営費交付金に必要な経費

0318 独立行政法人自動車事故対策機構施設整備費 380 380 357 一部改善
設備の更新については、引き続き、真に必要なものに
限定し、競争性・透明性を確保しつつ、コスト削減の
取組みを更に徹底すること。

379 405 26 - 執行等改善

更新による費用対効果や運用実態等を検証し、真
にやむを得ない設備のみの要求とした。また、競
争性・透明性を確保しつつ、コスト削減の取組み
を更に徹底していく。

自動車局 16 自動車事故の被害者の救済を図る
自動車安全特別
会計自動車事故

対策勘定

（項）独立行政法人自動車事故対策機構施設整
備費
　（大事項）独立行政法人自動車事故対策機構
施設整備に必要な経費

0319
独立行政法人自動車事故対策機構施設整備費
（東日本大震災関連）

164 164 128 廃止
東日本大震災で損傷した施設の復旧は完了している
ため、本事業は廃止とする。

- - - - -
東日本大震災で損傷した施設の復旧は完了してい
るため、本事業は廃止とする。

自動車局 16 自動車事故の被害者の救済を図る
自動車安全特別
会計自動車事故

対策勘定

（項）独立行政法人自動車事故対策機構施設整
備費
　（大事項）独立行政法人自動車事故対策機構
施設整備に必要な経費
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0320 船舶油濁損害対策 33 33 14 一部改善
システムの保守契約等の外部支出に関しては、契約
内容の見直し等によりコスト削減を図るべき。

33 47 14 - 執行等改善
NACCS（港湾サブシステム）分担金について、コス
ト縮減を図り予定額より減額させた。

海事局 4
海洋･沿岸域環境や港湾空間の保全･再
生･形成､海洋廃棄物処理､海洋汚染防止
を推進する

一般会計

（項）海洋環境対策費
　（大事項）海洋・沿岸域環境の保全等の推進
に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）海洋・沿岸域環境の保全等の推進
に必要な経費

0321 革新的な船舶の省エネルギー技術の研究開発 752 801 501 廃止

本事業については平成24年度までの検討結果をもっ
て、事業目的の達成が概ね見込まれていることから、
本年度限りで廃止し、今後は本事業で得られた成果
を活用した取り組みを進めるべき。

486 - ▲486 ▲486 廃止
事業目的の達成が概ね見込まれていることから、
本事業については平成24年度をもって廃止する。

海事局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計
（項）地球温暖化防止等対策費
　（大事項）地球温暖化防止対策の技術開発に
必要な経費

0322 海上輸送の環境性能向上のための総合対策 74 74 71 抜本的改善
ニーズの高い調査を優先するなど、事業の重点化を
図るよう改善すべき。

45 39 ▲6 - 執行等改善
これまでの技術開発の結果を踏まえ、必要性の高
い研究開発について調査を実施することなどによ
り、効率的な予算執行とする。

海事局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計
（項）地球温暖化防止等対策費
　（大事項）地球温暖化防止対策の技術開発に
必要な経費

0323 海上輸送の安全性向上のための総合対策 10 10 9 一部改善

ＥＱＵＡＳＩＳの拠出金については、国際約束で決めら
れた分担金を支出しなければならないことから、現状
通りとするものの、その他の経費については事業実
施の効率化を図るべき。

9 13 4 - 執行等改善

その他経費につき、旅客船事故の対応を受け旅費
及び調査費の増額を要求するが、チームの所見を
踏まえ、真に必要な案件を選択するとともに、調
達方法の見直しを行うことなどにより、効率的な
予算執行とする。

海事局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計

（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0324
資格制度及び監査等による航行安全確保に必
要な経費

222 222 170 一部改善
外部支出については、複数の事業者が参加できるよ
う、十分な公示期間を確保するなど調達方式の見直
し等によりコスト縮減を図るべき。

242 235 ▲7 - 執行等改善
外部支出については、調達方法の見直しを行うこ
となどにより、効率的な予算執行とする。

海事局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計

（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0325 小型船舶利用適正化に向けた総合対策 29 29 20 一部改善
一般競争入札制度を導入するなど調達方法を見直
し、更に効率的な予算執行を図るべき。

25 25 - - 執行等改善
調達内容を精査し、一般競争入札制度を導入等本
事業の効率的な予算執行を図る。

海事局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計

（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0326
船舶の安全確保、海洋汚染の防止等に必要な
経費

209 209 173 一部改善
外部支出については、複数の事業者が参加できる
よう、十分な公示期間を確保するなど調達方式の
見直し等によりコスト縮減を図るべき。

225 221 ▲4 - 執行等改善
外部支出については、真に必要な案件を選択する
とともに、調達方法の見直しを行うことなどによ
り、効率的な予算執行とする。

海事局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計

（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0327
ポートステートコントロールの実施に必要な
経費

106 106 81 一部改善

国際約束で決められた分担金については、現状維
持とするものの、外部支出については、複数の事
業者が参加できるよう、十分な公示期間を確保す
るなど調達方式の見直し等によりコスト縮減を図
るべき。

101 112 11 - 執行等改善

外部支出については、真に必要な案件を選択する
とともに、調達方法の見直しを行うことなどによ
り、効率的な予算執行とする。
条約対応等に伴う執行体制の強化により増額要
求。

海事局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計

（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

内航海運の競争力強化に向けた安全 環境性 本事業の目的達成に向け より効果的な事業手法や
チームの所見を踏まえ、より効果的な事業実施の
ため これまでの実績等を踏まえた政策効果の高

公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
（項）公共交通等安全対策費

0328
内航海運の競争力強化に向けた安全・環境性
能向上対策

14 14 12 抜本的改善
本事業の目的達成に向け、より効果的な事業手法や
政策手段がないかを検討すべき。

42 14 ▲28 - 執行等改善
ため、これまでの実績等を踏まえた政策効果の高
い事業内容へと見直しを行い、また、引き続き、
適切かつ効率的な予算執行に努める。

海事局 14
公共交通の安全確保 鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0329 国際海事機関（ＩＭＯ）分担金 150 150 135 現状通り
国際約束で決められた分担金を支出しなければなら
ないことから、現状通りとする。

138 125 ▲13 - -
国際約束で決められた分担金を支出しなければな
らないことから、現状通りとする。

海事局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0330 北大西洋流氷監視分担金 4 4 - 抜本的改善 過年度の実績を踏まえ、大幅減額すべき。 3 2 ▲1 ▲2 縮減
チーム所見を踏まえ、削減に向けた取組を実施す
ることとし、縮減を図った。

海事局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0331 海上運送対策に必要な経費 22 22 18 一部改善
事業の内容を精査し、重要性、必要性を判断した上
で、より効率的な予算執行が可能となるよう改善を図
るべき。

21 22 1 - 執行等改善
より効率的な予算執行となるよう、会議の回数や
出張先について見直しを行った。

海事局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計

（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0332 マラッカ・シンガポール海峡航行安全対策 37 37 28 一部改善
事業内容等を精査し効率的な事業実施を図るととも
に、沿岸国のニーズを考慮したより効果的な事業を行
うべき。

29 39 10 - 執行等改善

調査対象施設の増加に伴う経費削減及びキャパシ
ティ・ビルディング事業について研修生を含めた
関係者の意見等を反映し効率的な事業実施を図
る。

海事局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0333 海上交通の低炭素化等総合事業 554 543 510 抜本的改善

これまでの知見をもとに、低炭素化の効果が高い機
器等の普及促進に対する支援に重点化する等事業
内容の見直しを行い、より少ない予算で十分な政策効
果を得るようにすべき。

342 310 ▲32 ▲32 縮減

事業内容の見直しを行うとともに、補助事業に就
いては事業の目的を達成するための具体的な目標
を策定し、目標達成のために必要な額を要求する
こととした。

海事局 27
地域公共交通の維持・活性化を推進す
る

一般会計
（項）地域公共交通維持・活性化推進費
　（大事項）地域公共交通の維持・活性化の推
進に必要な経費

0334 船員雇用促進対策事業費 189 189 138 一部改善
経済情勢の慎重な予測や減船の可能性を十分に精
査し、効率的な予算執行を図るべき。

154 152 ▲2 ▲2 縮減
給付金は経済情勢等を踏まえ、事業規模を見直し
た。

海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及び
人材の確保等を図る

一般会計
（項）海事産業市場整備等推進費
　（大事項）船員雇用促進対策に必要な経費

0335
船員の確保・育成等総合対策の推進に必要な
経費

111 111 89 一部改善
事業の優先度の再検証及び事業効果を明確化し、効
果的・効率的な予算執行を図るべき。

108 108 - - 執行等改善
事業の優先度の再検証及び事業効果を明確化し、
より一層の効果的・効率的な予算執行とする。

海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及び
人材の確保等を図る

一般会計

（項）海事産業市場整備等推進費
　（大事項）海事産業の市場環境整備・活性化
等の推進に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）海事産業の市場環境整備・活性化
等の推進に必要な経費

0336 船舶産業の競争力強化に必要な経費 54 54 53 一部改善
事業のアウトプットを明確化し、効果的・効率的な予算
執行を図るべき。

52 54 2 - 執行等改善
調査内容を精査し、本事業の目的が効果的に達成
されるよう見直しを行った。

海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及び
人材の確保等を図る

一般会計

（項）海事産業市場整備等推進費
　（大事項）海事産業の市場環境整備・活性化
等の推進に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）海事産業の市場環境整備・活性化
等の推進に必要な経費
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0337 経済協力開発機構造船部会分担金 15 15 11 現状通り
国際約束で決められた分担金を支出しなければなら
ないことから、現状どおりとする。

11 10 ▲1 - -
国際約束で決められた分担金を支出しなければな
らないことから、現状どおりとする。

海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及び
人材の確保等を図る

一般会計
（項）海事産業市場整備等推進費
　（大事項）海事産業の市場環境整備・活性化
等の推進に必要な経費

0338 シップリサイクルに関する総合対策 19 19 16 抜本的改善
ニーズの高い調査を優先するなど、事業の重点化を
図るよう改善すべき。

19 13 ▲6 - 執行等改善
調査内容を精査し、優先度の高い調査に焦点を絞
る等、効率的な予算執行とする。

海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及び
人材の確保等を図る

一般会計

（項）海事産業市場整備等推進費
　（大事項）海事産業の市場環境整備・活性化
等の推進に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）海事産業の市場環境整備・活性化
等の推進に必要な経費

0339
地域造船産業集積高度化支援事業（東日本大
震災関連）

128 128 124 廃止
平成23年度3次補正事業であり、23年度内で全て事
業が終了したため廃止とする。

- - - - -
平成23年度3次補正事業であり、23年度内で全て事
業が終了したため廃止とする。

海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及び
人材の確保等を図る

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興海事産業市場整
備等推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る海
事産業の市場環境整備・活性化等の推進に必要
な経費

0340 （独）航海訓練所運営費交付金 5,608 5,608 5,608 一部改善

契約の競争性・透明性等の観点から、さらに調達方式
の改善等による予算の効率化を図るべき。
自己収入拡大の観点から、さらに訓練負担金の引き
上げを行うべき。

5,552 5,279 ▲273 ▲101 縮減
訓練負担金の引き上げを実施することにより自己
収入を拡大するとともに物件費の効率化による削
減により、国費の減額を図ることとした。

海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及び
人材の確保等を図る

一般会計
（項）独立行政法人航海訓練所運営費
　（大事項）独立行政法人航海訓練所運営費交
付金に必要な経費

0341 （独）航海訓練所船舶建造費補助金 450 450 450 現状通り
３年間の国庫債務負担行為のため、現状通りとするも
のの、建造の管理・監督が適切に行われるよう指導
すべき。

450 450 - - -
建造の管理・監督を適切に行われるよう指導を図
ることとした。

海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及び
人材の確保等を図る

一般会計
（項）独立行政法人航海訓練所船舶建造費
　（大事項）独立行政法人航海訓練所船舶建造
に必要な経費

0342 （独）海技教育機構運営費交付金 2,482 2,482 2,482 一部改善

契約の競争性・透明性等の観点から、さらに調達方式
の改善等による予算の効率化を図るべき。
自己収入拡大の観点から、さらに授業料の引き上げ
を行うべき。

2,482 2,300 ▲182 ▲9 縮減
授業料の引き上げを実施することにより自己収入
を拡大するとともに物件費の効率化による削減に
より、国費の減額を図ることとした。

海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及び
人材の確保等を図る

一般会計
（項）独立行政法人海技教育機構運営費
　（大事項）独立行政法人海技教育機構運営費
交付金に必要な経費

0343
（独）海技教育機構運営費交付金（東日本大
震災関連）

57 57 57 廃止
東日本大震災において被災した船舶の購入等が年度
内に終了したため事業廃止する。

- - - - -
東日本大震災において被災した船舶の購入等が年度
内に終了したため事業廃止した。

海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及び
人材の確保等を図る

一般会計
（項）独立行政法人海技教育機構運営費
　（大事項）独立行政法人海技教育機構運営費
交付金に必要な経費

0344
（独）海技教育機構施設整備費補助金（東日
本大震災関連）

73 73 51 廃止
東日本大震災において被災した建物の修繕等が年度
内に終了したため事業廃止する。

- - - - -
東日本大震災において被災した建物の修繕等が年度
内に終了したため事業廃止した。

海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及び
人材の確保等を図る

一般会計
（項）独立行政法人海技教育機構施設整備費
　（大事項）独立行政法人海技教育機構施設整
備に必要な経費

0345 （独）海技教育機構施設整備費補助金 112 112 100 一部改善
引き続き、効果的な予算執行の観点から、工事の実
施状況等の管理・監督を適切に行うべき。

- - - - - 工事が年度内に終了したため事業廃止した。 海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及び
人材の確保等を図る

一般会計
（項）独立行政法人海技教育機構施設整備費
　（大事項）独立行政法人海技教育機構施設整
備に必要な経費

0346
浮体式洋上風力発電施設の安全性に関する研
究開発

7 7 6 廃止
本調査業務については廃止することとするが、本検討
結果で得られた知見を活用し、技術基準及び安全ガ
イドラインの作成に向けた取組みを進める。

- - - - -
本調査業務については目的を達成したので廃止と
した。

海事局 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経費

127 - - - - - - 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興技術研究開発推
進費

（大事項）東日本大震災復旧・復興技術研究
安全ガイドライン作成について 真に必要な実験政策目的に照らして真に必要な実験研究を優先する

（大事項）東日本大震災復旧 復興技術研究
開発の推進に必要な経費

- - - 47 40 ▲7 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に必要な経費

0348 （独）海上技術安全研究所運営費交付金 2,795 2,795 2,795 一部改善
従前より共同研究、競争資金の活用、自己収入の拡
大等を図っているが、引き続き、民間企業や大学との
役割分担を明確化するための取組みを行うべき。

2,706 2,624 ▲82 - 執行等改善
より効率的な予算執行となるよう、物件費の見直
しを行った。

海事局 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）独立行政法人海上技術安全研究所運営費
　（大事項）独立行政法人海上技術安全研究所
運営費交付金に必要な経費

0349
（独）海上技術安全研究所施設整備費補助金
（東日本大震災関連）

246 246 170 廃止
東日本大震災において被災した研究施設の復旧工事
を年度内に終了したため事業廃止とする。

- - - - -
東日本大震災において被災した研究施設の復旧工
事を年度内に終了したため事業廃止とした。

海事局 41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）独立行政法人海上技術安全研究所施設整
備費
　（大事項）独立行政法人海上技術安全研究所
施設整備に必要な経費

2,750 2,967 2,228 10,779 151,382 一般会計

（項）港湾事業費
　（大事項）港湾事業に必要な経費（項）北海
道開発事業費
　（大事項）港湾事業に必要な経費
（項）離島振興事業費
　（大事項）港湾事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島港湾事業に必要な経費
（項）沖縄開発事業費
　（大事項）港湾事業に必要な経費
（項）ｴﾈﾙｷﾞｰ・鉄鋼港湾施設工事費
　（大事項）ｴﾈﾙｷﾞｰ・鉄鋼港湾施設工事に必要
な経費
（項）埠頭整備資金貸付金
　（大事項）埠頭整備資金貸付けに必要な経費

198,569 253,388 204,331 177,470 - 
社会資本整備
事業特別会計

港湾勘定

（項）港湾事業費
　（大事項）港湾事業に必要な経費
（項）北海道港湾事業費
　（大事項）港湾事業に必要な経費
（項）離島港湾事業費
　（大事項）港湾事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島港湾事業に必要な経費
（項）沖縄港湾事業費
　（大事項）港湾事業に必要な経費
（項）ｴﾈﾙｷﾞｰ・鉄鋼港湾施設工事費
　（大事項）ｴﾈﾙｷﾞｰ・鉄鋼港湾施設工事に必要
な経費
（項）埠頭整備資金貸付金
　（大事項）埠頭整備資金貸付けに必要な経費

0347 執行等改善
安全ガイドライン作成について、真に必要な実験
研究を精査することにより事業の重点化を図り、
効率的な予算執行とする。

浮体式洋上風力発電施設の安全性に関する研
究開発（東日本大震災関連）

抜本的改善

0350 執行等改善

・国際コンテナ戦略港湾の整備など、国際・国内
の海上輸送ネットワークを構築することによる国
民経済の健全な発展や国民生活の質の向上等を図
るために必要なプロジェクトを選択的・集中的に
実施する。
・引き続き、発注方法の見直しなど公共工事の品
質確保や競争性の促進に努め、事業実施の効率化
を図る。

 
要求額のうち特別重点要求
7,000百万円、重点要求
23,414百万円

※214,261百万円

政策目的に照らして真に必要な実験研究を優先する
など、事業の重点化を図るよう改善すべき。 41 技術研究開発を推進する海事局

港湾局港湾整備事業 一部改善
政策目的の達成に向け事業を推進するため、真に必
要性・緊急性の高い事業への選択と集中を図るととも
に、引き続き事業実施の効率化を図るべき。

▲36,867 - 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する
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（単位：百万円）
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反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0351 港湾施設長寿命化計画費 450 511 510 一部改善
政策目標に照らし事業効果が見込まれるような改善
を実施するべき。

445 183 ▲262 - 執行等改善

長寿命化計画に基づく維持管理が適切に行われる
よう、港湾管理者に対して維持管理に係る研修を
行うなど、事業効果が見込まれるような措置を実
施することとしている。

港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）港湾事業費
　（大事項）港湾事業に必要な経費

3,181 4,028 4,004 6,686 - 
社会資本整備
事業特別会計

港湾勘定

（項）港湾環境整備事業費
　（大事項）港湾環境整備事業に必要な経費
（項）北海道港湾環境整備事業費
　（大事項）港湾環境整備事業に必要な経費
（項）離島港湾環境整備事業費
　（大事項）港湾環境整備事業に必要な経費
（項）沖縄港湾環境整備事業費
　（大事項）港湾環境整備事業に必要な経費

- - - - 6,536 一般会計

（項）港湾環境整備事業費
　（大事項）港湾環境整備事業に必要な経費
（項）北海道港湾環境整備事業費
　（大事項）港湾環境整備事業に必要な経費
（項）離島港湾環境整備事業費
　（大事項）港湾環境整備事業に必要な経費

0353 海岸事業（直轄・補助） 9,276 11,368 11,358 一部改善
引き続き、予算の効率的な配分の観点から、早期に
施設の効果が発現できるよう、重要度に応じて、優先
順位付けを行って進めるべき。

8,112 8,314 202 - 執行等改善

予算監視・効率化チームの所見を踏まえ、早期に
施設の効果が発現できる箇所や背後に重な産業・
資産等の立地状況を勘案して、引き続き、優先順
位付けを行い事業を実施していく。

要求額のうち重点要求
1,263百万円

港湾局

4

13

海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・
再生・形成、海洋廃棄物処理、海洋汚
染防止を推進する

津波･高潮･侵食等による災害の防止･減
災を推進する

一般会計

（項）海岸環境整備事業費
　（大事項）海岸環境整備事業に必要な経費
　（大事項）海岸環境整備事業の補助率引上差
額に必要な経費
（項）海岸事業費
　（大事項）海岸事業に必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）海岸事業に必要な経費

0354 港湾関係災害復旧事業費 2,104 1,764 1,674 一部改善

災害復旧事業は、被災した港湾施設の速やかな復旧
等を図るものであり、国民生活の安全・安心を確保す
る上で必要不可欠な事業である。コスト縮減の観点か
ら復旧方法の効率化を進めるとともに、災害復旧事業
の迅速な対応のため、「情報の共有化」や「手続きの
簡素化」を図るべき。

1,236 1,240 4 - 執行等改善
災害復旧事業の迅速な対応のため、「情報共有
化」や「手続きの簡素化」を図っていく。

港湾局 － － 一般会計

（項）河川等災害復旧事業費
　（大事項）河川等災害復旧に必要な経費
（項）河川等災害関連事業費
　（大事項）河川等災害関連事業に必要な経費

0355
改正SOLAS条約等を踏まえた総合的な港湾保
安対策

14 14 12 一部改善

立入検査等及び相互訪問による保安調査について
は、予算の適正な執行の観点から、検査計画及び旅
程の工夫等を再検討の上、改善を図るべき。

11 12 1 ▲1 縮減
立入検査等及び相互訪問による保安調査について
は、再度、検査計画及び旅程の工夫等を検討し見
直し改善を図った。

港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計

（項）地方整備局共通費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進経費
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

技術基準対象施設の維持管理技術に係る人材 事業目的の達成状況から 改めて予算措置を講ずる
海上物流基盤の強化等総合的な物流体 （項）総合的物流体系整備推進費

0352 港湾環境整備事業 一部改善
需要予測、事業の優先順位、適切な費用管理のあり
方を検証すべき。受益者負担の観点から、地方自治

体等の費用負担のあり方を改めて検証すべき。
▲150 ▲150 縮減

（需要予測、事業の優先順位の検証について）
・廃棄物埋立護岸における廃棄物受入計画（需要
予測）の精査、護岸の整備状況に対応した残余確
保年数の余裕度合の精査等を行い、事業の優先順
位付けを行い、概算要求へ反映した。

（適切な費用管理のあり方の検証について）
・港湾管理者における収益納付額の算定に必要な
収支の管理方法の実態を把握した上で、適切な収
支管理を確実に行うよう周知徹底することとして
いる。

（地方自治体等の費用負担のあり方の検証につい
て）
・一般廃棄物の捨て込みを行う場合の港湾管理者
と市町村の費用負担の考え方については、廃棄物
処理の費用負担のあり方、収益納付の仕組み、他
の補助制度との関係等について関係者との検討・
調整を行い、費用負担の考え方について検証を
行った後、関係者に周知することとしている。

4
海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・
再生・形成、海洋廃棄物処理、海洋汚
染防止を推進する

港湾局

0356
技術基準対象施設の維持管理技術に係る人材
育成等に必要な経費

3 3 - 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 19 系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計 　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0357
港湾広域防災拠点支援施設の維持管理に必要
な経費

33 33 33 一部改善
港湾広域防災拠点支援施設の維持管理の効率化を
図り、個々の経費について縮減を図るべき。

48 51 3 - 執行等改善

発災時に基幹的広域防災拠点として早期に防災機
能を発揮させるため必要な経常経費であるが、点
検費の見直しなど、個々の経費について改善事項
を実施済み。

港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0358
基幹的広域防災拠点における広域輸送訓練に
必要な経費

21 21 21 抜本的改善
必要不可欠な訓練について必要最小限の範囲で計
画的に実施することにより経費の縮減に努めるべき。

27 24 ▲3 ▲1 縮減

資機材展開・輸送訓練などの訓練については、重
機の組み合わせ、台数の見直しによりオペレータ
及び作業員の人員を削減し、訓練経費の縮減を
図った。

港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0359
コンテナ物流の総合的集中改革を推進するた
めの経費

1,162 1,162 1,018 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0360 国際港湾機関分担金 2 2 2 現状通り
国際約束で決められた分担金を支出しなければなら
ないことから、現状通りとする。

2 2 - - - - 港湾局 43 国際協力、連携等を推進する 一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0361 基幹的広域防災拠点施設整備に必要な経費 530 690 690 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）国土交通本省施設費
　（大事項）国土交通本省施設整備に必要な経
費

0362 港湾機能の高度化を図るための施設整備事業 548 644 556 抜本的改善
政策目的の達成に向けて事業を促進するべく、既存
制度の見直しを含めて、更なる選択と集中を図るとと
もに、事業実施の効率化を図るべき。

1,306 1,632 326 - 執行等改善
政策目的を達成するために必要な事業を促進する
ため、既存制度の見直しにより、予算の更なる選
択と集中を図った。

要求額のうち重点要求492百
万円

港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0363 老朽化化学兵器の廃棄処理に必要な経費 1,127 1,127 1,125 現状通り
本事業は、旧軍由来の老朽化化学兵器の廃棄処理
事業であり、地域住民や港湾利用者の安全・安心を
確保するため、現状通りとする。

1,127 1,124 ▲3 - -

本事業は、旧軍由来の老朽化化学兵器の廃棄処理
事業であり、地域住民や港湾利用者の安全・安心
を確保するため、老朽化化学兵器の探査及び処理
業務等を実施する。

港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0364
国としての水際危機管理・防災機能の維持に
必要な経費

4 4 4 廃止
本事業については事業目的の達成が見込まれている
ことから、来年度以降の実施の必要性が認められな
いため、今年度限りで事業を廃止する。

3 - ▲3 ▲3 廃止 事業目的を達成したことから事業を廃止する。 港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0365
国際コンテナ戦略港湾の競争力強化と内航海
運の活用促進に必要な経費

10 10 4 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0366 港湾物流情報化推進に向けた検討経費 31 31 30 廃止

本事業については平成２４年度までの検討結果をもっ
て、事業目的の達成が見込まれていることから、来年
度以降の実施の必要性が認められないため、今年度
限りで事業を廃止する。
なお、今後は本事業で得られた成果を活用した取り組
みを進めるものとする。

5 - ▲5 ▲5 廃止 事業目的を達成したことから事業を廃止する。 港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0367 （独）港湾空港技術研究所運営費交付金 1,248 1,248 1,248 一部改善
運営費交付金の適正な執行に努めるとともに、契約
の競争性・透明性の観点から、調達方式の改善等を
促進し、事業実施の効率化を図るべき。

1,276 1,192 ▲84 - 執行等改善
契約監視委員会や内部監査等による指摘を踏ま
え、契約の透明性・公平性を確保するために、契
約方式の見直し等を行った。

港湾局 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）独立行政法人港湾空港技術研究所運営費
　（大事項）独立行政法人港湾空港技術研究所
運営費交付金に必要な経費

0368 （独）港湾空港技術研究所施設整備補助金 149 149 149 一部改善
施設の必要性・緊急性を精査し、真に必要な整備に
限り交付決定し、適正な事業実施に努めるべき。

149 230 81 - 執行等改善
東日本大震災の教訓を踏まえ、「防災」の観点か
ら、技術基準の策定や施設の設計等を行う上で必
要不可欠な施設整備への重点投資を図った。

港湾局 41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）独立行政法人港湾空港技術研究所施設整
備費
　（大事項）独立行政法人港湾空港技術研究所
施設整備に必要な経費

0369
埠頭災害復旧事業資金貸付金（東日本大震災
関連）

114 114 111 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 － － 一般会計
（項）埠頭災害復旧事業資金貸付金
（大事項）埠頭災害復旧事業貸付けに必要な経
費

0370 国際コンテナ戦略港湾フィーダー機能強化事業 809 809 691 抜本的改善
事業成果は発現しており継続とするが、さらなる予算
の効率的な活用に努めることとし、予算要求額を縮減
する。

1,520 1,140 ▲380 ▲380 縮減
予算の効率的な活用に努めることとし、予算要求
額を縮減。

港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0371
コンテナターミナルの環境評価指標に関する検
討に必要な経費

10 10 10 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 9 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 一般会計
（項）地球温暖化防止等対策費
（大事項）地球温暖化防止等の環境の保全に必
要な経費

0372 北東アジア港湾局長会議に必要な経費 2 2 2 廃止
本事業については会議の開催・運営に関する経費で
あり、平成25年度は国内で開催されないことから、今
年度限りで事業を廃止する。

7 - ▲7 - 廃止
本事業については会議の開催・運営に関する経費
であり、平成25年度は国内で開催されないことか
ら、今年度限りで事業を廃止する。

港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0373
旅客利用に対応したターミナルの機能確保の検
討に必要な経費

10 10 10 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 19、20

・海上物流基盤の強化等総合的な物流
体系整備の推進、みなとの振興、安定
的な国際海上輸送の確保を推進する
・観光立国を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0374
港湾の堤外地における高潮防災対策の検討に必
要な経費

13 13 13 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 13
津波・高潮・侵食等による災害の防
止・減災を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

0375
港湾荷役機械等災害復旧費補助金（東日本大震
災関連）

9,709 2,775 1,983 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計
（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の推進に必要
な経費

15,069 5,297 5,274 44,414 - 港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

社会資本整備
事業特別会計

港湾勘定

（項）港湾事業費
　（大事項）港湾事業に必要な経費（項）東日
本大震災復旧・復興港湾事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興港湾事業
に必要な経費

・東日本大震災からの早期復興に向け、事業の施
工能力確保のため技術者や技能者の確保に係る環
境整備などの取り組みを実施しているところ引き続き競争性等を高める取り組みを進めることによ

- - - - 19,673 港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

東日本大震災
復興特別会計

（項）港湾事業費
　（大事項）港湾事業に必要な経費

- - - (0) (25,065)
平成24年度以降は復興庁で
予算計上

復興庁参事官
（予算会計担

当）
－ －

東日本大震災
復興特別会計

（項）東日本大震災復興事業費
　（大事項）港湾事業に必要な経費

750 - - 268 - 港湾局 4
海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・
再生・形成、海洋廃棄物処理、海洋汚
染防止を推進する

社会資本整備
事業特別会計

港湾勘定

（項）港湾環境整備事業費
　（大事項）港湾環境整備事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興港湾環境整備事
業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興港湾環境
整備事業に必要な経費

- - - (0) (78)
平成24年度以降は復興庁で
予算計上

復興庁参事官
（予算会計担

当）
－ －

東日本大震災
復興特別会計

（項）東日本大震災復興事業費
　（大事項）港湾環境整備事業に必要な経費

820 338 338 - - - - 一般会計

（項）海岸事業費
　（大事項）海岸事業に必要な経費（項）東日
本大震災復旧・復興海岸事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興海岸事業
に必要な経費

- - - 4,324 6,200 1,876 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）海岸事業費
　（大事項）海岸事業に必要な経費

- - - (299) (552) (253) - 
平成24年度以降は復興庁で
予算計上

復興庁参事官
（予算会計担

当）
－ －

東日本大震災
復興特別会計

（項）東日本大震災復興事業費
　（大事項）海岸事業に必要な経費

境整備などの取り組みを実施しているところ。
・引き続き、発注方法の見直しなど公共工事の品
質確保や競争性の促進に努め、事業実施の効率化
を図る。

0377 港湾環境整備事業（東日本大震災関連） 一部改善 - 執行等改善

一部改善
引き続き競争性等を高める取り組みを進めることによ
り、事業実施の効率化を図るべき。

0376 港湾整備事業（東日本大震災関連） 一部改善
引き続き競争性等を高める取り組みを進めることによ

り、事業実施の効率化を図るべき。
324 - 執行等改善

港湾局

・東日本大震災からの早期復興に向け、事業の施
工能力確保のため技術者や技能者の確保に係る環
境整備などの取り組みを実施しているところ。

引き続き競争性等を高める取り組みを進めることによ
り、事業実施の効率化を図るべき。

▲190 

13
津波・高潮・侵食等による災害の防
止・減災を推進する

0378 海岸事業（東日本大震災関連） 執行等改善

・東日本大震災からの早期復興に向け、事業の施
工能力確保のため技術者や技能者の確保に係る環
境整備などの取り組みを実施しているところ。
・引き続き、発注方法の見直しなど公共工事の品
質確保や競争性の促進に努め、事業実施の効率化
を図る。
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

241,662 47,768 47,709 - - - - - - 港湾局 － － 一般会計

（項）河川等災害復旧事業費
　（大事項）河川等災害復旧に必要な経費
（項）河川等災害関連事業費
　（大事項）河川等災害関連事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興河川等災害復旧
事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る河
川等災害復旧事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興河川等災害関連
事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る河
川等災害関連事業に必要な経費

- - - (16,757) (51,440) (34,683) - 執行等改善
災害復旧事業の迅速な対応のため、「情報共有
化」や「手続きの簡素化」を図っていく。

平成24年度以降は復興庁で
予算計上

復興庁参事官
（予算会計担

当）
－ －

東日本大震災
復興特別会計

（項）東日本大震災災害復旧等事業費
　（大事項）河川等災害復旧事業に必要な経費
　（大事項）河川等災害関連事業に必要な経費

0380
基幹的広域防災拠点施設整備に必要な経費
（東日本大震災関連）

30 30 30 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興国土交通本省施
設費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る国
土交通本省施設整備に必要な経費

0381
埠頭保安設備災害復旧費補助金（東日本大震
災関連）

32 32 32 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興総合的物流体系
整備推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る総
合的物流体系整備の推進に必要な経費

0382
港湾機能の高度化を図るための施設整備事業
（東日本大震災関連）

1,020 - - 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 19
海上物流基盤の強化等総合的な物流体
系整備の推進、みなとの振興、安定的
な国際海上輸送の確保を推進する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興総合的物流体系
整備推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る総
合的物流体系整備の推進に必要な経費

0383
（独）港湾空港技術研究所施設整備補助金
（東日本大震災関連）

850 36 36 廃止
事業目的の達成状況から、改めて予算措置を講ずる
必要性はないと認められるため廃止事業とする。

- - - - - 平成２３年度限りの予算 港湾局 41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）独立行政法人港湾空港技術研究所施設整
備費
　（大事項）独立行政法人港湾空港技術研究所
施設整備に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興独立行政法人港
湾空港技術研究所施設整備費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る独
立行政法人港湾空港技術研究所施設整備に必要
な経費

13,032 16,105 15,814 15,941 - 
社会資本整備
事業特別会計
空港整備勘定

（項）空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）空港等災害復旧事業費
　（大事項）空港等災害復旧事業に必要な経費

0384 首都圏空港整備事業 一部改善

事業の優先度の更なる精査を行い、首都圏空港（羽
田・成田）について、首都圏の都市間競争力につなが
る事業に重点化を図るとともに、可能な限りコスト縮
減方策の検討を進め 効率的 効果的な予算の執行

14,670 ▲639 縮減

事業の優先度の更なる精査を行い、要求額を削減
するとともに、首都圏空港（羽田・成田）につい
て、首都圏の都市間競争力アップにつながる事業
に重点化・増額し、首都圏空港整備事業の着実な
推進を図 た

航空局 24 航空交通ネットワークを強化する

0379 災害復旧事業（東日本大震災関連） 一部改善

東日本大震災における災害復旧事業は、被災した港
湾施設の速やかな復旧等を図るものであり、国民生
活の安全・安心を確保する上で必要不可欠な事業で
ある。コスト縮減の観点から復旧方法の効率化を進め
るとともに、災害復旧事業の迅速な対応のため、「情
報の共有化」や「手続きの簡素化」を図るべき。

- - - - 30,611 
要求額のうち重点要求
12,330百万円

自動車安全特
別会計空港整

備勘定

（項）空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費

9,097 8,887 8,745 7,841 - 
社会資本整備
事業特別会計
空港整備勘定

（項）空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）新関西国際空港株式会社補給金
　（大事項）新関西国際空港株式会社に対する
補給金に必要な経費

- - - - 6,885 
自動車安全特
別会計空港整

備勘定

（項）空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）新関西国際空港株式会社補給金
　（大事項）新関西国際空港株式会社に対する
補給金に必要な経費

5,030 4,820 3,221 3,282 - 
社会資本整備
事業特別会計
空港整備勘定

（項）空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費

- - - - 3,784 
自動車安全特
別会計空港整

備勘定

（項）空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費

航空局 航空交通ネットワークを強化する

航空交通ネットワークを強化する

0386 空港周辺環境対策事業 一部改善
各事業の目的や緊急性を考慮したうえで、事業対象
の精査を行い、事業の適正な執行及び効率化に努め
るべき。

502 - 24

0385 一部改善

補給金については、財務・国土交通大臣間合意を踏
まえ、平成25年度予算要求において内容の検討を行
うべき。
関空・中部両空港の航空保安施設の更新等について
は、引き続き更新時期・優先度の精査、事業実施・予
算執行の効率化を行い、投資の選択と集中を行うべ
き。

▲956 ▲3,112 縮減 24航空局

首都圏空港整備事業 部改善
減方策の検討を進め、効率的、効果的な予算の執行
に向けた取り組みをしつつ、首都圏空港整備事業を
着実に推進すべき。

,

関西・中部国際空港整備事業

縮減
推進を図った。
また、地震発生率の高いとされる首都直下地震等
への対応として首都圏空港の耐震化を推進し、地
震災害時における空港機能の確保を図った。

執行等改善

対象空港の騒音対策区域の見直しを進めることに
より、事業対象の縮減と精査を実施したが、関係
住民からの申請によるところもあり、平成２５年
度予算においては、住宅防音工事補助申請が減、
他方、移転補償等申請が増加したため、全体とし
て増となった。

○補給金については、財務・国土交通大臣間合意
の内容を踏まえ、要求額の縮減を行った。
○航空保安施設の更新時期など事業の優先度の更
なる精査を行い、コスト縮減を図るとともに、航
空機の安全運航に直接的に関連する施設の整備・
更新に重点化を図り空港機能の確保を図った。

航空局 航空交通ネットワ クを強化する
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

23,830 26,809 26,133 22,266 - 
社会資本整備
事業特別会計
空港整備勘定

（項）空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）北海道空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）離島空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島空港整備事業に必要な経
費
（項）沖縄空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）空港等災害復旧事業費
　（大事項）空港等災害復旧事業に必要な経費

- - - - 
自動車安全特
別会計空港整

備勘定

（項）空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）北海道空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）離島空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島空港整備事業に必要な経
費
（項）沖縄空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費

- - - - 
自動車安全特
別会計空港整

備勘定

（項）空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）北海道空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）離島空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島空港整備事業に必要な経
費
（項）沖縄空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費

3,769 5,629 5,554 3,475 - 
社会資本整備
事業特別会計
空港整備勘定

（項）空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）北海道空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）離島空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
　（大事項）奄美群島空港整備事業に必要な経
費
（項）沖縄空港整備事業費
　（大事項）空港整備事業に必要な経費
（項）空港等災害復旧事業費
　（大事項）空港等災害復旧事業に必要な経費

19,420 19,282 19,011 19,119 - 
社会資本整備
事業特別会計
空港整備勘定

（項）航空路整備事業費
　（大事項）航空路整備事業に必要な経費

- - - - 22,361 
自動車安全特
別会計空港整

備勘定

（項）航空路整備事業費
　（大事項）航空路整備事業に必要な経費

縮減

管制機器の老朽化更新について、個別の装置毎に
故障発生回数等を詳細に把握することに加えて、
施設の重要度により優先度の更なる精査を行い、
更新を延期し要求額を削減した。

航空局▲2,398 24 航空交通ネットワークを強化する0389 航空路整備事業 一部改善

管制機器の老朽化更新について、個別の装置毎に故
障発生回数等を詳細に把握することに加えて、施設
の重要度により優先度の更なる精査を行い、さらに更
新を延期する等予算の縮減を図るべき。

3,242 

航空局 24 航空交通ネットワークを強化する

29,609 

事業の優先度の更なる精査を行い、航空機の安全
運航の確保に不可欠な老朽化した施設の更新・改
良、及び空港等の耐震化等、緊急性の高い事業に
重点化を図った。なお、補助事業については、引
き続き空港別収支が公表されていることを補助採
択の要件とすることにより、地方の自助努力や空
港運営の透明性を促すこととする。

航空局 24 航空交通ネットワークを強化する0387 一般空港等整備事業（直轄） 一部改善

限られた予算の中、投資の選択と集中を行う観点か
ら、対象となる事業について優先度の更なる精査を行
い、真に必要なもの、緊急性の高いものに重点化を図
り、効率的・効果的な予算の執行を図るべき。

3,868 ▲1,070 

0388 一般空港等整備事業（補助）

限られた予算の中、投資の選択と集中を行う観点か
ら、引き続き対象となる事業について優先度の更なる
精査を行い、真に必要なもの、緊急性の高いものに重
点化を図り、効率的・効果的な予算の執行を図るべ
き。
なお、地方の自助努力や空港運営の透明性を促す取
組については引き続き実施すべき。

一部改善

縮減

68,817 68,704 59,921 73,493 - 
社会資本整備
事業特別会計
空港整備勘定

（項）空港等維持運営費
　（大事項）空港等の維持運営に必要な経費

- - - - 73,385 
自動車安全特
別会計空港整

備勘定

（項）空港等維持運営費
　（大事項）空港等の維持運営に必要な経費

8,063 8,063 7,017 7,302 - 
社会資本整備
事業特別会計
空港整備勘定

（項）空港等維持運営費
　（大事項）空港等の維持運営に必要な経費

- - - - 7,240 
自動車安全特
別会計空港整

備勘定

（項）空港等維持運営費
　（大事項）空港等の維持運営に必要な経費

2,272 2,291 2,137 2,313 - 
社会資本整備
事業特別会計
空港整備勘定

（項）空港等維持運営費
　（大事項）空港等の維持運営に必要な経費

- - - - 2,561 
自動車安全特
別会計空港整

備勘定

（項）空港等維持運営費
　（大事項）空港等の維持運営に必要な経費

0393
空港機能施設災害復旧事業資金貸付（東日本
大震災関連）

5,120 5,120 3,136 廃止 事業目的を達成したため廃止する。 - - - - - 本事業は、平成２５年度予算要求を行わない。 航空局 － － 一般会計
（項）空港機能施設災害復旧事業資金貸付金
　（大事項）空港機能施設災害復旧事業資金貸
付けに必要な経費

航空局

公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロを防止
を推進する

関係者の役割分担を含む資金スキームのあり方につ
いて、より効率的な事業執行を図る観点から改めて検
討すべき。

▲62 

248 ▲29 

▲62 

縮減

航空気象観測業務の委託化に着手し、空港出張所
業務の効率化及び要員の効率的配置を推進する。
航空気象観測所の連絡用電話回線について、専用
回線から携帯電話回線に変更することにより、屋
外の作業等の際にも基地官署との連絡体制を確保
するとともに、回線使用料の縮減を図った。

航空局 140392 空港等維持運営（航空気象） 抜本的改善

空港出張所業務の効率化及び要員の効率的配置を
推進するべき。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、複数年度契
約の実施等による調達方法の改善を図り、コストの縮
減に努めるべき。

0391 ハイジャック・テロ対策

0390 空港等維持運営（空港） 一部改善

抜本的改善

航空局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロを防止
を推進する

14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロを防止
を推進する

【平成２５年度概算要求への反映】
　今後、首都圏の発着枠数の拡大による航空旅客
の増加に伴う保安検査業務の拡大、及び国際的に
航空保安対策の強化が求められている状況ではあ
るが、コスト削減を図ることにより航空保安対策
に係る経費が増加しないように努める。
　こうしたコスト削減に取り組むと同時に、より
コスト削減のインセンティブが働くように保安料
の水準を不断に検証する。
【資金スキームのあり方】
　公開プロセスで各委員からいただいた意見を踏
まえ、外部有識者を含む検討会を設け、国と航空
会社の役割分担を含む資金スキームのあり方につ
いて検討する。

縮減

安全性に十分留意したうえで、引き続き競争性の確
保による経費の低減に努めるべき。

▲108 ▲157 縮減

空港の警備業務の委託契約について、複数空港で
一括契約していたものを順
次空港毎の契約に分割することで、より競争性を
確保することや、土木・無
線・照明の維持工事においては、市場化テストを
導入し、競争性の向上や複
数年契約の試行による諸経費の低減等によりコス
ト縮減を図った。
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0394 空港等災害復旧事業（東日本大震災関連） 20,785 10,682 7,324 廃止
空港等施設の完全復旧へ向け、事業が着実に実施さ
れている。

- - - - - 本事業は、平成２５年度予算要求を行わない。 航空局 － －
社会資本整備
事業特別会計
空港整備勘定

（項）空港等災害復旧事業費
　（大事項）空港等災害復旧事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興空港災害復旧事
業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る空
港災害復旧事業に必要な経費

7,478 267 194 2,654 - 
社会資本整備
事業特別会計
空港整備勘定

（項）東日本大震災復旧・復興空港整備事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る空
港整備事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興北海道空港整備
事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る空
港整備事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興航空路整備事業
費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る航
空路整備事業に必要な経費

- - - - 1,493 
自動車安全特
別会計空港整

備勘定

（項）東日本大震災復興空港整備事業費
　（大事項）東日本大震災復興に係る空港整備
事業に必要な経費
（項）東日本大震災復興北海道空港整備事業費
　（大事項）東日本大震災復興に係る空港整備
事業に必要な経費
（項）東日本大震災復興離島空港整備事業費
　（大事項）東日本大震災復興に係る空港整備
事業に必要な経費
　（大事項）東日本大震災復興に係る奄美群島
空港整備事業に必要な経費

256          256        141        -           -            
社会資本整備
事業特別会計
空港整備勘定

（項）地域公共交通維持・活性化推進費
　（大事項）地域公共交通の維持・活性化の推
進に必要な経費

-            -          -          -           463          
自動車安全特
別会計空港整

備勘定

（項）地域公共交通維持・活性化推進費
　（大事項）地域公共交通の維持・活性化の推
進に必要な経費

0397 航空輸送安全対策 145 145 144 抜本的改善
厳しい予算事情の中、安全対策のあり方を検討しつ
つ、新たな状況の変化にも対応すべき。

167 168 1 ▲22 縮減

厳しい予算事情を踏まえ、既存経費の見直しを行
いコストの縮減を図った。今後も継続して既存経
費の見直しを検討しつつ、ＬＣＣの新規参入等に
伴う業務増に対応すべく安全対策の強化を図る。

航空局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロを防止
を推進する

一般会計

（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費
（項）地方航空行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0398 航空従事者の技能証明試験 40 40 33 一部改善

これまでも調達に係る契約方法の見直しや試験に関
する出張計画の合理化を図ってきたとのことである
が、引き続き競争契約の導入や出張計画の見直しに
よる合理化を行うことにより、更なる支出経費縮減方
策に取り組むべき

38 35 ▲3 - 執行等改善
出張計画及び実施内容等の合理化等により縮減を
図った。

航空局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロを防止
を推進する

一般会計

（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費
（項）地方航空行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

-

離島航空路線に係る運航費補助は、「地域公共交
通確保維持改善事業」に移行し、廃止済み。平成
２５年度概算要求においては、機体購入費補助で
事業者から機体購入の要望があったため、引き続
き国としての対策を講じることとする。

航空局0396 地域公共交通維持・活性化推進事業 現状通り
前回の行政事業レビューの結果を踏まえ、離島航空
路線に係る運航費補助は廃止されており、必要な改
善が図られている。

463 - 

- 執行等改善

管制の対象となる航空機が多い拠点空港において
は、管制業務の中断による影響が特に大きいこと
を踏まえ、整備対象施設の絞り込みを実施し、早
期の効果発現を図る。

航空局 －

27
地域公共交通の維持・活性化を推進す
る

－

東日本大震災の教訓を踏まえた事業であり、被災時
に最低限必要な空港機能を確保、また飛行中の航空
機の安全確保を図るため、早期に効果が発現できる
よう防災対策事業を着実に促進すべき。

▲1,161 0395 防災対策事業（東日本大震災関連） 一部改善

策に取り組むべき。

0399 国産旅客機開発に伴う安全性審査方式の導入 76 76 54 一部改善

国産ジェット旅客機プロジェクトは、製造事業者による
開発スケジュールの見直しがされたものの、平成２７
年度の就航を目指し、引き続き産官学が一体となって
進められており、本プロジェクトが成功するよう、製造
国政府として国産ジェット旅客機の安全性審査を迅速
かつ確実に実施する必要があり、またそのために必
要な予算措置を講ずる必要があるが、外部支出につ
いては、十分な公示期間を確保するなど複数の事業
者が参加できるよう、調達方式の見直し等によりコス
ト縮減を図るべき。

85 89 4 - 執行等改善
外部支出については、十分な公示期間を確保する
など複数の事業者が参加できるよう、調達方式の
見直し等によりコスト縮減を図ることとする。

航空局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロを防止
を推進する

一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0400 国際民間航空機関分担金・拠出金 636 636 636 現状通り
分担金は、条約に基づき負担を義務づけられているも
のの、今後も理事会審議等への関与により縮減の取
組を継続すべき。

640 640 - - -

今後も引き続き理事会審議等への関与により縮減
の取り組みを継続しつつも、平成25年度の要求額
は平成22年9月の総会で金額が確定していることか
ら現状通りとなっている。

航空局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロを防止
を推進する

一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0401 （独）航空大学校（運営費交付金） 2,304 2,304 2,304 一部改善
第３期中期計画期間において、引き続き航空会社等
の受益者負担を高めていく方向で、国費の節減を図
る取り組みを継続すべき。

2,074 2,001 ▲73 ▲56 縮減

第３期中期計画（平成２３～２７年度）におい
て、自己収入を拡大することとしており、平成２
５年度についても引き続き受益者負担を高めるこ
とにより国費の縮減を図った。

航空局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロを防止
を推進する

一般会計
（項）独立行政法人航空大学校運営費
　（大事項）独立行政法人航空大学校運営費交
付金に必要な経費

0402 （独）航空大学校（施設整備費） 73 103 55 抜本的改善

第３期中期計画において、独立行政法人通則法に基
づき認可された整備計画についても、引き続き教育訓
練業務に支障を与えない範囲で、真に必要なものを
精査して施設の補修等を行い、コスト縮減に努めるべ
き。

132 93 ▲39 ▲10 縮減
第３期中期計画（平成２３～２７年度）におい
て、平成２５年度に実施する施設整備の必要性及
び優先度等に関して十分な精査を行った。

航空局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロを防止
を推進する

一般会計
（項）独立行政法人航空大学校施設整備費
　（大事項）独立行政法人航空大学校施設整備
に必要な経費

0403 （独）航空大学校（東日本大震災関連） 1,048 1,048 359 廃止
復旧した施設が効率的に活用されていることを確認
すべき。

- - - - - 本事業は、平成２５年度予算要求を行わない。 航空局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロを防止
を推進する

一般会計
（項）独立行政法人航空大学校施設整備費
　（大事項）独立行政法人航空大学校施設整備
に必要な経費

0404 （独）電子航法研究所（運営費交付金） 1,499 1,499 1,499 一部改善
政策上の必要性を確認した上で、真に必要な研究に
特化し、研究開発課題を策定すべき。

1,451 1,399 ▲52 ▲36 縮減
航空局との連絡会等を通じて協議を行い、政策上
必要な研究開発課題であることを精査しつつ実施
することとした。

航空局 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）独立行政法人電子航法研究所運営費
　（大事項）独立行政法人電子航法研究所運営
費交付金に必要な経費

0405 （独）電子航法研究所（施設整備費） 99 99 92 一部改善
研究開発業務に支障を与えない範囲で、真に必要な
ものを精査して補修等を行うべき。

39 50 11 ▲70 縮減
必要性及び緊急性が特に高い補修に限定し、事業
を実施することとした。

航空局 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）独立行政法人電子航法研究所施設整備費
　（大事項）独立行政法人電子航法研究所施設
整備に必要な経費
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0406 （独）電子航法研究所（東日本大震災関連） 734 649 647 廃止

研究基盤を早期に復旧させるため、復旧作業が効率
的に行われるよう継続して確認を行うとともに、復旧し
た施設等が効率的に活用されていることを確認すべ
き。

- - - - - 本事業は、平成２５年度予算要求を行わない。 航空局 41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）独立行政法人電子航法研究所施設整備費
　（大事項）独立行政法人電子航法研究所施設
整備に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興独立行政法人電
子航法研究所運営費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る独
立行政法人電子航法研究所運営費交付金に必要
な経費

0407
福島空港地域活性化調査（東日本大震災関
連）

11 11 11 廃止 復興の観点から確実に実施された。 - - - - - 本事業は、平成２５年度予算要求を行わない。 航空局 － － 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興地域公共交通維
持・活性化推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る地
域公共交通の維持・活性化の推進に必要な経費

0408 北海道特定特別総合開発事業推進費等 8,859 8,625 8,537 抜本的改善

引き続き事業の重点化を図り、事業の効率的実
施、施策効果の早期発現を図る。
特に北海道特定地域連携事業推進費については、
今年度が計画の最終年度であり、事業目的を達成
するための手段として適切かどうか十分に検証
し、効率的に事業を実施できるよう制度設計を見
直すこと。

8,229 7,406 ▲823 - 執行等改善

北海道特定地域連携事業推進費については、平成
24年度が事業の最終年度であること、また、当該
経費以外に地域の自主性・裁量性を活かした地域
づくりを推進出来るような環境が整ってきたこと
から、平成24年度で終了とする。
北海道特定特別総合開発事業推進費については、
外部有識者の意見を踏まえた事業の評価や、特に
重点的に取り組むべき施策は一定の期間内に集中
的に推進するなど、活用方法を見直し事業の重点
化を図る。

北海道局 40 北海道総合開発を推進する 一般会計

（項）北海道特定特別総合開発事業推進費
　（大事項）北海道特定特別総合開発事業の推進に必
要な経費
（項）北海道特定地域連携事業推進費
　（大事項）北海道特定地域連携事業の推進に必要な
経費

0409 北海道開発事業 378,619 422,511 417,640 一部改善

国土交通省内各事業所管部局のほか、農林水産
省、厚生労働省、環境省との連絡調整を緊密に
し、連携を積極的に推進するなど効果的な事業・
施策展開を図る。また、北海道を始めとする自治
体との連携を深め、地域ニーズに沿った事業が展
開されるよう一層の重点化を図る。さらに、発注
に当たってはコストを精査の上縮減を図るととも
に、競争性・透明性の高い発注先の選定方式の導
入を図る。

365,581 400,914 35,333 - -

　平成25年度における各事業の予算概算要求につ
いて、国交省内各事業所管部局のほか、関係各省
との調整を行い、地域のニーズに沿った事業への
重点化を図った。一方、「平成25年度予算の概算
要求組替え基準について」（平成24年8月17日閣議
決定）に基づき、「特別重点要求」及び「重点要
求」をそれぞれ行っているため、平成24年度当初
予算額に対し増額となっている。
　発注に関する執行等の改善については、国交省
内各事業所管部局及び各事業所管省庁における執
行等に関する取り組みや事業実施の考え方を踏ま
え、競争性の確保や更なるコスト縮減に向けて、
各事業毎に適切に反映していく。

北海道局 40 北海道総合開発を推進する 一般会計

（項）北海道治水事業費等社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）治水事業等の財源の社会資本整備事業特別会計治水勘定へ繰入れ
に必要な経費
　（大事項）都市水環境整備事業の財源の社会資本整備事業特別会計治水勘定
へ繰入れに必要な経費
（項）北海道港湾整備事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）港湾整備事業等の財源の社会資本整備事業特別会計港湾勘定へ繰
入れに必要な経費
（項）北海道空港整備事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）空港整備事業の財源の社会資本整備事業特別会計空港整備勘定へ
繰入れに必要な経費
（項）航空機燃料税財源北海道空港整備事業費社会資本整備事業特別会計へ繰
入
　（大事項）航空機燃料税財源の空港整備事業に係る社会資本整備事業特別会
計空港整備勘定へ繰入れに必要な経費
（項）北海道道路整備事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）道路整備事業の財源の社会資本整備事業特別会計道路整備勘定へ
繰入れに必要な経費
　（大事項）道路環境整備事業の財源の社会資本整備事業特別会計道路整備勘
定へ繰入れに必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）海岸事業に必要な経費
　（大事項）治山事業に必要な経費
　（大事項）水道施設整備に必要な経費
　（大事項）良好で緑豊かな都市空間の形成等のための国営公園事業に必要な
経費
　（大事項）廃棄物処理施設整備に必要な経費
　（大事項）農業生産基盤保全管理・整備事業に必要な経費
　（大事項）戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業に必要な経費
　（大事項）農地等保全事業に必要な経費
　（大事項）農山漁村地域整備事業に必要な経費
　（大事項）森林整備事業に必要な経費
　（大事項）水産基盤整備に必要な経費
　（大事項）社会資本総合整備事業に必要な経費
（項）北海道農業生産基盤保全管理・整備事業費食料安定供給特別会計へ繰入

（大事項）農業生産基盤保全管理・整備事業の財源の食料安定供給特別会計農
国営土地改良事業勘定へ繰入れに必要な経費
（項）北海道治山事業費国有林野事業特別会計へ繰入
　（大事項）治山事業の財源の国有林野事業特別会計へ繰入れに必要な経費

30,086 9,742 9,481 - - - - 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興北海道治水事業費社会資本整備事業特別会計へ
繰入
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る治水事業の財源の社会資本整備事
業特別会計治水勘定へ繰入れに必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興北海道空港整備事業費社会資本整備事業特別会
計へ繰入
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る空港整備事業の財源の社会資本整
備事業特別会計空港整備勘定へ繰入れに必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興北海道道路整備事業費社会資本整備事業特別会
計へ繰入
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る道路整備事業の財源の社会資本整
備事業特別会計道路整備勘定へ繰入れに必要な経費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る道路環境整備事業の財源の社会資
本整備事業特別会計道路整備勘定へ繰入れに必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興北海道開発事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る治山事業に必要な経費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る農業生産基盤保全管理・整備事業
に必要な経費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る戸別所得補償実施円滑化基盤整備
事業に必要な経費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る農地等保全事業に必要な経費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る農山漁村地域整備事業に必要な経
費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る森林整備事業に必要な経費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る水産基盤整備に必要な経費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る社会資本総合整備事業に必要な経
費
（項）東日本大震災復旧・復興北海道治山事業費国有林野事業特別会計へ繰入
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る治山事業の財源の国有林野事業特
別会計へ繰入れに必要な経費

- - - 21,145 29,445 8,300 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）北海道治水事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）治水事業の財源の社会資本整備事業特別会計治水勘定へ繰入れに
必要な経費
（項）北海道道路整備事業費社会資本整備事業特別会計へ繰入
　（大事項）道路整備事業の財源の社会資本整備事業特別会計道路整備勘定へ
繰入れに必要な経費
　（大事項）道路環境整備事業の財源の社会資本整備事業特別会計道路整備勘
定へ繰入れに必要な経費
（項）北海道開発事業費
　（大事項）治山事業に必要な経費
　（大事項）水道施設整備に必要な経費
　（大事項）農業生産基盤保全管理・整備事業に必要な経費
　（大事項）農地等保全事業に必要な経費
　（大事項）水産基盤整備に必要な経費
　（大事項）社会資本総合整備事業に必要な経費
（項）北海道治山事業費国有林野事業特別会計へ繰入
　（大事項）治山事業の財源の国有林野事業特別会計へ繰入れに必要な経費

一部改善

国土交通省内各事業所管部局のほか、農林水産省
との連絡調整を緊密にし、連携を積極的に推進す
るなど効果的な事業・施策展開を図る。また、北
海道を始めとする自治体との連携を深め、地域
ニーズに沿った事業が展開されるよう一層の重点
化を図る。さらに、発注に当たってはコストを精
査の上縮減を図るとともに、競争性・透明性の高
い発注先の選定方式の導入を図る。

-

　平成25年度における各事業の予算概算要求につ
いて、国交省内各事業所管部局のほか、関係各省
との調整を行い、地域のニーズに沿った事業への
重点化を図った。
　発注に関する執行等の改善については、国交省
内各事業所管部局及び各事業所管省庁における執
行等に関する取り組みや事業実施の考え方を踏ま
え、競争性の確保や更なるコスト縮減に向けて、
各事業毎に適切に反映していく。

0410 北海道開発事業（東日本大震災関連） 北海道局 40 北海道総合開発を推進する
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Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
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備　考
執行可能額 執行額

0412 北海道開発計画調査等経費 163 163 74 一部改善

基礎的調査の重点化を行ったことは評価できる。引き
続き、基礎的調査の重点化を図るとともに、一者応札
の改善、競争性のある契約形態への改善を図り、効
率的な事業実施に取り組む。

161 157 ▲4 - 執行等改善

引き続き、計画の主要施策の推進に向けた基礎的
調査に重点化を図るとともに、執行にあたっては
一般競争入札を原則として、競争性の確保に努
め、効率的な事業実施に取り組むこととする。

北海道局 40 北海道総合開発を推進する 一般会計
（項）北海道総合開発推進費
　（大事項）北海道総合開発の推進に必要な経費

0413
北方領土隣接地域振興等経費
(北方領土隣接地域振興等事業推進費補助
金）

100 100 96 抜本的改善

北特法第１０条に基づく基金による事業以外に北
方領土隣接地域に対し特に支援する必要性につい
て再度検証し、明らかにした上で、真に国が実施
すべき分野に限定して事業を実施する。本事業
と、他省庁等で行われている関連事業等との関係
を整理し、地域のニーズに沿った事業展開が図ら
れるよう優先度を精査する。さらに、現在負担を
負っていない補助金の交付先である北海道と国の
役割分担について明確化を図るとともに、必要に
応じ見直しを行う。

100 100 - - 執行等改善

北方領土隣接地域の振興については、これまで北
特法に基づく振興計画に沿って進めてきたが、地
域の活力が低下しており、より効果的な振興を検
討し、魅力ある地域社会の形成を図る必要があ
る。このため、平成２５年度から始まる第７期振
興計画の５年間においては、隣接地域の魅力ある
地域社会の形成を図るためのハード・ソフト一体
となった取組に重点化を図り、この取組に係る事
業のうち社会基盤整備などの活用を図るためのソ
フト対策に対する補助に限定するように制度の見
直しを図る。なお、この制度見直しにあたって
は、他省庁等で行われる事業と重複しないよう整
理するとともに、引き続き北海道と国の適切な役
割分担について検討を進める。

北海道局 40 北海道総合開発を推進する 一般会計
（項）北海道総合開発推進費
　（大事項）北海道総合開発の推進に必要な経費

0414 アイヌの伝統等普及啓発等に必要な経費 124 124 102 抜本的改善

これまで実施されてきた事業の評価を行い、成果
を検証するとともに、今後の事業展開に当たって
は、事業環境等の精査を行い、成果を念頭に置い
た重点化を行う。引き続き効率的な事業実施を図
る。

125 125 - - 執行等改善

　国、北海道、(財)アイヌ文化振興・研究推進機
構（以下「財団」）及びアイヌ関係団体から成る
「アイヌ文化振興等施策推進会議」を開催し、事
業の実施状況を把握するとともに、社会情勢等を
踏まえたアイヌ文化振興等施策の更なる効果的な
推進や、施策の充実という観点から、事業効果を
検証した。
　平成25年度要求においては、成果を念頭に置い
た一層の効率的・効果的な施策を推進する観点か
ら、「アイヌ政策推進会議」（座長：内閣官房長
官）における国民理解の促進方策等に関する検討
内容等を踏まえ、より多数の人がアイヌの伝統文
化に触れることのできる機会を創出する事業等へ
の重点化を行った。
　実施に当たっては、財団事業における競争性・
透明性の確保やコスト縮減に努めつつ、引き続き
効率的な事業実施を図る。

北海道局 40 北海道総合開発を推進する 一般会計
（項）北海道総合開発推進費
　（大事項）北海道総合開発の推進に必要な経費

0415 北海道開発局施設整備費 281 281 279 一部改善
事業の重点化やコスト縮減の取組がみられるが、
その具体的な成果を今後のレビューの中で明らか
にすること

267 254 ▲13 ▲12 縮減
緊急度が高い事業に重点化するとともに、改修内
容も老朽化が著しい部分に限定しコスト縮減を
図った。

北海道局 - - 一般会計
（項）北海道開発局施設費
　（大事項）北海道開発局施設整備に必要な経費

0416 社会資本の円滑な整備手法に関する研究 12 12 11 廃止
一定の成果を得られる見込みであることから、24年度
をもって廃止。

6 - ▲6 ▲6 廃止
一定の成果を得られる見込みであることから、24
年度をもって廃止する。

国土交通政策研
究所

30
社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的
な推進に必要な経費

0417
中間レベル（コミュニティ・近隣）のＣＯ２
排出削減のインセンティブ施策に関する研究

5 5 5 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土交通政策研

究所
30

社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的
な推進に必要な経費

0418 都市の防犯性の向上に関する研究 8 8 8 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土交通政策研

究所
30

社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的
な推進に必要な経費

0419
都市再生・まちづくりに資する建替え型リ
バースモーゲージに関する研究

5 5 5 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土交通政策研

究所
30

社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的
な推進に必要な経費

0420 交通弱者等の移動可能性に関する調査研究 23 23 22 廃止

交通弱者等の移動可能性に関する調査研究につい
ては、平成２４年度までに必要となる研究成果を得ら
れる見込であり、当初の事業目的は達成されることか
ら、当該事業は２４年度をもって廃止とする。今後は、
研究成果を早期にとりまとめ広く情報発信を行うべ
き。

18 - ▲18 ▲18 廃止
平成２４年度までに必要となる研究成果を得られ
る見込であり、当初の事業目的は達成されること
から、当該事業は２４年度をもって廃止とする。

国土交通政策研
究所

30
社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的な
推進に必要な経費

0421
運輸・交通分野での環境におけるインセン
ティブに関する調査研究

15 15 14 廃止 昨年度の行政事業レビューで廃止。 - - - - - -
国土交通政策研

究所
30

社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的な
推進に必要な経費

0422
運輸企業の組織的安全マネジメントに関する
調査研究

11 11 9 廃止 昨年度の行政事業レビューで廃止。 - - - - - -
国土交通政策研

究所
30

社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的な
推進に必要な経費

0423 運輸産業の分析に関する調査研究 18 18 17 廃止 昨年度の行政事業レビューで廃止。 - - - - - -
国土交通政策研

究所
30

社会資本整備・管理等を効果的に推進
する

一般会計
（項）社会資本整備・管理効率化推進費
　（大事項）社会資本整備・管理等の効率的な
推進に必要な経費

0424 土木関連施設整備費、建築関連施設整備費 57 777 776 一部改善

引き続き、対象の重点化を図る。また、引き続
き、発注に当たってはコストを精査の上縮減を図
るとともに、引き続き競争性・透明性の高い発注
先の選定方式の導入を図る。

54 51 ▲3 ▲3 縮減

官庁営繕部が策定した｢筑波研究施設整備(修繕)計
画｣に従い、施設整備の緊急度が極めて高いものに
対象施設を重点化している。また、価格競争や企
画競争により引き続き競争性・透明性を確保して
いく。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）国土技術政策総合研究所施設費
　（大事項）国土技術政策総合研究所施設整
備に必要な経費
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0425 一般研究経費 191 191 188 一部改善

事業効果の検証やコスト縮減の取組について、全
研究共通の取組を述べるのみではなく、個々の研
究ごとの取組と成果の事例などをレビューの中で
具体的に明らかにすること。

177 171 ▲6 ▲6 縮減

技術基準の改定等に必要な各種データの収集・分
析が着実に進むことで、道路橋示方書等の技術基
準の改定等に成果が反映され、事業効果が得られ
ていることを年度末に実施した内部評価委員会で
確認している。概算要求にあたっては、事業の必
要性、効率性や、類似事業の有無等を所内の審査
会で十分に確認している。また、予算の支出にあ
たっては、引き続き、価格競争及び企画競争によ
り競争性の確保に努めることとしている。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0426
高層建築物の地震後の火災安全対策技術の開
発

20 20 17 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0427
土砂移動を考慮した治水安全度評価手法に関
する研究

12 12 11 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0428
ソーシャルキャピタルの特性に応じた地域防
災力向上方策に関する研究

11 11 10 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0429
小規模建築物の雨水浸入要因とその防止策に
関する研究

12 12 11 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0430
都市におけるエネルギー需要・供給者間の連
携と温室効果ガス排出量取引に関する研究

18 18 18 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0431
省ＣＯ２効果からみたヒートアイランド対策
評価に関する研究

20 20 20 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0432 汽水域環境の保全・再生に関する研究 16 16 16 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0433
気候変動下での大規模水災害に対する施策群
の設定・選択を支援する基盤技術の開発

13 13 12 一部改善

事業効果の検証やコスト縮減の取組について、全
研究共通の取組を述べるのみでは不十分。個々の
研究ごとの取組と成果をレビューの中で具体的に
明らかにすること。

12 12 - - -

昨年度までに気候変動に対する各種施策オプショ
ンの被害低減効果の算定が完了しており、最終成
果の取りまとめに向け着実に進捗している。事業
の進捗については、年度末に当該年度の研究成果
等を内部評価委員会で確認することとしており、
引き続きこのような事業の進捗管理を行ってい
く。本事業により得られる最終成果は｢洪水に関す
る気候変化の適応策検討ガイドライン｣に反映予定
であり、成果が広く活用されることが期待され
る。また、今後も価格競争や企画競争により競争
性・透明性を確保していく。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

昨年度までに構造計算プログラムによる構造計算
結果のばらつき要因の調査等が完了しており、最
終成果の取りまとめに向け着実に進捗している。

0434
建築実務の円滑化に資する構造計算プログラ
ムの技術基準に関する研究

14 14 14 一部改善

事業効果の検証やコスト縮減の取組について、全
研究共通の取組を述べるのみでは不十分。個々の
研究ごとの取組と成果をレビューの中で具体的に
明らかにすること。

13 12 ▲1 ▲1 縮減

終成果の取りまとめに向け着実に進捗している。
事業の進捗については、年度末に当該年度の研究
成果等を内部評価委員会で確認することとしてお
り、引き続きこのような事業の進捗管理を行って
いく。本事業により得られる最終成果は｢建築基準
法施工令第三章第八節　構造計算｣の適用及び運用
の合理化に反映予定であり、成果が広く活用され
ることが期待される。また、今後も価格競争や企
画競争により競争性・透明性を確保していく。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0435
密集市街地における協調的建て替えルールの
策定支援技術の開発

19 19 19 一部改善

事業効果の検証やコスト縮減の取組について、全
研究共通の取組を述べるのみでは不十分。個々の
研究ごとの取組と成果をレビューの中で具体的に
明らかにすること。

19 18 ▲1 ▲1 縮減

昨年度までに簡易数値計算プログラムの開発、街
区情報管理サブプログラムの作成等が完了してお
り、最終成果の取りまとめに向け着実に進捗して
いる。事業の進捗については、年度末に当該年度
の研究成果等を内部評価委員会で確認することと
しており、引き続きこのような事業の進捗管理を
行っていく。本事業により得られる最終成果は｢密
集市街地における協調的建て替えルールの策定ガ
イドライン｣に反映予定であり、成果が広く活用さ
れることが期待される。また、今後も価格競争や
企画競争により競争性・透明性を確保していく。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0436
住宅種別に応じたエネルギー消費性能評価法
の開発

14 14 14 廃止
一定の成果を得られる見込みであることから、24年度
をもって廃止。

13 - ▲13 ▲13 廃止
平成２４年度中に所要の成果が見込まれることか
ら廃止。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0437
美しいまちづくりに向けた公共事業の景観創
出の効果分析に関する研究

11 11 11 廃止
一定の成果を得られる見込みであることから、24年度
をもって廃止。

10 - ▲10 ▲10 廃止
平成２４年度中に所要の成果が見込まれることか
ら廃止。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0438
地域における資源・エネルギー循環拠点とし
ての下水処理場の技術的ポテンシャルに関す
る研究

6 6 6 一部改善

事業効果の検証やコスト縮減の取組について、全
研究共通の取組を述べるのみでは不十分。個々の
研究ごとの取組と成果をレビューの中で具体的に
明らかにすること。

15 12 ▲3 ▲3 縮減

昨年度までに技術評価項目の抽出等を行い、ガイ
ドライン等の策定に必要な情報の整理が完了して
おり、最終成果の取りまとめに向け着実に進捗し
ている。事業の進捗については、年度末に当該年
度の研究成果等を内部評価委員会で確認すること
としており、引き続きこのような事業の進捗管理
を行っていく。本事業により得られる最終成果は｢
下水処理場において先進的な循環利用技術の導入
を促進するための技術ガイドライン｣を策定予定で
ある。また、今後も価格競争や企画競争により競
争性・透明性を確保していく。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0439
災害対応を改善する津波浸水想定システムに
関する研究

7 7 6 一部改善

事業効果の検証やコスト縮減の取組について、全
研究共通の取組を述べるのみでは不十分。個々の
研究ごとの取組と成果をレビューの中で具体的に
明らかにすること。

16 16 - - -

昨年度までに東北地方太平洋沖地震における津波
情報の活用状況及び効果の把握が完了しており、
最終成果の取りまとめに向け着実に事業を進めて
いる。事業の進捗については、年度末に当該年度
の研究成果等を内部評価委員会で確認することと
しており、引き続きこのような事業の進捗管理を
行っていく。本事業による最終成果としては津波
浸水システムが作成される予定であり、広く成果
が活用されることが期待される。また、今後も価
格競争や企画競争により競争性・透明性を確保し
ていく。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0440
大規模広域型地震被害の即時推測技術に関す
る研究

7 7 7 一部改善

事業効果の検証やコスト縮減の取組について、全
研究共通の取組を述べるのみでは不十分。個々の
研究ごとの取組と成果をレビューの中で具体的に
明らかにすること。

13 12 ▲1 ▲1 縮減

昨年度までに地震動分布推定手法の素案作成が完
了しており、最終成果の取りまとめに向け着実に
進捗している。事業の進捗については、年度末に
当該年度の研究成果等を内部評価委員会で確認す
ることとしており、引き続きこのような事業の進
捗管理を行っていく。本事業により得られる最終
成果に基づき、国総研は社会資本施設の被害推測
結果を国土交通省危機管理対応者に提供していく
予定であり、重点復旧箇所や優先緊急対応箇所の
絞り込みとそれに応じた広域支援体制の構築準備
などの意志決定をサポートすることができるよう
になる。また、今後も価格競争や企画競争により
競争性・透明性を確保していく。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0441
再生可能エネルギーに着目した建築物への新
技術導入に関する研究

8 8 7 一部改善

事業効果の検証やコスト縮減の取組について、全
研究共通の取組を述べるのみでは不十分。個々の
研究ごとの取組と成果をレビューの中で具体的に
明らかにすること。

16 16 - - -

昨年度までに再生可能エネルギー導入の先行事例
調査等が完了しており、最終成果の取りまとめに
向け着実に進捗している。事業の進捗について
は、年度末に当該年度の研究成果等を内部評価委
員会で確認することとしており、引き続きこのよ
うな事業の進捗管理を行っていく。本事業により
得られる最終成果は省エネ法に基づく技術基準等
に反映予定であり、成果が広く活用されることが
期待される。また、今後も価格競争や企画競争に
より競争性・透明性を確保していく。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0442
高齢者の安心居住に向けた新たな住まいの整
備手法に関する研究

10 10 10 一部改善

事業効果の検証やコスト縮減の取組について、全
研究共通の取組を述べるのみでは不十分。個々の
研究ごとの取組と成果をレビューの中で具体的に
明らかにすること。

15 15 - - -

昨年度までに高齢者住宅市場で実現されている
ハード水準及びソフト水準の実態把握等が完了し
ており、最終成果の取りまとめに向け着実に進捗
している。事業の進捗については、年度末に当該
年度の研究成果等を内部評価委員会で確認するこ
ととしており、引き続きこのような事業の進捗管
理を行っていく。本事業により得られる最終成果
は｢高齢者の居住の安全確保に関する法律｣に基づ
く技術指針等として公表予定であり、成果が広く
活用される とが期待される また 今後も価格

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

活用されることが期待される。また、今後も価格
競争や企画競争により競争性・透明性を確保して
いく。

0443
都市計画における戦略的土地利用マネジメン
トに向けた土地適性評価技術に関する研究

8 8 8 一部改善

事業効果の検証やコスト縮減の取組について、全
研究共通の取組を述べるのみでは不十分。個々の
研究ごとの取組と成果をレビューの中で具体的に
明らかにすること。

10 10 - - -

昨年度までに一連の土地適性評価の演算が可能な
研究開発用基本プログラムの作成が完了してお
り、最終成果の取りまとめに向け着実に進捗して
いる。事業の進捗については、年度末に当該年度
の研究成果等を内部評価委員会で確認することと
しており、引き続きこのような事業の進捗管理を
行っていく。本事業により得られる最終成果は
「都市計画運用指針」に反映予定であり、成果が
広く活用されることが期待される。また、今後も
価格競争や企画競争により競争性・透明性を確保
していく。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研
究等に必要な経費

0444
東日本地域における水力発電の増強に関する
検討（東日本大震災関連）

30 30 30 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興技術研究開発
推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
社会資本整備関連技術の試験研究等に必要な
経費

0445
放射性物質で汚染された下水汚泥の緊急処理
対応（東日本大震災関連）

30 18 14 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興技術研究開発
推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
社会資本整備関連技術の試験研究等に必要な
経費

0446
東日本大震災による建物被害調査（東日本大
震災関連）

10 10 10 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興技術研究開発
推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
社会資本整備関連技術の試験研究等に必要な
経費

0447 情報通信網の多重化（東日本大震災関連） 140 - - 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興国土技術政策
総合研究所施設費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る
国土技術政策総合研究所施設整備に必要な経
費

0448 港湾・空港関連施設整備費 16 1 1 一部改善
設計・施工について、より効率的・計画的な事業の実
施を図り、コスト縮減を図るべき。

14 13 ▲1 ▲1 縮減
個々の研究の円滑な実施に緊急性の高い内容を優
先させるとともに、別々の工事を１つに纏めるこ
とで効率化とコスト縮減を図ることとした。

国土技術政策総
合研究所

－ － 一般会計
（項）国土技術政策総合研究所施設費
　（大事項）国土技術政策総合研究所施設整備
に必要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0449
エアラインの行動を考慮した空港需要マネジ
メントに関する研究

5 5 5 廃止 昨年の行政事業レビューで廃止。 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研究
等に必要な経費

0450
持続可能な臨海部における廃棄物埋立処分に
関する研究

5 5 5 廃止 昨年の行政事業レビューで廃止。 - - - - - -
国土技術政策総

合研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研究
等に必要な経費

0451
作用・性能の経時変化を考慮した社会資本施
設の管理水準の在り方に関する研究

5 5 5 廃止
平成24年度中に一定の研究成果を得られる見込みで
あることから、本事業は廃止する。

9 - ▲9 ▲9 廃止
平成24年度中に所要の成果が見込まれることから
廃止。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研究
等に必要な経費

0452
アジア国際フェリー輸送の拡大に対応した輸
送円滑化方策に関する研究

5 6 6 一部改善
コストを精査の上縮減を図る。また、研究の途中で得
られた成果を公表する等により、効率的な政策効果
の実現を図る。

6 6 - ▲1 縮減

H25dはシミュレーション実施のための経費の増大
が見込まれたが、実施ケースを絞りコスト縮減を
図った。また、これまでに検討した貨物流動の分
析結果等についてとりまとめ、効率的な政策効果
の実現を図った。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研究
等に必要な経費

0453
物流の効率性と両立した国際輸送保安対策の
あり方に関する研究

5 5 5 廃止
平成24年度中に一定の研究成果を得られる見込みで
あることから、本事業は廃止する。

5 - ▲5 ▲5 廃止
平成24年度中に所要の成果が見込まれることから
廃止。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研究
等に必要な経費

0454
国際バルク貨物輸送効率化のための新たな港
湾計画手法の開発

6 6 6 一部改善
コストを精査の上縮減を図る。また、研究の途中で得
られた成果を公表する等により、効率的な政策効果
の実現を図る。

6 7 1 ▲2 縮減

H25dにおいてはケーススタディ実施のため経費増
大が見込まれたが、対象ケースの絞り込みを行う
ことでコスト縮減を図った。また、これまでに得
られた成果である船体運動の分析結果等について
とりまとめ、効率的な政策効果の実現を図った。

国土技術政策総
合研究所

41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術の試験研究
等に必要な経費

0455
沿岸防災二次元水路の改修（東日本大震災関
連）

95 - - 廃止
平成24年度中に一定の成果を得られる見込みである
ことから、本事業は廃止する。

- - - - -
平成24年度中に所要の成果が見込まれることから
廃止。

国土技術政策総
合研究所

－ － 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興国土技術政策総
合研究所施設費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る国
土技術政策総合研究所施設整備に必要な経費

0456 基盤地図情報整備経費 1,617 1,735 1,673 一部改善

・公共施設管理者と連携・協力しつつ、効果的、効率
的に情報の更新をしていくこと。
・引き続きコストの縮減、競争性・透明性の高い発注
先の選定に取り組み、具体的な成果を明らかにしてい
くこと。

1,250 1,250 - - 執行等改善

・公共施設管理者との連携・協力を図り効果的、
効率的に更新を進める。
・また、引き続きコスト縮減や発注方法の改善
等、事業実施の効率化・透明性を図る。

国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）地理空間情報整備・活用推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用の推進に必要
な経費

0457 国土地理院施設整備に必要な経費 275 246 225 一部改善
引き続き、必要最小限のものに限定し、さらに重
点化の上行う。

63 62 ▲1 ▲1 縮減
・優先度の精査及び重点化を行い、必要最低限の
ものに限定し行う。

国土地理院 - - 一般会計
（項）国土地理院施設費
　（大事項）国土地理院施設整備に必要な経費

0458 地殻変動等調査経費 338 338 321 一部改善
引き続きコストの縮減、競争性・透明性の高い発
注先の選定に取り組み、具体的な成果を明らかに
していくこと。

313 310 ▲3 ▲1 縮減
・引き続きコスト縮減や発注方法の改善等、事業
実施の効率化・透明性を図る。 国土地理院 10

自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計

（項）災害情報整備推進費
　（大事項）災害時における情報伝達手段等の整備に
必要な経費

0459 防災地理調査経費 97 70 66 一部改善

・大学等との連携についての積極的な取組は評価で
きる。引き続きコストの縮減、競争性・透明性の高い
発注先の選定に取り組み、具体的な成果を明らかに
していくこと。
・成果の活用を促進するため、整備の段階から地方
公共団体等と連携を図り、効果的な事業実施を図るこ
と。

56 50 ▲6 ▲6 縮減

・引き続きコスト縮減や発注方法の改善等、事業
実施の効率化・透明性を図る。
・主たる利用者である地方公共団体等を対象に、
防災地理情報の利用実態、ニーズ把握の調査を定
期的に行い、効果的な事業実施の検証を行う。

国土地理院 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計

（項）災害情報整備推進費
　（大事項）災害時における情報伝達手段等の整備に
必要な経費

0460 測量用航空機運航経費 82 94 89 一部改善
・引き続きコストの縮減、競争性・透明性の高い発注
先の選定に取り組んでいくこと。

104 98 ▲6 ▲6 縮減
・引き続きコスト縮減や発注方法の改善等、事業
実施の効率化・透明性を図る。

国土地理院 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計

（項）災害情報整備推進費
　（大事項）災害時における情報伝達手段等の整備に
必要な経費

0461 基本測地基準点測量経費 1,065 1,071 1,017 一部改善
・引き続きコストの縮減、競争性・透明性の高い発注
先の選定に取り組んでいくこと。

1,108 1,022 ▲86 ▲85 縮減
・引き続きコスト縮減や発注方法の改善等、事業
実施の効率化・透明性を図る。

国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）地理空間情報整備・活用等推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用等の推進に必
要な経費

0462 基本図測量経費 493 521 478 一部改善

事業の成果を活用するための取組は評価できる。引
き続きコストの縮減、競争性・透明性の高い発注先の
選定に取り組み、具体的な成果を明らかにしていくこ
と。

417 407 ▲10 - 執行等改善
・引き続きコスト縮減や発注方法の改善等、事業
実施の効率化・透明性を図る。

国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）地理空間情報整備・活用等推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用等の推進に必
要な経費

0463 電子国土推進経費 142 142 127 一部改善

事業の成果を活用するための取組は評価できる。引
き続きコストの縮減、競争性・透明性の高い発注先の
選定に取り組み、具体的な成果を明らかにしていくこ
と。

89 - ▲89 - - ・測量行政推進経費に組替え。 国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）地理空間情報整備・活用等推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用等の推進に必
要な経費

0464 土地利用調査経費 23 23 16 一部改善

・引き続きコストの縮減、競争性・透明性の高い発注
先の選定に取り組み、具体的な成果を明らかにしてい
くこと。
・成果の活用を促進するため、整備の段階から国の
研究機関等と連携を図り、効果的な事業実施を図るこ
と。

18 13 ▲5 ▲5 縮減

・引き続きコスト縮減や発注方法の改善等、事業
実施の効率化・透明性を図る。
・国の研究機関等や地方公共団体を対象に、国土
環境などの基礎的な地理空間情報の利用実態、
ニーズ把握の調査を定期的に行い、効果的な事業
実施の検証を行う。

国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）地理空間情報整備・活用等推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用等の推進に必
要な経費

0465 地球地図整備等経費 45 45 38 一部改善

大学等との連携についての積極的な取組は評価で
きる。引き続きコストの縮減、競争性・透明性の
高い発注先の選定に取り組み、具体的な成果を明
らかにしていくこと。

39 31 ▲8 ▲6 縮減
・引き続きコスト縮減や発注方法の改善等、事業
実施の効率化・透明性を図る。

国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）地理空間情報整備・活用等推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用等の推進に必
要な経費
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0466 国土変遷アーカイブ整備・地図情報管理経費 109 114 112 一部改善

事業の成果を活用するための取組については評価
できる。引き続きコストの縮減、競争性・透明性
の高い発注先の選定に取り組み、具体的な成果を
明らかにしていくこと。

- - - - - ・地理空間情報ライブラリー推進経費に組替え。 国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計
（項）地理空間情報整備・活用等推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用等の推進に必
要な経費

0467 電子政府等業務効率化推進経費 102 102 94 一部改善
引き続きコストの縮減、競争性・透明性の高い発
注先の選定に取り組み、具体的な成果を明らかに
していくこと。

107 51 ▲56 - 執行等改善
・引き続きコストの縮減や発注方法の改善等、事
業実施の効率化・透明性を図る。

国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）地理空間情報整備・活用等推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用等の推進に必
要な経費

0468 地図等複製経費 16 16 10 一部改善
引き続きコストの縮減、競争性・透明性の高い発
注先の選定に取り組み、具体的な成果を明らかに
していくこと。

- - - - - ・基本図測量経費に組替え。 国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）地理空間情報整備・活用等推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用等の推進に必
要な経費

0469 地理地殻活動の研究に必要な経費 123 118 95 一部改善

民間や大学等との緊密な連携を図り、事業の効果
を高めること。引き続きコストの縮減、競争性・
透明性の高い発注先の選定に取り組み、具体的な
成果を明らかにしていくこと。

111 111 - - 執行等改善
・引き続きコスト縮減や発注方法の改善等、事業
実施の効率化・透明性を図る。

国土地理院 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）地理地殻活動の推進に必要な経費

0470 基本測地基準点等災害復旧経費 3,489 3,250 2,856 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - 平成23年度限りの経費 国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）地理空間情報整備・活用等推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用等の推進に必
要な経費

0471
電子基準点による地殻変動監視体制の強化
（東日本大震災関連）

4,041 96 69 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - 平成23年度限りの経費 国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興国土地理院施設費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る国土地理
院施設整備に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興地理空間情報整備・活
用等推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る地理空間
情報の整備・活用等の推進に必要な経費

0472
地理空間情報のアーカイブ整備（東日本大震
災関連）

1,700 - - 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - 平成23年度限りの経費 国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興地理空間情報整備・活
用等推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る地理空間
情報の整備・活用等の推進に必要な経費

0473 高精度標高データ整備（東日本大震災関連） 1,497 247 197 廃止 事業の完了に伴い廃止 - - - - - 平成23年度限りの経費 国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興地理空間情報整備・活
用等推進費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る地理空間
情報の整備・活用等の推進に必要な経費

3,586 3,586 2,749 - - - - - - 国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調査
及び地理空間情報の整備・活用を推進
する

一般会計

（項）地理空間情報整備・活用推進費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用の推進に必要
な経費

- - - (529) (290) (▲239) (▲239) 縮減
・引き続きコストの縮減や発注方法の改善等、事
業実施の効率化・透明性を図る。

復興庁参事官
（予算会計担

当）
- -

東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
　（大事項）地理空間情報の整備・活用の推進に必要
な経費

国庫債務負担行為を活用し、コスト縮減は図られてい 機器の賃貸借料金及び保守料金において、複数年
船舶交通の安全と海上の治安を確保す （項）海難審判費

平成24年度以降は復興庁で
予算計上

0474
災害復興計画基図の更新（東日本大震災関
連）

一部改善
コストの縮減、競争性・透明性の高い発注先の選
定に取り組み、具体的な成果を明らかにしていく
こと。

0475 海難審判に必要な経費 32 32 27 現状通り
債 負

るが、引き続き調達方法の最適化を図りコスト縮減に
努めるべき。

32 32 - - -
機 賃貸 複数
度である国庫債務負担行為を活用し、契約単価を
下げることにより、コスト縮減を図った。

海難審判所 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計
（項）海難審判費
　（大事項）海難審判に必要な経費

0476 世界観光事業分担金 38 38 38 現状通り

国際約束で決められた分担金を支出しなければなら
ないことから、現状通りとする。
引き続き、UNWTOに対して効率的な運用を求めるべ
き。

36 34 ▲2 - - - 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

0477
ＡＳＥＡＮ貿易投資観光促進センター等拠出
金

110 110 110 現状通り

国際協定等に基づく拠出であるため支出しなければ
ならないことから、現状通りとする。
引き続き、各国際機関に対して効率的な運用を求め
るべき。

110 110 - - - - 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

0478 観光連絡調整経費 9 9 18 現状通り
既に、一般競争入札導入により、調達手法の改善を
行っていることから、現状通りとする。

19 19 - - - - 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

0479 観光統計整備事業 475 475 441 一部改善

既に一部競争入札の導入を行っているが、引き続き、
一般競争入札の導入拡大を図るべき。また、利用者
ニーズを踏まえ、事業の成果が効果的に利用される
よう引き続き改善を図るべき。

887 390 ▲497 - 執行等改善

既に一部で一般競争入札を導入しており、引き続
き、一般競争入札の更なる拡大について検討す
る。
また、利活用の推進については引き続き改善す
る。

観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

0480 広域観光促進基礎調査 201 201 183 一部改善
一部一般競争入札の導入を図ったところであるが、引
き続き一般競争入札の導入拡大を図るべき。

88 40 ▲48 - 執行等改善 引き続き一般競争入札の導入拡大を行う 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計

（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）観光振興に必要な経費

0481 観光地域づくりプラットフォーム支援事業 271 271 202 廃止
平成22年に行われた事業仕分けの指摘等を踏まえ、
当該事業については24年度限りで廃止とする。

246 - ▲246 ▲246 廃止

平成22年に行われた事業仕分けの指摘等を踏ま
え、「観光地域づくりプラットフォーム支援事
業」については廃止し、平成２５年度概算要求に
は計上しないこととする。

観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

0482
大学における観光経営マネジメント教育支援
事業

43 43 45 廃止
平成23年度行政事業レビューの結果を踏まえて事業
廃止とする。

- - - - - チーム所見を踏まえて廃止する。 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

0483 観光まちづくり人材育成事業 178 178 131 廃止
観光分野の人材育成のために国が果たす役割や目
標を改めて検討した上で、具体的な支援策のあり方
について再検討すべき。

124 - ▲124 ▲124 廃止
公開プロセスの結果を踏まえ、「観光まちづくり
人材育成事業」については廃止し、平成２５年度
概算要求には計上しないこととする。

観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計

（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）観光振興に必要な経費

0484
訪日旅行促進事業（ビジット・ジャパン事
業）

6,055 6,079 5,977 一部改善

既に複数応募の企画競争を促すなど、一定の取組み
は行っているが、引き続き予算執行の効率化・適正化
を図るべき。
また、事業効果の測定結果を踏まえた、効果的な事
業実施や東日本大震災による、風評被害等により訪
日外客数の落ち込んだ地域への対策等、事業実施内
容について精査していくべき。

4,927 5,843 916 - 執行等改善

マーケティング・リサーチや効果測定等を踏まえ
た市場別プロモーション方針に基づき、関係省
庁、国と地方、官と民の連携を強化したオール
ジャパン体制により、効果的・効率的な訪日促進
プロモーションを実施する。また、震災後の落ち
込みが継続する市場における観光客目線での風評
被害の軽減に引き続き取り組むなど、訪日旅行需
要創出に向けた事業を行う。

観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計

（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）観光振興に必要な経費
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（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度
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Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
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反映額
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政策評価の体系
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平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0485 訪日外国人旅行者の受入環境整備事業 608 608 596 一部改善
事業効果の検証については、引き続き積極的に行う
とともに、その検証結果を踏まえ、地域が自立的に事
業展開を行うような制度を構築していくべき。

854 520 ▲334 - 執行等改善

チーム所見を踏まえ、事業効果の検証について
は、引き続き積極的に行うとともに、その検証結
果を踏まえ、これまでの事業実績等をとりまとめ
るとともに、事業実施地域の連絡会を開催して相
互の情報共有を促す等地域が自立的に事業展開を
行う事業となるよう改善し、予算額に反映。

観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

0486 休暇取得・分散化促進実証事業 82 82 89 抜本的改善

実証事業については、地域の自立的な取組みに移行
させていくとともに、本事業について、全国的な運動へ
とより大きな広がりを持たせるための手法について検
討を行うべき。

30 19 ▲11 ▲11 縮減

全国的な運動へと展開するため、観光庁が中心と
なって行っていた自治体に対する事業実施の働き
かけを、２５年度からは地方運輸局等が中心と
なって行うこととし、自治体の自主的な取組みへ
の移行を図る。

観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

0487 （独）国際観光振興機構運営費交付金 1,972 1,972 1,972 抜本的改善

独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針
（平成24年１月20日閣議決定）に基づいた、機能的な
統合の結果を踏まえて、事業実施の効率化や重複の
排除等を行うべき。

1,884 1,859 ▲25 - 執行等改善

独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針
（平成24年１月20日閣議決定）に基づく検討によ
り今夏得る結論を踏まえて、事業実施の効率化等
を引き続き行っていく。

観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）独立行政法人観光振興機構運営費
　（大事項）独立行政法人国際観光振興機構運
営費交付金に必要な経費

0488
国内観光活性化緊急対策事業（東日本大震災
関連）

650 650 619 抜本的改善

平成24年度も引き続き実施している、「ポジティブ・オ
フ運動」については、効果検証を行った上で、より訴求
力の高い手法で事業を実施するとともに、いつまでも
国が直接行うのではなく、民間等の自立的な取組み
に委ねていくべき。

50 - ▲50 ▲50 廃止
平成２４年度中に民間等の自立的な取り組みへの
移行に向けた検討を進め、平成２５年度から実施
していく。

観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）東日本大震災復旧・復興観光振興費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る観光
振興に必要な経費

0489 外客誘致緊急対策事業（東日本大震災関連） 1,389 1,389 1,377 廃止
当該事業は、震災後の緊急対策として行った事業で
あるため、平成23年度限りで廃止とする。

- - - - - チーム所見を踏まえて廃止する。 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）東日本大震災復旧・復興観光振興費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る観光
振興に必要な経費

550 550 550 - - - - - - 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）東日本大震災復旧・復興観光振興費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る観光
振興に必要な経費

- - - (250) (-) (▲250) - 廃止 チーム所見を踏まえて廃止する。
復興庁参事官
（予算会計担

当）
－ －

東日本大震災
復興特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政策費
　（大事項）観光振興に必要な経費

0491
地域再生のための観光業支援事業（東日本大
震災関連）

57 57 57 廃止
当該事業は、震災後の緊急対策として行った事業で
あるため、平成23年度限りで廃止とする。

- - - - - チーム所見を踏まえて廃止する。 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）東日本大震災復旧・復興観光振興費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る観光
振興に必要な経費

他機関との連携を強化し、予報の予測精度の向上を
図るべき。

局地的降水予測システムの整備による他機関の気
象データの活用等により、局地的大雨等の予報の
予測精度の向上を図る。
気象情報伝送処理システム（東日本アデス）の更

自然災害による被害を軽減するため、 （項）観測予報等業務費

0490
広域連携観光復興対策事業（東日本大震災関
連）

廃止

当該事業で実施している東北観光博については、平
成24年度で終了となるため廃止とするが、事業効果
の検証結果を踏まえて、地域が自立的に事業展開を
行うような措置を講ずるべき。

平成24年度以降は復興庁で
予算計上

0492 予報業務 647 689 677 抜本的改善
図る き。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、複数年度契
約の実施等による調達方法の改善を図り、コストの縮
減に努めるべき。

443 310 ▲133 ▲18 縮減
気象情報伝送処理システム（東日本アデス）の更
新に伴い、防災気象情報提供システムを同システ
ムに統合することにより、コストの縮減を図っ
た。
天気図解析システムの更新に当たり、複数年度契
約を行うことにより、コストの縮減を図った。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0493 気象データ交換業務 957 957 935 抜本的改善

基盤的情報通信処理機能の強化を図るべき。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、複数年度契
約の実施等による調達方法の改善を図り、コストの縮
減に努めるべき。

1,482 1,389 ▲93 - 執行等改善

当然減による減額。
アジア太平洋地域に対する気象防災支援及びシビ
アウェザー目撃情報の気象情報への活用により、
気象情報の充実・高度化を推進する。
気象情報伝送処理システム（東日本アデス）の更
新により、基盤的情報通信処理機能の強化を図
る。
チームの所見を踏まえ、引き続き、調達の競争性
を確保しつつ、複数年度契約の実施等による調達
方法の改善を図り、コストの縮減に努める。

要求額のうち重点要求 179
百万円

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0494 数値予報業務 894 894 784 一部改善
効率的・効果的なシステムの運用により、予報の予測
精度の向上を図るべき。

691 716 25 - 執行等改善

スーパーコンピュータシステムの維持費の増額。
スーパーコンピュータシステムの更新により、高
度化した計算機資源を最大限に活用した高解像度
シミュレーションを行うことにより、気象情報の
充実・高度化を推進するとともに、予報の予測精
度について72時間先の台風中心位置の予測精度の
向上を図る。

要求額のうち重点要求 716
百万円

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0495 アメダス観測 758 772 756 一部改善
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、複数年度契
約の実施等による調達方法の改善を図り、コストの縮
減に努めるべき。

700 759 59 ▲14 縮減
気象資料提供システムの更新に当たり、複数年度
契約を行うことにより、コストの縮減を図った。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費
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（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
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平成２３年度
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平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0496 気象レーダー観測 814 814 784 抜本的改善

局地的大雨等の監視機能の強化を図るべき。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、複数年度契
約の実施等による調達方法の改善を図り、コストの縮
減に努めるべき。

398 761 363 ▲7 縮減

レーダー観測所処理装置の更新により、局地的大
雨等の監視機能の強化を図る。
気象レーダー観測処理システムの更新に当たり、
レーダー本体部と切り分けて調達することにより
調達の競争性を向上するとともに、複数年度契約
を行うことにより、コストの縮減を図った。
気象レーダーの保守点検について、職員旅費を効
率化することにより、コストの縮減を図った。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0497 地磁気観測 37 37 35 一部改善
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

31 28 ▲3 ▲1 縮減
地磁気絶対値測定装置等の保守対象機器を見直す
ことにより、コストの縮減を図った。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0498 気象測器検定 16 16 16 一部改善

より効率的かつ効果的な業務となるよう、業務の見直
しを図るべき。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

11 12 1 - 執行等改善

ISO認定機関に対する認定取得申請手数料の増額。
気象測器検定業務の見直しについては、より広範
囲な気象測器の検定有効期間の延長等を検討する
こととし、風速計等の耐候試験を開始した。
チームの所見を踏まえ、引き続き、調達の競争性
を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの
縮減に努める。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0499 防災情報提供センター 73 73 65 一部改善
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、複数年度契
約の実施等による調達方法の改善を図り、コストの縮
減に努めるべき。

66 123 57 - -

気象庁ホームページの更新による増額。
チームの所見を踏まえ、引き続き、調達の競争性
を確保しつつ、複数年度契約の実施等による調達
方法の改善を図り、コストの縮減に努める。

要求額のうち重点要求 58百
万円

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0500 高層気象観測 512 512 511 一部改善

消耗観測機材の調達に当たり、数量等を見直すこと
により、コストの縮減が図られた。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

511 484 ▲27 ▲24 縮減
高層気象観測用ＧＰＳゾンデの調達に当たり、仕
様を見直すことにより調達の競争性を向上し、コ
ストの縮減を図った。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0501 地震津波観測 1,000 1,209 1,170 一部改善
他機関との連携等による、効率的かつ効果的な地震
津波の観測、情報伝達の体制を整備すべき。
契約の競争性向上を進めるべき。

681 777 96 ▲33 縮減

潮位データ総合処理装置の更新等による増額。
観測、情報伝達に活用可能な他機関の施設等につ
いて他機関に対する情報収集を強化するととも
に、新たに他機関のデータの活用による緊急地震
速報、津波警報等の高度化について有識者の意見
を聴取することにより、効率的かつ効果的な観測
体制の整備を図る。
地震活動等総合監視システムの更新に当たり、ス
ケジュールを変更し（平成25年度予算要求を見送

要求額のうち重点要求 72百
万円

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

ケジ ルを変更し（平成25年度予算要求を見送
り）、平成26年度予算要求に向けて、より競争性
の高い調達方式となるよう検討を行う。
多機能型地震観測中枢局装置の整備に当たり、複
数年度契約を行うことにより、コストの縮減を
図った。

0502 地殻観測 16 16 15 現状通り

歪観測施設の整備に当たり、物品・役務の一括調達
を実施することにより、調達方法の改善が図られた。
引き続き、適切に業務を遂行するとともに、調達方法
の最適化を図るべき。

16 17 1 - -

歪観測施設の電源・通信機能の強化による維持費
の増額。
チームの所見を踏まえ、引き続き、適切に業務を
遂行するとともに、調達方法の最適化を図る。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0503 火山観測 263 484 470 一部改善
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

367 513 146 ▲14 縮減

火山観測施設の更新等による増額。
火山監視センターシステムの更新に当たり、スケ
ジュールを変更し（平成25年度予算要求を見送
り）、平成26年度予算要求に向けて、より競争性
の高い調達方式となるよう検討を行う。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計

（項）気象官署施設費
　（大事項）気象官署施設整備に必要な経費
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0504 海洋環境観測 677 677 656 一部改善
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

723 723 - ▲1 縮減
海洋気象観測船が定繋港で使用する給電・給水関
連施設の運用体制を効率化することにより借料を
見直し、コストの縮減を図った。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0505 波浪観測 69 347 347 抜本的改善
波浪計の効率的かつ効果的な運用を行うべき。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

197 61 ▲136 ▲5 縮減

沿岸波浪計の更新に当たり、超音波式波浪計を
レーダー式波浪計に変更し、効率的かつ効果的な
運用となるよう見直しを行った。
高潮等総合防災情報システムの更新に当たり、ス
ケジュールを変更し（平成25年度予算要求を見送
り）、平成26年度に更新時期を迎える海洋変動監
視予測装置と統合することにより、効率化を図
る。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0506 高潮高波対策業務 49 49 48 一部改善
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

50 60 10 - -

津波観測施設の電源・通信の強化等に伴う維持費
の増額。
チームの所見を踏まえ、引き続き、調達の競争性
を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの
縮減に努める。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0507 小笠原諸島気象業務 156 158 158 一部改善

消耗観測機材の調達に当たり、数量等を見直すこと
により、コストの縮減が図られた。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

156 144 ▲12 ▲11 縮減
高層気象観測用ＧＰＳゾンデの調達に当たり、仕
様を見直すことにより調達の競争性を向上し、コ
ストの縮減を図った。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0508 大気バックグランド汚染観測 103 103 103 一部改善

本事業の成果を国民にわかり易く発信するため、気
象庁ホームページにおける本事業の掲載内容の拡充
が図られた。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

84 125 41 - 執行等改善

二酸化炭素検定装置・メタン標準ガス濃度較正装
置の更新による増額。
本事業の成果を国民にわかり易く発信するため、
上空における二酸化炭素濃度の分布情報を追加す
るなど、気象庁ホームページにおける本事業の掲
載内容の一層の拡充を行った。
チームの所見を踏まえ、引き続き、調達の競争性
を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの
縮減に努める。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0509 オゾン層・紫外線観測 31 31 31 一部改善

消耗観測機材の調達に当たり、数量等を見直すこと
により、コストの縮減が図られた。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

31 29 ▲2 ▲2 縮減
オゾン層観測用ＧＰＳゾンデの調達に当たり、仕
様を見直すことにより調達の競争性を向上し、コ
ストの縮減を図った。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0510 日射観測 3 3 3 一部改善
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

3 3 - - -
チームの所見を踏まえ、引き続き、調達の競争性
を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの
縮減に努める。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0511 温室効果ガスデータ管理業務 45 45 44 抜本的改善

温室効果ガスの効率的かつ効果的な収集・処理を行
うべき。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、複数年度契
約の実施等による調達方法の改善を図り、コストの縮
減に努めるべき。

50 41 ▲9 - 執行等改善

当然減による減額。
温室効果ガス等データ収集・提供装置の更新によ
り、温室効果ガスの効率的かつ効果的な収集・処
理を行う。
チーム所見を踏まえ、引き続き、調達の競争性を
確保しつつ、複数年度契約の実施等による調達方
法の改善を図り、コストの縮減に努める。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0512 気候・海洋情報処理業務 55 55 54 一部改善
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

55 55 - - -

国交省統一単価の改定による減額。
チームの所見を踏まえ、引き続き、調達の競争性
を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの
縮減に努める。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0513 アジア太平洋気候センター 16 16 15 一部改善
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

11 23 12 ▲2 縮減

他事業からの消耗品費の振替による増額。
地球環境観測衛星（ＲＡＤＡＲＳＡＴ）画像の調
達に当たり、仕様を見直すことにより、コストの
縮減を図った。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0514 気候変動対策業務 99 99 97 抜本的改善

異常天候情報の予測精度の向上を図るべき。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、複数年度契
約の実施等による調達方法の改善を図り、コストの縮
減に努めるべき。

74 63 ▲11 - 執行等改善

当然減による減額。
異常天候情報作成装置の更新により、異常天候早
期警戒情報の予測精度の向上を図る。
チームの所見を踏まえ、引き続き、調達の競争性
を確保しつつ、複数年度契約の実施等による調達
方法の改善を図り、コストの縮減に努める。

要求額のうち重点要求 18百
万円

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0515 次期静止気象衛星整備 7,858 7,360 7,360 現状通り
本事業は平成２１年度から平成２３年度に締結した複
数年度契約に基づくものであり、必要性・緊急性が高
く、現状通りとする。

7,072 7,029 ▲43 - -

当然減による減額。
チームの所見のとおり、必要性・緊急性が高い事
業であり、整備計画に従い現状通り着実に推進す
る。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0516 静止気象衛星運用業務 912 893 893 一部改善
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

832 895 63 - -

衛星画像作成装置の整備による増額。
チームの所見を踏まえ、引き続き、調達の競争性
を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの
縮減に努める。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）静止気象衛星業務に必要な経費

0517 衛星施設維持 439 439 361 一部改善
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

466 382 ▲84 ▲8 縮減

各種観測データ解析処理装置の更新に当たり、省
電力化に配慮した仕様にすることにより電気料を
見直し、コストの縮減を図った。
利用局機器の保守を見直すとともに、回線使用料
に長期割引を適用することにより、コストの縮減
を図った。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）静止気象衛星業務に必要な経費

0518 気象官署施設整備 250 251 250 一部改善

施設の整備に当たり、施設の重要性や老朽化の程度
等を精査し、必要性・緊急性が高いものから整備を行
うことにより、コストの縮減が図られた。
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

207 219 12 ▲74 縮減

特別地域気象観測所の施設整備を行い、不用とな
る国有地の有効活用を図る。
庁舎修繕等の内容の精査により、コストの縮減を
図った。

気象庁 － － 一般会計
（項）気象官署施設費
　（大事項）気象官署施設整備に必要な経費

0519 気象研究所 832 832 831 一部改善
引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の
改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

784 788 4 ▲4 縮減

地球温暖化や竜巻等シビア現象の予測精度向上等
に関する研究を推進する。
電子計算機システムや複写機について、より効率
的な運用体制へ見直しを行うことにより、コスト
の縮減を図った。

気象庁 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）気象研究所
　（大事項）気象業務に関する技術の研究開発
に必要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0520 国際機関への分担金・拠出金 688 688 688 現状通り

世界気象機関（WMO）分担金における我が国の分担
率が引き下げられた。
引き続き、世界気象機関（WMO）の事務局等に対し積
極的に関与し、事業の効率的な運営を求めるべき。

759 742 ▲17 - 執行等改善
為替レートの変動による減額。
世界気象機関（WMO）の事務局に対し、事業の効率
的な運営及び支出の注意深い監視を求めた。

要求額のうち重点要求 29百
万円

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0521 観測予報業務共通 4,436 4,446 4,379 現状通り
引き続き、適切に業務を遂行するとともに、調達方法
の最適化を図るべき。

4,568 4,444 ▲124 ▲50 縮減

インターネット気象情報提供システムの更新に当
たり、複数年度契約を行うことにより、コストの
縮減を図った。
数値解析予報システム用通信回線の整備に当た
り、一般競争入札を実施することにより、コスト
の縮減を図った。
自動車の更新に当たり、経年劣化等の実情を考慮
した更新台数の見直しを行うことにより、コスト
の縮減を図った。

要求額のうち重点要求 112
百万円

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0522
津波観測ネットワークの復旧（東日本大震災
関連）

757 3 2 廃止
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見込
みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

- - - - -
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見
込みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）気象官署施設費
　（大事項）気象官署施設整備に必要な経費

0523
地震観測ネットワークの復旧（東日本大震災
関連）

5,838 757 743 廃止
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見込
みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

- - - - -
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見
込みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計

（項）気象官署施設費
　（大事項）気象官署施設整備に必要な経費
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費
　（大事項）静止気象衛星業務に必要な経費

0524
アメダス観測ネットワークの復旧等（東日本
大震災関連）

540 540 520 廃止
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見込
みであり、平成２３年度限りで廃止とする。

- - - - -
東日本大震災関連事業としての目的を達成し、平
成２３年度限りで廃止した。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計

（項）気象官署施設費
　（大事項）気象官署施設整備に必要な経費
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0525
気象官署災害対応体制の復旧（東日本大震災
関連）

254 147 135 廃止
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見込
みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

- - - - -
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見
込みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計

（項）気象官署施設費
　（大事項）気象官署施設整備に必要な経費
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費

0526
東日本大震災による被災庁舎の復旧等（東日
本大震災関連）

102 30 28 廃止
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見込
みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

- - - - -
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見
込みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興気象官署施設費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る気
象官署施設整備に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興観測予報等業務
費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る自
然災害による被害を軽減するための気象情報の
充実に必要な経費充実に必要な経費

0527 津波警報の改善（東日本大震災関連） 3,883 241 29 廃止
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見込
みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

- - - - -
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見
込みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興気象官署施設費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る気
象官署施設整備に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興観測予報等業務
費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る自
然災害による被害を軽減するための気象情報の
充実に必要な経費

0528
東海・東南海・南海地震等の観測・監視体制
の強化（東日本大震災関連）

707 11 - 廃止
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見込
みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

- - - - -
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見
込みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興気象官署施設費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る気
象官署施設整備に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興観測予報等業務
費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る自
然災害による被害を軽減するための気象情報の
充実に必要な経費

0529
気象ドップラーレーダーの整備（東日本大震
災関連）

1,386 570 306 廃止
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見込
みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

- - - - -
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見
込みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興気象官署施設費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る気
象官署施設整備に必要な経費
（項）観測予報等業務費
　（大事項）自然災害による被害を軽減するた
めの気象情報の充実に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興観測予報等業務
費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る自
然災害による被害を軽減するための気象情報の
充実に必要な経費

0530
震災後、活動が活発化した火山等の監視体制
の強化（東日本大震災関連）

458 34 14 廃止
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見込
みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

- - - - -
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見
込みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興気象官署施設費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る気
象官署施設整備に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興観測予報等業務
費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る自
然災害による被害を軽減するための気象情報の
充実に必要な経費
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0531
気象官署施設災害対応体制の強化（東日本大
震災関連）

437 87 67 廃止
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見込
みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

- - - - -
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見
込みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）東日本大震災復旧・復興気象官署施設費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る気
象官署施設整備に必要な経費

0532
観測施設災害対応体制の強化（東日本大震災
関連）

1,014 41 20 廃止
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見込
みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

- - - - -
東日本大震災関連事業としての目的を達成する見
込みであり、平成２４年度限りで廃止とする。

気象庁 10
自然災害による被害を軽減するため、
気象情報等の提供及び観測・通信体制
を充実する

一般会計
（項）東日本大震災復旧・復興気象官署施設費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る気
象官署施設整備に必要な経費

0533 公共交通等安全対策に必要な経費 165 165 146 現状通り
一定のコスト縮減は認められるが、引き続き、適切に
業務を遂行するとともに、調達方法の最適化を図りコ
スト縮減に努める。

168 165 ▲3 - -
機器のリース料等に関して、国庫債務負担行為を
活用することにより、コスト縮減を図った。

運輸安全委員会 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向
上、ハイジャック・航空機テロ防止を
推進する

一般会計
（項）運輸安全委員会
　（大事項）公共交通等安全対策に必要な経費

0534 航路標識整備事業費 3,972 4,789 4,218 抜本的改善
調達の競争性を高めるべき。技術革新も踏まえ、光波
標識の必要性を検証すべき。

3,521 3,322 ▲199 ▲70 縮減

○調達の競争性に関する検討状況
仕様書について、新規参入を阻害する項目の有無につ
いて事業者に対する聞き取りを実施した。これを踏ま
え、平成２４年度中に下記の見直し作業を行う。
①事業者の技術審査要件について、ＩＳＯ９００１
（国際的な品質管理の規格）の取得により、提出資料
の大幅な削減を可能とする仕組みを導入し、入札者の
拡大を図る。
②汎用品の導入については、従来よりディスプレイ、
通信機器、テレビカメラなどに汎用品を導入している
ところであり、今後、外国製品を含め技術適合性調査
を行い、さらなる汎用品の導入による競争性の拡大を
図る。

○光波標識の必要性の検証に関する検討状況
今般の公開プロセスの結果を受け、平成25年度中に全
ての光波標識の利用状況調査を行うこととする。加え
て、通航船舶のＧＰＳ等の航海計器の利用実態、光波
標識の配置の適否について検討することにより、光波
標識の適正数を把握することとする。
平成２５年度において、通航船舶の減少、通航実態の
変化等により必要性が低下した光波標識について、利
用者との個別の合意を得たものを廃止する。

○平成２５年度要求におけるコスト縮減額　０．７億
円
本額は調達の競争性を高めた結果縮減するものであ
る。なお、平成２５年度における光波標識の廃止によ
り、平成２６年度以降においても、廃止による建て替
え経費の節減が見込まれる。

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計

（項）航路標識整備事業費
　（大事項）航路標識整備事業に必要な経費
（項）航路標識災害復旧事業費
　（大事項）航路標識災害復旧事業に必要な経
費

3,204 1,191 1,141 - - - - 一般会計

（項）航路標識災害復旧事業費
　（大事項）航路標識災害復旧事業に必要な経
費
（項）東日本大震災復旧・復興航路標識整備事
業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る航
路標識整備事業に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復興航路標識災害復
旧事業費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る航
路標識災害復旧事業に必要な経費

東日本大震災 （項）航路標識整備事業費

0535 航路標識整備事業費（東日本大震災関連） 一部改善
調達方法の見直し等により、コストの縮減を図るべ
き。

執行等改善

　新規参入を阻害する項目の有無について事業者
に対する聞き取りを実施した。
　また、耐震・耐波浪補強を行うことにより航路
標識の長寿命化を図り、建替え等の整備コストを
縮減するとともに、自立型電源化を行うことによ
り、電力料の縮減を図っている。

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

- - - 283 342 59 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）航路標識整備事業費
　（大事項）航路標識整備事業に必要な経費

0536 巡視船艇の整備に関する経費 21,813 21,750 20,992 一部改善

調達方式の見直し等により、整備コストの縮減を図る
とともに、財政上の制約を踏まえながらも、巡視船艇
の老朽化の程度等を精査し、確実かつ計画的に整備
を進めていくべき。

15,101 19,522 4,421 ▲471 縮減

一部、官給品の調達方式を見直すことにより、コ
ストの縮減を図ることとした。
我が国をとりまく国際情勢等を踏まえ、これらに
対応可能な巡視船の整備を重点的に図ることとし
た。

要求額のうち特別重点要求
5,419百万円

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計
（項）船舶建造費
　（大事項）船舶建造に必要な経費

12,100 8,034 6,825 - - - - 一般会計
（項）東日本大震災復旧・復興船舶建造費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る船
舶建造に必要な経費

- - - 2,427 6,752 4,325 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）船舶建造費
　（大事項）船舶建造に必要な経費

0538 航空機の整備に関する経費 8,257 8,257 8,068 一部改善

調達方式の見直し等により、整備コストの縮減を図る
とともに、財政上の制約を踏まえながらも、航空機の
老朽化の程度等を精査し、確実かつ計画的に整備を
進めていくべき。

8,880 9,499 619 ▲20 縮減
引き続き、整備の重点化をを図るとともに、仕様
の見直し等により整備コストの縮減を図った。

要求額のうち特別重点要求
1,485百万円

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計
（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

12,635 12,635 12,625 - - - - 一般会計

（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費
（項）東日本大震災復旧・復興船舶交通安全及
海上治安対策費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る船
舶交通安全及び治安対策に必要な経費

- - - - 1,526 1,526 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

27,158 26,662 26,659 25,360 23,693 ▲1,667 ▲59 一般会計

（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費
（項）東日本大震災復旧・復興船舶交通安全及
海上治安対策費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る船
舶交通安全及び治安対策に必要な経費

0537
巡視船艇の整備に関する経費（東日本大震災
関連）

現状通り
大型巡視船の一括調達の活用により整備コストの縮
減が認められる。引き続き、大規模災害への対応体
制の確保を図るべき。

-
引き続き、災害対応能力を強化した巡視船艇を整
備し、大規模災害への対応体制を確保することと
した。

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

0539
航空機の整備に関する経費（東日本大震災関
連）

現状通り

引き続き、適切に業務を遂行するとともに、大規模災
害への対応体制の確保を念頭にしつつ、海上保安業
務における必要性を勘案し、より効果的に整備を進め
るべき。

-
大規模災害への対応体制の確保を念頭にしつつ
も、我が国をとりまく国際情勢等を考慮し、航続
性能等を備えた航空機の整備を行っている。

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

0540 巡視船艇の運航に関する経費 一部改善
業務の見直しにより、航路標識測定船等の合理化を
行ったことによるコスト縮減が認められるが、船舶管
理を的確に行うことにより、コストの縮減を図るべき。

縮減

 巡視船艇の新たな就役に伴い、25年度中に解役さ
れる巡視船艇の修繕費用については、法定上必要
なものに限定することにより、コスト縮減を図る
こととした。

要求額のうち特別重点要求
1,375百万円

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

- - - 1,195 - ▲1,195 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

0541 航空機の運航に関する経費 7,082 7,082 6,880 一部改善
調達方式について競争性の確保が認められるが、航
空機の点検整備の効率化を検討し、コストの縮減を図
るべき。

7,211 7,509 298 ▲65 縮減
引き続き、調達方式の見直し等を行いつつ、他機
関との情報の共有等の連携を行うこと等を通じ
て、コスト縮減を図ることとした。

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計
（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

0542
航空機の運航に関する経費（東日本大震災関
連）

2,866 2,866 2,852 廃止
航空機の修繕及び航空機用部品の復旧が平成２３年
度で復旧していることから廃止とする。

- - - - - 所見のとおり、廃止とした。 海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計

（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費
（項）東日本大震災復旧・復興船舶交通安全及
海上治安対策費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る船
舶交通安全及び治安対策に必要な経費

0543 治安及び救難体制の整備に関する経費 6,723 6,751 6,714 一部改善
引き続き、調達方式の見直し等により、コストの縮減
を図るべき。

7,374 6,745 ▲629 ▲3 縮減
鑑定資器材の契約にかかる新規入札参加業者の増
加等を図り、契約見直しを実施し、コストの縮減
を図ることとした。

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計
（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

436 247 247 - - - - 一般会計

（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費
（項）東日本大震災復旧・復興船舶交通安全及
海上治安対策費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る船
舶交通安全及び治安対策に必要な経費

- - - 15 - ▲15 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

0545 環境・防災体制の整備に関する経費 98 98 98 一部改善

引き続き、調達方式の見直し等により、コストの縮減
を図るべき。また、油等流出事故対応については、引
き続き、原因者に対して適切なコスト負担を求めるべ
き。

96 101 5 - 執行等改善
旅行の行程を見直し、旅費のコスト縮減を図るこ
ととした。

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計
（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

143 143 143 - - - - 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興船舶交通安全及
海上治安対策費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る船
舶交通安全及び治安対策に必要な経費

- - - 7 - ▲7 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

0547 海上保安官署施設整備に関する経費 1,163 1,590 1,581 一部改善
海上保安業務における必要性や施設の老朽化の程
度等を精査し、真に必要なもの、緊急性の高いものか
ら整備を進めていくべき。

1,078 485 ▲593 ▲598 縮減
整備箇所の重点化及び優先度の精査を行い、一部
施設整備を見送ることとした。

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計
（項）海上保安官署施設費
　（大事項）海上保安官署施設整備に必要な経
費

0544
治安及び救難体制の整備に関する経費（東日
本大震災関連）

廃止
各種資器材の復旧及び捜索救助活動資器材の整備
が、平成24年度で完了することから廃止とする。

廃止 所見のとおり、廃止とした。 海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

0546
環境・防災体制の整備に関する経費（東日本
大震災関連）

廃止
油回収装置等の防災資器材の復旧及び放射線防護
服資器材の整備が、平成24年度で完了することから
廃止とする。

廃止 所見のとおり、廃止とした。 海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

1,829 602 595 - - - - 一般会計

（項）海上保安官署施設費
　（大事項）海上保安官署施設整備に必要な経
費
（項）東日本大震災復旧・復興海上保安官署施
設費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る海
上保安官署施設整備に必要な経費

- - - 629 - ▲629 -
東日本大震災
復興特別会計

（項）海上保安官署施設費
　（大事項）海上保安官署施設整備に必要な経
費

0549 情報通信システムに関する経費 3,631 5,624 5,488 一部改善
引き続き、調達方式の見直し等により、コストの縮減
を図るべき。

3,195 6,321 3,126 ▲19 縮減

通信設備の整備について、設置からの経過年数・
老朽度等を考慮し、整備の緊急性を総合的に判断
して、重点的に整備すべき対象を絞り込むなど整
備数を見直すこと等により、19百万円を縮減し
た。

要求額のうち重点要求1,366
百万円

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計
（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

0550
情報通信システムに関する経費（東日本大震
災関連）

1,526 486 467 廃止
通信施設の耐震化工事等が平成24年度で完了する
ことから、廃止とする。

- - - - - 所見のとおり、廃止とした。 海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計

（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費
（項）東日本大震災復旧・復興船舶交通安全及
海上治安対策費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る船
舶交通安全及び治安対策に必要な経費

0551 海上交通安全に関する経費 2,064 2,067 2,045 抜本的改善
調達の競争性を高めるべき。技術革新も踏まえ、光波
標識の必要性を検証すべき。

1,920 1,989 69 ▲50 縮減

　港湾の状況や利用実態を踏まえた配置の適正化
や、航路標識のＬＥＤ化及び太陽電池の導入によ
り点検・保守業務の効率化、電力料の削減等によ
り約０．５億円の縮減を図っている。さらに、必
要性の低下した光波標識の廃止に伴い更なる電力
料等の削減が見込まれる。

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計
（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

0552
海上交通安全に関する経費（東日本大震災関
連）

91 91 91 廃止
航路標識の復旧等が、平成２３年度で完了しているこ
とから廃止とする。

- - - - - 所見のとおり、廃止とした。 海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計
（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

0548
海上保安官署施設整備に関する経費（東日本
大震災関連）

廃止
巡視船艇基地施設等の復旧が平成２４年度で完了す
ることから廃止とする。

廃止 所見のとおり、廃止とした。 海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る
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様式１

（単位：百万円）

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ 番号 施策名
会計区分 項・事項評価結果 所見の概要

Ｃのうち
反映額

反映内容 担当部局庁
政策評価の体系

事業
番号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 予算監視・効率化チームの所見
差引き

備　考
執行可能額 執行額

0553 海洋情報に関する経費 905 917 902 一部改善
調達方式の見直し等により、調達コストの縮減を図る
べき。

945 1,264 319 ▲33 縮減

 海洋調査機器の調達に際し、公告期間や納期の拡
大、仕様の明確化、他の海洋調査機関における入
札参加者の調査により、入札意思のある業者を掘
り起こし、当庁が求める仕様の詳細な説明や助
言、技術審査段階における洋上試験の実施協力を
行うことで、応札業者拡大に至り、コスト削減を
図ることとした。（縮減額24百万円）

 複数の電子計算機システムの統合による合理化に
より、コスト削減を図ることとした。（縮減額9百
万円）

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計
（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

0554 海洋情報に関する経費（東日本大震災関連） 388 388 338 廃止
海洋調査機器の復旧及び整備が、平成23年度で完
了していることから廃止とする。

- - - - - 所見のとおり、廃止とした。 海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計

（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費
（項）東日本大震災復旧・復興船舶交通安全及
海上治安対策費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る船
舶交通安全及び治安対策に必要な経費

0555 海洋調査に関する経費 2,533 1,071 928 一部改善

海洋調査機器の調達について、調達方式の見直し等
による応札業者拡大により大幅なコスト削減が認めら
れた。引き続き応札業者拡大に向けた取り組みを実
施すべき。

1,353 731 ▲622 ▲8 縮減
新たな海洋調査機器による調査の解析外注費につ
いて、複数業者からの見積等によりコスト削減を
図ることとした。

海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

一般会計
（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

538 538 521 - - - - 一般会計

（項）東日本大震災復旧・復興船舶交通安全及
海上治安対策費
　（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る船
舶交通安全及び治安対策に必要な経費

- - - 190 - ▲190 - 
東日本大震災
復興特別会計

（項）船舶交通安全及海上治安対策費
　（大事項）船舶交通安全及び治安対策に必要
な経費

4,681,925 4,310,440 3,920,442 2,533,616 4,557,082 2,023,466 ▲10,767 

797,228 751,280 739,234 710,114 - ▲710,114 - 

1,911,691 1,905,691 1,859,334 1,776,959 - ▲1,776,959 - 

217,569 262,713 213,609 228,838 - ▲228,838 - 

181,849 171,795 155,212 157,686 - ▲157,686 - 

10,654 10,654 5,442 12,315 - ▲12,315 - 

7,559 7,559 6,118 7,304 5,538 ▲1,766 ▲105 

4,596 4,616 4,197 4,609 6,374 1,765 - 

13,235 13,247 12,742 12,865 12,905 40 ▲300 

- - - - 178,392 178,392 ▲7,467 

自動車安全特別会計保障勘定
行政事業レビュー対象　計

一般会計

社会資本整備事業特別会計空港整備勘定

社会資本整備事業特別会計業務勘定

自動車安全特別会計空港整備勘定

社会資本整備事業特別会計治水勘定

自動車安全特別会計自動車検査登録勘定

自動車安全特別会計自動車事故対策勘定

社会資本整備事業特別会計道路整備勘定

社会資本整備事業特別会計港湾勘定

0556 海洋調査に関する経費（東日本大震災関連） 廃止
海洋調査機器の整備が、平成24年度で完了すること
から廃止とする。

廃止 所見のとおり、廃止とした。 海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保す
る

- - - 186,941 355,315 168,374 ▲191 

- - - (262,059) (606,804) (302,323) (▲ 737)

注１．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注２．「反映内容」欄の「廃止」、「段階的廃止」、「縮減」及び「執行等改善」の考え方については、次のとおりである。

 　　　　「廃止」：行政事業レビューの点検の結果、事業を廃止し平成２５年度予算概算要求において予算要求していないもの。（行政事業レビュー点検以前に平成２３年度末までに廃止されたものは含まない。）

　　　　「段階的廃止」：行政事業レビューの点検の結果、明確な廃止年限を決定するとともに平成２５年度予算概算要求の金額に反映はあるものの、予算要求をしているもの。

 　　　　「縮減」：行政事業レビューの点検の結果、何らかの見直しが行われ平成２５年度予算概算要求の金額に反映を行うもの。

   　　　　「執行等改善」：行政事業レビューの点検の結果、平成２５年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、執行等の改善を行うもの。（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。「今後検討」や「～に向けて努める」などのようなものについては含まない。）　　　　　

　　　　「 － 」：行政事業レビューの点検の結果、平成２４年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がなかったもの。（廃止、段階的廃止、縮減及び執行等改善以外のもの。）

注３．「備考」欄の※の額は、レビュー所見の反映額を算出するために、従来の算定方法等を基に算出した平成２５年度要求額相当である。

注４．「備考」欄に※の記載がある事業において「Ｃのうち反映額」欄の額は、「備考」欄の額におけるレビュー反映額である。

東日本大震災復興特別会計（復興庁所管分）

東日本大震災復興特別会計（国土交通省所管分）
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